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ハンズオン支援事例集
ハンズオン支援事業の活用による経営支援

主要製品の生産性向上と受注型製品の生産技術開発でシェア拡大と収益力の強化に挑戦―マーケットインを目的とした生産体制の革新―

匠の技術を生かした新製品により医療機器市場参入へ挑戦―品質管理体制構築と知財戦略策定の支援―

コア技術を活用した自社ブランド製品の市場開拓への挑戦―レーザクリーニング装置『イレーザー（ELASER）®』の販路開拓支援―

高付加価値自社製品の新市場開拓に挑む―ステンレス鋼用ノンフッ素溶接焼け除去剤の販路開拓支援―

さらなる成長のために、付加価値の高い業務に注力することを可能にする情報化推進計画の策定！

「危機感」社長就任から始まった全員参加の経営改革！―「計画経営」導入と「5S改善活動」を軸にPDCAの徹底により、企業体質向上と収益大幅向上の実現―

スムーズな生産を実現する為の現場一体となった生産管理―生産を阻害する要因の排除と改善に取組み計画生産の実現―

10年後を見据えた中期経営計画の立案と推進―今後の事業の方向付けと戦略・計画の推進―

東京パラリンピックをチャンスと捉えた組織体制整備―人事・組織、モノづくり、原価管理体制整備への複合支援―

職人気質の経営から脱却し、マネージメント体制の再構築―勘・コツの熟練社員『匠』を現場改善により、数値管理できる技能集団『匠』に変貌―

沖縄の食材（地域資源）で飛躍する企業の製造現場改善と事業戦略の構築―ものづくり体制強化と未来構想図を基にした中期経営計画の策定支援―

春先のみの繁忙期生産から一年を通して生産・販売ができる農器具メーカへの脱却!―現場改善の成功体験から、各部門へ次々と改善・改革の波が広がり、最後は親会社にまで支援活動が拡大―
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地域中小企業　経営力強化・成長支援



はじめに
　中小機構（独立行政法人 中小企業基
盤整備機構）は、国の中小企業施策の総
合実施機関として、様々な事業を実施し
ております。その中でも「ハンズオン支
援事業」は、中小企業の経営革新や経営
力強化を支援することで、中小企業の成
長・発展に寄与することを目的として平
成12年に創設し、これまで約9千社の支
援実績を上げています。

　中小機構が行う「ハンズオン支援事業」
は、中小機構が有する多様な外部専門家
集団の総力を結集して、個々の企業の成
長過程で発生する様々な経営課題につい
て、専門家が当該企業のパートナーとし
て伴走し、ノウハウを提供しながら継続
して支援する事業です。

　本事例集は、経営課題を抱える中小企
業をどのように支援したのか、その支援
ノウハウをまとめたものです。
　作成にあたっては、課題を以下の2つ
のテーマに分け、課題の設定から達成状
況、更に今後の展望までを詳述しました。

・ 新事業展開型（新事業創出や新事業開
拓をテーマに取り組んだ支援）

・ 経営基盤強化型（経営基盤の強化をテ
ーマに取り組んだ支援）

　中小機構単独で全ての中小企業の支援
ニーズに対応することはできません。そ
こで、中小機構のハンズオン支援事業の
経験を本事例集に示すようなノウハウと
して取りまとめ、それらを地域の中小企
業支援機関の皆様と共有することで、全
国の中小企業支援機関の皆様、さらには、
中小企業経営者の皆様が経営課題の解決
に向けた取組みを支援・実施する際のご
参考となれば幸いです。
　末筆ながら、本事例集の作成に当たり
ましてご協力いただきました事例企業の
経営者、関係者の皆様方に心から感謝を
申し上げます。

平成30年3月
独立行政法人 中小企業基盤整備機構

経営支援部長
森田　博行

※ 本制度は、人材・販売先・提携先等の斡旋・紹介や、契約交渉・事務処理作業等の実務代行を行う
ものではありません。
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　ハンズオン支援事業のご紹介　
　本部と全国9地域本部において、下記4つのハンズオン支援事業により、経営課題の解決に取り組む中小
企業に対して、豊富な経験と実績を持つ専門家を長期継続的に派遣し、企業の成長・発展のサポートを行
っています。

支援メニュー

支 援 の 特 長

【総合的
課題解決支援】

真の経営課題を探り、
長期・継続的に総合的
な課題の解決をサポー
ト

【特定課題解決支援】
実務的な知識・ノウハ
ウの提供で特定課題の
解決をサポート

【IT活用・
IT人材育成支援】

IT活 用 に よ る 課 題 解
決・経営戦略の実現と
IT人材（CIO）育成をサ
ポート

【販路開拓支援】
首都圏・近畿圏へのテ
ストマーケティングに
より、新市場開拓の土
台構築をサポート

専門家
継続派遣事業

経営実務
支援事業

戦略的CIO育成
支援事業

販路開拓
コーディネート事業

多様な支援ニーズに対応
中小企業が抱える様々な経営課題の解決に向けて、企業の個別事情に合わせ、多様な支
援テーマを提案、課題解決のサポートを実施します。マーケティング企画の見直し・業
務のシステム化など特定の経営課題から、全社的・グループ経営の視点による経営戦略
再構築のような高度なテーマ、また、広域展開、グローバル化などに幅広く対応してい
ます。

多彩な専門家
全国ベースの幅広いネットワークがあり、支援内容に応じて、実務に精通し、指導実績
の豊富な専門家を選定します。
専門家には、大企業等で経営幹部・工場長・部門責任者など経営や実務を深く経験した
方、中小企業支援の経験を積んだ中小企業診断士・公認会計士など、多彩な顔ぶれが揃
っています。

案件ごとにコーディネート
各地域本部にプロジェクトマネージャーを配置し、案件ごとに支援全体をコーディネー
トしています。
事前の調査・課題設定と支援内容の提案・専門家のチーム編成から、支援の進捗管理・
成果の評価・派遣終了後のフォローまで、一社一社丁寧に支援します。

自立・成長の応援
社内プロジェクトチームを編成するなどして、主体的に課題解決に取り組んでいただき
ます。
アドバイザーのサポートを受けながら、企業自らが実践を通して課題の本質を理解し、
課題解決能力を身につけることで、アドバイザー派遣終了後も自ら継続的に発展・成長
する「自立化の仕組みづくり」につなげる支援を行います。

特長

1

特長

2

特長

3
特長

4
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事業名 専門家継続派遣事業 経営実務支援事業 戦略的CIO育成支援事業 販路開拓コーディネート事業

概要

経営・技術・財務等の専門家を総合的な経営
課題の解決のために長期間継続して派遣しま
す。企業の発展段階に応じてタイムリーで適
切なアドバイスをおこない、その成長・発展
をサポートします。

企業の抱える特定の課題（技術・経営・マー
ケティング等）について、経営実務の経験が
豊富なアドバイザーを派遣し、課題解決や社
内人材の育成を支援します。

ITを活用した課題解決やIT導入の検討、実際のIT
導入・運用などに対してアドバイスを行うと共に、
企業内のCIO（Chief Information Officer）候補
者の育成を支援します。

首都圏または近畿圏市場へのアプローチを、テス
トマーケティングの手法（想定市場の企業への訪
問・ヒアリング）により支援します。

対象者
今後成長が期待されるベンチャー企業や経営
革新・第二創業・株式公開による新事業展開・
経営基盤強化に積極的取り組む中小企業

特定の経営課題解決の為に実務面の支援を必
要とする中小企業

各種の経営課題に対し、ITの戦略的活用により解
決を図る中小企業

優れた商品（新製品・新技術・新サービス）を持ち、
全国に向けて市場開拓を目指す中小企業（中小企
業新事業活動促進法に基づく経営革新計画の承認
を受けた企業等）

支援
期間 6ヶ月～1年以内で平均月2～3回 5ヶ月以内／10回以内 6ヶ月～1年以内で平均月2～3回 −

費用
専門家1人・1日あたり
17,200円（税込み）※

専門家1人・1回あたり
8,200円（税込み）※

専門家1人・1日あたり
17,200円（税込み）※

専門家1人・同行支援1回あたり
4,100円（税込み）※

派遣
専門家

大手企業経営幹部など経営経験の豊富な方、
中小企業診断士や公認会計士、弁護士、弁理
士など、中小企業の育成・支援の第一線で活
躍している支援豊富な専門家

大手・中堅企業等において豊富な実務経験を
持つ専門家

CIO経験者、中小企業診断士、ITコーディネータ
ーなど中小企業のIT経営に関して十分な知見と実
績がある専門家

首都圏または近畿圏に販路ネットワークを有する
商社・メーカー等出身者やマーケッター（販路開
拓コーディネーター）

支援
テーマ
（例）

経営戦略　　経営ビジョン策定、
　　　　　　事業計画策定・実行

新事業開拓　新技術・新用途・試作品の開発、
　　　　　　知的財産戦略構築

海外展開　　海外進出先・進出形態選定、
　　　　　　グローバル経営体制の構築

IPO、M&A、　資本政策立案、組織体制再構築、
企業再編　　グループ連結経営管理体制構築

営業、　　　営業戦略の構築、ブランド構築、
マーケティング　組織的営業力強化・新顧客開拓

財務・会計　月次決算の早期化・精度向上、
　　　　　　原価管理、予算実績管理

現場改善、　品質管理体制の構築、見える化・
生産性向上　適正化、生産計画の精度向上

事業計画　　事業計画実行の為の
　　　　　　行動計画作成

営業、　　　新規事業展開のための営業体制
マーケティング　の構築、営業の業務フロー・
　　　　　　販売促進ツールの策定

生産　　　　 現場改善による生産性向上、
　　　　　　生産リードタイムの短縮・
　　　　　　納期遅れの改善

生産技術　　生産性向上のための技術改良、
　　　　　　知的財産の蓄積・活用

財務・会計　会計処理・経理業務フローの構築、
　　　　　　管理会計の導入

その他　　　賃金制度・人事労務制度の改善、
　　　　　　物流改善、省エネ対策

＜プロセス①企画・計画フェーズ＞
　◦経営戦略や方針の確認・立案
　◦経営課題の整理
　◦業務改善課題の抽出
　◦情報化の方針・計画立案
　◦システム化の構想

＜プロセス②設計・開発フェーズ＞
　◦投資予算の検討
　◦ベンダー・パッケージ選定
　◦システムの設計・開発
　◦業務の仕組みの確立

＜プロセス③運用・保守フェーズ＞
　◦システム移行・稼働のフォローアップ
　◦利用者への教育
　◦活用定着フォロー
　◦導入効果の検証
　◦改善項目の抽出

＜プロセス①仮説の設定（PLAN）＞
　 　販路開拓プロジェクトマネージャー等からな

る支援チームと一緒に、市場ターゲットや開拓
方法を検討し、マーケティング企画を練ります。

＜プロセス②仮説の検証（DO）＞
　 　販路開拓コーディネーターとともに想定市場

のユーザー等を実際に訪問し、新商品のプレゼ
ンテーションを行ってユーザーの声を聴くこと
により、仮説の検証（テストマーケティング）
を行います。

＜プロセス③仮説の評価（SEE）＞
　 　テストマーケティングの結果を踏まえて仮説

を評価し、今後の事業展開に活かします。

※費用に付いては、平成30年3月時点のものです。

　ハンズオン支援事業のメニュー紹介　
◦ハンズオン支援事業には、以下の4つのメニューがあります。どのような支援メニューが最適かについては、 ご相談ください。
◦企業からの相談に対し、支援チームが最適な支援計画と専門家を選びご提案します。状況に応じてメニュー の複合活用も可能です。複合支援の例は5ページに掲載しています。
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事業名 専門家継続派遣事業 経営実務支援事業 戦略的CIO育成支援事業 販路開拓コーディネート事業

概要

経営・技術・財務等の専門家を総合的な経営
課題の解決のために長期間継続して派遣しま
す。企業の発展段階に応じてタイムリーで適
切なアドバイスをおこない、その成長・発展
をサポートします。

企業の抱える特定の課題（技術・経営・マー
ケティング等）について、経営実務の経験が
豊富なアドバイザーを派遣し、課題解決や社
内人材の育成を支援します。

ITを活用した課題解決やIT導入の検討、実際のIT
導入・運用などに対してアドバイスを行うと共に、
企業内のCIO（Chief Information Officer）候補
者の育成を支援します。

首都圏または近畿圏市場へのアプローチを、テス
トマーケティングの手法（想定市場の企業への訪
問・ヒアリング）により支援します。

対象者
今後成長が期待されるベンチャー企業や経営
革新・第二創業・株式公開による新事業展開・
経営基盤強化に積極的取り組む中小企業

特定の経営課題解決の為に実務面の支援を必
要とする中小企業

各種の経営課題に対し、ITの戦略的活用により解
決を図る中小企業

優れた商品（新製品・新技術・新サービス）を持ち、
全国に向けて市場開拓を目指す中小企業（中小企
業新事業活動促進法に基づく経営革新計画の承認
を受けた企業等）

支援
期間 6ヶ月～1年以内で平均月2～3回 5ヶ月以内／10回以内 6ヶ月～1年以内で平均月2～3回 −

費用
専門家1人・1日あたり
17,200円（税込み）※

専門家1人・1回あたり
8,200円（税込み）※

専門家1人・1日あたり
17,200円（税込み）※

専門家1人・同行支援1回あたり
4,100円（税込み）※
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専門家

大手企業経営幹部など経営経験の豊富な方、
中小企業診断士や公認会計士、弁護士、弁理
士など、中小企業の育成・支援の第一線で活
躍している支援豊富な専門家

大手・中堅企業等において豊富な実務経験を
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CIO経験者、中小企業診断士、ITコーディネータ
ーなど中小企業のIT経営に関して十分な知見と実
績がある専門家

首都圏または近畿圏に販路ネットワークを有する
商社・メーカー等出身者やマーケッター（販路開
拓コーディネーター）
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（例）

経営戦略　　経営ビジョン策定、
　　　　　　事業計画策定・実行

新事業開拓　新技術・新用途・試作品の開発、
　　　　　　知的財産戦略構築

海外展開　　海外進出先・進出形態選定、
　　　　　　グローバル経営体制の構築

IPO、M&A、　資本政策立案、組織体制再構築、
企業再編　　グループ連結経営管理体制構築

営業、　　　営業戦略の構築、ブランド構築、
マーケティング　組織的営業力強化・新顧客開拓

財務・会計　月次決算の早期化・精度向上、
　　　　　　原価管理、予算実績管理

現場改善、　品質管理体制の構築、見える化・
生産性向上　適正化、生産計画の精度向上

事業計画　　事業計画実行の為の
　　　　　　行動計画作成

営業、　　　新規事業展開のための営業体制
マーケティング　の構築、営業の業務フロー・
　　　　　　販売促進ツールの策定

生産　　　　 現場改善による生産性向上、
　　　　　　生産リードタイムの短縮・
　　　　　　納期遅れの改善

生産技術　　生産性向上のための技術改良、
　　　　　　知的財産の蓄積・活用

財務・会計　会計処理・経理業務フローの構築、
　　　　　　管理会計の導入

その他　　　賃金制度・人事労務制度の改善、
　　　　　　物流改善、省エネ対策

＜プロセス①企画・計画フェーズ＞
　◦経営戦略や方針の確認・立案
　◦経営課題の整理
　◦業務改善課題の抽出
　◦情報化の方針・計画立案
　◦システム化の構想

＜プロセス②設計・開発フェーズ＞
　◦投資予算の検討
　◦ベンダー・パッケージ選定
　◦システムの設計・開発
　◦業務の仕組みの確立

＜プロセス③運用・保守フェーズ＞
　◦システム移行・稼働のフォローアップ
　◦利用者への教育
　◦活用定着フォロー
　◦導入効果の検証
　◦改善項目の抽出

＜プロセス①仮説の設定（PLAN）＞
　 　販路開拓プロジェクトマネージャー等からな

る支援チームと一緒に、市場ターゲットや開拓
方法を検討し、マーケティング企画を練ります。

＜プロセス②仮説の検証（DO）＞
　 　販路開拓コーディネーターとともに想定市場

のユーザー等を実際に訪問し、新商品のプレゼ
ンテーションを行ってユーザーの声を聴くこと
により、仮説の検証（テストマーケティング）
を行います。

＜プロセス③仮説の評価（SEE）＞
　 　テストマーケティングの結果を踏まえて仮説

を評価し、今後の事業展開に活かします。

※費用に付いては、平成30年3月時点のものです。

　ハンズオン支援事業のメニュー紹介　
◦ハンズオン支援事業には、以下の4つのメニューがあります。どのような支援メニューが最適かについては、 ご相談ください。
◦企業からの相談に対し、支援チームが最適な支援計画と専門家を選びご提案します。状況に応じてメニュー の複合活用も可能です。複合支援の例は5ページに掲載しています。
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　ハンズオン支援のプロセス（支援の流れ）　

準
備
フ
ェ
ー
ズ

実
施
フ
ェ
ー
ズ

フ
ォ
ロ
ー
フ
ェ
ー
ズ

中小企業

中小企業

中小企業

プロジェクト
マネージャー

プロジェクト
マネージャー

職員

職員

専門家

職員

ご相談・お申し込み

事前ヒアリング（企業訪問）

申込審査

四半期調査（進捗の確認）

終了調査（成果の確認）

フォローアップ

派遣計画書案
作成と専門家
の選定

経営課題の内容や戦略目標、企業の内部資源や
外部環境等についてヒアリングいたします。

最適な専門家を探し、支援の計画（派遣
計画書）案を作成し、ご提案いたします。
合意が取れましたら支援開始です。

継続的なハンズオン支援が必要か、別の支援策が必要か、自社での取り組みを進めてい
ただくかをご相談させていただきます。

専門家

アドバイス
初回：キックオフミーティング
　↓
中間：中間報告会
　↓
最終：プロジェクトレビュー会

派遣計画に基づいた
ハンズオン支援実施

ニーズ調査
（企業訪問）

IT分野営業・マーケ
ティング分野

その他分野人事・労務
分野

財務・会計
分野

生産・技術
分野

プロジェクト
マネージャー
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　中小機構の各種支援事業を組み合わせた複合支援例の紹介　
　企業の成長発展・事業の進捗に応じて、経営課題は変化していきます。
　中小機構では、企業の成長・発展、事業の進捗にあわせて、最適な支援策を提供いたします。
　�具体的には、ハンズオン支援の4つのメニューを組み合わせたり、P6に抜粋表記してある様々な支援事
業との連携により、支援の最適化を図っています。
　ここでは、各種支援事業を複合的に活用し、成長を加速させている例を示します。

例

1 経営課題：IT化と生産性向上による収益力強化
①経営課題解決のためのIT導入⇒②生産性向上と生産管理体制強化

例1　㈱サムソン　P10〜14 1年目 2年目 3年目 4年目

①戦略的CIO育成支援事業

②専門家継続派遣事業

（戦略的CIO育成支援事業）�業務改善の方向性が明確となり、IT戦略企画書が完成。更に、IT化に
よる費用対効果が明確化。ITベンダーに依頼するための提案依頼書お
よびIT導入計画書が完成。システム導入に向けた準備が完了した。

（専門家継続派遣事業）�リードタイムが1/3に短縮、欠品発生がほぼなくなる。生産性35%アップ
が実現。また、受注生産に対応した工数・工程管理体制が確立した。

1期 2期

1期 2期

成
果

例

2 経営課題：各種経営管理体制整備による組織力強化
①組織人事体制の整備＋生産現場改善⇒②生産体制の再構築・管理体制強化

例2　㈱松永製作所　P51〜56 1年目 2年目 3年目

①経営実務支援事業

②専門家継続派遣事業

（経営実務支援事業）�組織人事体制の見直しにより、会議体の設置、管理者の役割・部署毎の業務
分担の明確化、組織力の向上が実現。2期支援では、リードタイムが25％短縮、
不良の半減、部品欠品は55％低減した。

（専門家継続派遣事業）�生産マネジメントが機能し、製造部門の主体性が向上。更に、改善実行可
能な組織体制になった。

1期 2期

1期

成
果
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支援内容 担当部署・電話 ホームページ
・経営アドバイス（無料）
・メール経営相談（無料）
・経営相談ホットライン（通話料有料）

全国9ヶ所の地域本部　経営支援課
（裏表紙参照）

http://www.smrj.go.jp/
sme/consulting/tel/

・専門家継続派遣事業
・経営実務支援事業
・戦略的CIO育成支援事業
・販路開拓コーディネート事業

全国9ヶ所の地域本部　経営支援課・
マーケティング支援課（裏表紙参照）

http://www.smrj.go.jp/sme/
enhancement/hands-on/

・J-GoodTech（ジェグテック） 全国9ヶ所の地域本部　経営支援課
（裏表紙参照）・マーケティング支援課 https://jgoodtech.jp/pub/

・eコマース活用支援 販路支援部
電話：03-5470-1681 https://ec.smrj.go.jp/

・新価値創造NAVI・新価値創造展、
　中小企業総合展

販路支援部
電話：03-5470-1525

http://www.smrj.go.jp/sme/
market/exhibition/

・海外企業CEOとの商談会・交流会 販路支援部
電話：03-5470-2375 http://www.smrj.go.jp/ceo/

・海外ビジネスナビ 販路支援部
電話：03-5470-1522 http://biznavi.smrj.go.jp/

・国際化支援アドバイス
全国9ヶ所の地域本部　経営支援課
(裏表紙参照)・国際化支援課

http://www.smrj.go.jp/sme/
overseas/consulting/

・海外ビジネス戦略推進支援 http://www.smrj.go.jp/sme/
overseas/strategy/

・中小企業ワールドビジネスサポート
　（SWBS）

販路支援部
電話：03-6402-4679 https://swbs.smrj.go.jp/

・BusiNest（ビジネスト） BusiNest　電話：042-565-1195 http://businest.smrj.go.jp/

・TIP*S（ティップス） TIP*S　　　電話：03-6212-1840 http://tips.smrj.go.jp/

・地域新事業創出支援
　（農商工等連携・地域資源活用・新連携）

経営支援部
電話：03-5470-1194

http://www.smrj.go.jp/sme/
new_business/

・ものづくり支援 経営支援部
電話：03-5470-1523

http://www.smrj.go.jp/
sme/enhancement/

supporting_industry/

・中小企業大学校の研修事業
　（全国9箇所設置）

人材支援グループ
電話：03-5470-1560

http://www.smrj.go.jp/
institute/

・ちょこっとゼミナール 人材支援グループ
電話：03-5470-1645 http://chokozemi.smrj.go.jp/

・小規模企業共済
共済相談室（コールセンター）
電話：050-5541-7171

http://www.smrj.go.jp/
kyosai/skyosai/

・経営セーフティ共済
　（中小企業倒産防止共済）

http://www.smrj.go.jp/
kyosai/tkyosai/

・J-Net21 広報統括室　電話：03-5470-1519 http://j-net21.smrj.go.jp/

・中小企業NEWS 広報統括室　電話：03-5470-1515 http://news.smrj.go.jp/

　
中
小
機
構
の
支
援
メ
ニ
ュ
ー
（
抜
粋
）　

経営に役立つ情報を知りたい
◦�中小企業ビジネス支援サイト「J-Net21」では、全国各地の支援機関による補助金・助成金、セミナー・
イベント等の支援施策や経営に役立つ情報を掲載しています。
◦�中小機構発のニュースサイト「中小企業NEWS」では、中小企業に関わる全ての方に「今」必要な情報
をお届けしています。

経営課題の相談をしたい
◦経営上の様々な問題を企業支援経験豊富なアドバイザーに相談できます。

経営課題解決のための支援を受けたい
◦実務経験豊富な専門家を派遣し、主体的な経営課題解決のサポートをします。

ものづくりの研究開発をしたい
◦中小企業の研究開発について計画作成や事業化に向けたアドバイスなどを行います。

退職後の生活の安定や連鎖倒産のリスクに備えたい
◦�小規模企業共済、経営セーフティ共済（中小企業倒産防止共済）により、リスクに備えるご支援をします。

人材育成をしたい
◦�全国9カ所に設置されている中小企業大学校等を活用しながら、中小企業の経営者・管理者等に対する
高度で専門的な研修を実施します。

新たな事業を始めたい
◦�創業や事業化のための「場」の提供、地域資源・農商工連携・新連携、ファンドの組成等、様々な方法
で新規創業・第二創業・事業化をご支援します。

海外展開をしたい
◦�情報提供やマッチング機会の提供、海外展開・国際取引の専門家によるアドバイス等で海外展開をご支
援します。
・海外展開に必要な情報収集をしたい→海外ビジネスナビ
・海外展開に関する相談をしたりアドバイスが欲しい→国際化支援アドバイス
・具体的な海外展開の事業計画を作りたい→海外ビジネス戦略推進支援
・海外展開のためのビジネスパートナーと出会いたい→中小企業ワールドビジネスサポート（SWBS）

販路開拓をしたい
◦�国内外に販路を拡大させるために、展示会・商談会の開催やマッチングのための情報発信等のご支援を
します。
・Webマッチングにより新市場開拓したい→J-GoodTech（ジェグテック）
・eコマースにより市場参入をしたい→eコマース活用支援
・Webと展示会により新事業展開したい→新価値創造NAVI・新価値創造展、中小企業総合展
・商談会により海外販路開拓をしたい→海外企業CEOとの商談会・交流会

ニーズから探す



7

支援内容 担当部署・電話 ホームページ
・経営アドバイス（無料）
・メール経営相談（無料）
・経営相談ホットライン（通話料有料）

全国9ヶ所の地域本部　経営支援課
（裏表紙参照）

http://www.smrj.go.jp/
sme/consulting/tel/

・専門家継続派遣事業
・経営実務支援事業
・戦略的CIO育成支援事業
・販路開拓コーディネート事業

全国9ヶ所の地域本部　経営支援課・
マーケティング支援課（裏表紙参照）

http://www.smrj.go.jp/sme/
enhancement/hands-on/

・J-GoodTech（ジェグテック） 全国9ヶ所の地域本部　経営支援課
（裏表紙参照）・マーケティング支援課 https://jgoodtech.jp/pub/

・eコマース活用支援 販路支援部
電話：03-5470-1681 https://ec.smrj.go.jp/

・新価値創造NAVI・新価値創造展、
　中小企業総合展

販路支援部
電話：03-5470-1525

http://www.smrj.go.jp/sme/
market/exhibition/

・海外企業CEOとの商談会・交流会 販路支援部
電話：03-5470-2375 http://www.smrj.go.jp/ceo/

・海外ビジネスナビ 販路支援部
電話：03-5470-1522 http://biznavi.smrj.go.jp/

・国際化支援アドバイス
全国9ヶ所の地域本部　経営支援課
(裏表紙参照)・国際化支援課

http://www.smrj.go.jp/sme/
overseas/consulting/

・海外ビジネス戦略推進支援 http://www.smrj.go.jp/sme/
overseas/strategy/

・中小企業ワールドビジネスサポート
　（SWBS）

販路支援部
電話：03-6402-4679 https://swbs.smrj.go.jp/

・BusiNest（ビジネスト） BusiNest　電話：042-565-1195 http://businest.smrj.go.jp/

・TIP*S（ティップス） TIP*S　　　電話：03-6212-1840 http://tips.smrj.go.jp/

・地域新事業創出支援
　（農商工等連携・地域資源活用・新連携）

経営支援部
電話：03-5470-1194

http://www.smrj.go.jp/sme/
new_business/

・ものづくり支援 経営支援部
電話：03-5470-1523

http://www.smrj.go.jp/
sme/enhancement/

supporting_industry/

・中小企業大学校の研修事業
　（全国9箇所設置）

人材支援グループ
電話：03-5470-1560

http://www.smrj.go.jp/
institute/

・ちょこっとゼミナール 人材支援グループ
電話：03-5470-1645 http://chokozemi.smrj.go.jp/

・小規模企業共済
共済相談室（コールセンター）
電話：050-5541-7171

http://www.smrj.go.jp/
kyosai/skyosai/

・経営セーフティ共済
　（中小企業倒産防止共済）

http://www.smrj.go.jp/
kyosai/tkyosai/

・J-Net21 広報統括室　電話：03-5470-1519 http://j-net21.smrj.go.jp/

・中小企業NEWS 広報統括室　電話：03-5470-1515 http://news.smrj.go.jp/
※上記の支援策は、中小機構の支援策の一部です。他にも様々な支援策を実施しております。詳しくは、ホームページ等でご確認ください。　　http://www.smrj.go.jp/
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掲載事例早見表（平成29年度版）

支
援
分
類

掲
載
頁

企業名 本　社
所在地 タイトル 業種・事業内容 執筆者 活用事業

専門家派遣制度での支援分野（主な支援課題）

①経営企画・
戦略立案

②情報化・IT
活用

③マーケティ
ング・営業・
販売

④技術・製品
開発

⑤生産・店舗・
原価

⑥知的
所有権

⑦その他
の支援　

新
事
業
展
開
型

P10 ㈱サムソン 香川県
観音寺市

主要製品の生産性向上と受注型製品の生
産技術開発でシェア拡大と収益力の強化
に挑戦
―マーケットインを目的とした生産体制の革新―

小型貫流ボイラ、食
品加工機器、水処理
機器、ボイラ用薬品
等の製造・販売

四国本部
統括プロジェクトマ
ネージャー
山崎　純一

● ● ●

P15 ㈱ShinSei 京都府
城陽市

匠の技術を生かした新製品により医療機
器市場参入へ挑戦
―品質管理体制構築と知財戦略策定の支
援―

プラスチック金型設
計・製作、射出成形
加工、医療・電化関
連の開発・試作

近畿本部
プロジェクトマネー
ジャー
中前　憲二

● ● ●

P20 東成エレクトロビーム㈱
東京都
西多摩郡
瑞穂町

コア技術を活用した自社ブランド製品の
市場開拓への挑戦
―レーザクリーニング装置『イレーザー

（ELASER）®』の販路開拓支援―
金属製品製造業

関東本部
販路開拓プロジェク
トマネージャー
田川　幸平

●

P26 佐々木化学薬品㈱
京都府
京都市
山科区

高付加価値自社製品の新市場開拓に挑む
―ステンレス鋼用ノンフッ素溶接焼け除
去剤の販路開拓支援―

化学薬品の商社およ
び開発・製造販売

近畿本部
販路開拓プロジェク
トマネージャー
田上　和生

●

経
営
基
盤
強
化
型

P31 ㈱イノウエ
神奈川県
相模原市
緑区

さらなる成長のために、付加価値の高い
業務に注力することを可能にする情報化
推進計画の策定！

ゴム紐・手芸用組紐
の製造販売

本部
CIOプロジェクトマ
ネージャー
根塚　眞太郎

●

P36 高保製薬工業㈱ 福島県
福島市

「危機感」社長就任から始まった全員参加
の経営改革！
―「計画経営」導入と「5S改善活動」を軸にPDCAの
徹底により、企業体質向上と収益大幅向上の実現―

食品添加物、乳製品
製造業

東北本部
プロジェクトマネー
ジャー
畑中　章市

● ●

P41 ㈱共進 長野県
諏訪市

スムーズな生産を実現する為の現場一体
となった生産管理
―生産を阻害する要因の排除と改善に取
組み計画生産の実現―

輸送用機械器具製造
業

関東本部
統括プロジェクトマ
ネージャー
塩山　知之

●

P45 ㈱平出精密 長野県
岡谷市

10年後を見据えた中期経営計画の立案と
推進
―今後の事業の方向付けと戦略・計画の
推進―

精密板金加工製品製
造

関東本部
プロジェクトマネー
ジャー
杉浦　成人

●

P51 ㈱松永製作所
岐阜県
養老郡
養老町

東京パラリンピックをチャンスと捉えた
組織体制整備
―人事・組織、モノづくり、原価管理体
制整備への複合支援―

車椅子、ストレッチ
ャー、歩行器、杖等
の福祉用具の製造・
販売

中部本部
プロジェクトマネー
ジャー
星野　博康

● ● ●

P57 ㈱生駒 大阪府
大東市

職人気質の経営から脱却し、マネージメ
ント体制の再構築
―勘・コツの熟練社員『匠』を現場改善によ
り、数値管理できる技能集団『匠』に変貌―

硬質クロムメッキ
近畿本部
プロジェクトマネー
ジャー
植田　和憲

●

P62 ㈱上原ミート 沖縄県
豊見城市

沖縄の食材（地域資源）で飛躍する企業の
製造現場改善と事業戦略の構築
―ものづくり体制強化と未来構想図を基
にした中期経営計画の策定支援―

食肉加工、製造、販
売（卸･小売）

九州本部
プロジェクトマネー
ジャー
隈井　文生

● ●

P67 ㈱啓文社製作所 広島県
安芸高田市

春先のみの繁忙期生産から一年を通して生
産・販売ができる農器具メーカへの脱却！
―現場改善の成功体験から、各部門へ次々と改善・改革
の波が広がり、最後は親会社にまで支援活動が拡大―

育苗器等農業用資機
材製造業

中国本部
プロジェクトマネー
ジャー
油木　正幸

● ● ● ●

専門家
継続
派遣

戦略的
CIO
育成支援

専門家
継続
派遣

経営
実務
支援

販路
開拓
Co

その他
の支援

販路
開拓
Co

戦略的
CIO
育成支援

専門家
継続
派遣

専門家
継続
派遣

専門家
継続
派遣

専門家
継続
派遣

経営
実務
支援

専門家
継続
派遣

専門家
継続
派遣

専門家
継続
派遣

経営
実務
支援

その他
の支援
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支
援
分
類

掲
載
頁

企業名 本　社
所在地 タイトル 業種・事業内容 執筆者 活用事業

専門家派遣制度での支援分野（主な支援課題）

①経営企画・
戦略立案

②情報化・IT
活用

③マーケティ
ング・営業・
販売

④技術・製品
開発

⑤生産・店舗・
原価

⑥知的
所有権

⑦その他
の支援　

新
事
業
展
開
型

P10 ㈱サムソン 香川県
観音寺市

主要製品の生産性向上と受注型製品の生
産技術開発でシェア拡大と収益力の強化
に挑戦
―マーケットインを目的とした生産体制の革新―

小型貫流ボイラ、食
品加工機器、水処理
機器、ボイラ用薬品
等の製造・販売

四国本部
統括プロジェクトマ
ネージャー
山崎　純一

● ● ●

P15 ㈱ShinSei 京都府
城陽市

匠の技術を生かした新製品により医療機
器市場参入へ挑戦
―品質管理体制構築と知財戦略策定の支
援―

プラスチック金型設
計・製作、射出成形
加工、医療・電化関
連の開発・試作

近畿本部
プロジェクトマネー
ジャー
中前　憲二

● ● ●

P20 東成エレクトロビーム㈱
東京都
西多摩郡
瑞穂町

コア技術を活用した自社ブランド製品の
市場開拓への挑戦
―レーザクリーニング装置『イレーザー

（ELASER）®』の販路開拓支援―
金属製品製造業

関東本部
販路開拓プロジェク
トマネージャー
田川　幸平

●

P26 佐々木化学薬品㈱
京都府
京都市
山科区

高付加価値自社製品の新市場開拓に挑む
―ステンレス鋼用ノンフッ素溶接焼け除
去剤の販路開拓支援―

化学薬品の商社およ
び開発・製造販売

近畿本部
販路開拓プロジェク
トマネージャー
田上　和生

●

経
営
基
盤
強
化
型

P31 ㈱イノウエ
神奈川県
相模原市
緑区

さらなる成長のために、付加価値の高い
業務に注力することを可能にする情報化
推進計画の策定！

ゴム紐・手芸用組紐
の製造販売

本部
CIOプロジェクトマ
ネージャー
根塚　眞太郎

●

P36 高保製薬工業㈱ 福島県
福島市

「危機感」社長就任から始まった全員参加
の経営改革！
―「計画経営」導入と「5S改善活動」を軸にPDCAの
徹底により、企業体質向上と収益大幅向上の実現―

食品添加物、乳製品
製造業

東北本部
プロジェクトマネー
ジャー
畑中　章市

● ●

P41 ㈱共進 長野県
諏訪市

スムーズな生産を実現する為の現場一体
となった生産管理
―生産を阻害する要因の排除と改善に取
組み計画生産の実現―

輸送用機械器具製造
業

関東本部
統括プロジェクトマ
ネージャー
塩山　知之

●

P45 ㈱平出精密 長野県
岡谷市

10年後を見据えた中期経営計画の立案と
推進
―今後の事業の方向付けと戦略・計画の
推進―

精密板金加工製品製
造

関東本部
プロジェクトマネー
ジャー
杉浦　成人

●

P51 ㈱松永製作所
岐阜県
養老郡
養老町

東京パラリンピックをチャンスと捉えた
組織体制整備
―人事・組織、モノづくり、原価管理体
制整備への複合支援―

車椅子、ストレッチ
ャー、歩行器、杖等
の福祉用具の製造・
販売

中部本部
プロジェクトマネー
ジャー
星野　博康

● ● ●

P57 ㈱生駒 大阪府
大東市

職人気質の経営から脱却し、マネージメ
ント体制の再構築
―勘・コツの熟練社員『匠』を現場改善によ
り、数値管理できる技能集団『匠』に変貌―

硬質クロムメッキ
近畿本部
プロジェクトマネー
ジャー
植田　和憲

●

P62 ㈱上原ミート 沖縄県
豊見城市

沖縄の食材（地域資源）で飛躍する企業の
製造現場改善と事業戦略の構築
―ものづくり体制強化と未来構想図を基
にした中期経営計画の策定支援―

食肉加工、製造、販
売（卸･小売）

九州本部
プロジェクトマネー
ジャー
隈井　文生

● ●

P67 ㈱啓文社製作所 広島県
安芸高田市

春先のみの繁忙期生産から一年を通して生
産・販売ができる農器具メーカへの脱却！
―現場改善の成功体験から、各部門へ次々と改善・改革
の波が広がり、最後は親会社にまで支援活動が拡大―

育苗器等農業用資機
材製造業

中国本部
プロジェクトマネー
ジャー
油木　正幸

● ● ● ●

専門家
継続
派遣

戦略的
CIO
育成支援

専門家
継続
派遣

経営
実務
支援

販路
開拓
Co

その他
の支援

販路
開拓
Co

戦略的
CIO
育成支援

専門家
継続
派遣

専門家
継続
派遣

専門家
継続
派遣

専門家
継続
派遣

経営
実務
支援

専門家
継続
派遣

専門家
継続
派遣

専門家
継続
派遣

経営
実務
支援

その他
の支援
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【事例の要約】
　当社は、国内シェア第2位の小型、簡易の貫流ボイラ製造業である。既存市場はすでに飽和状態にあり、
競争も激化しているため新たな市場を開拓しなければならない状況にあった。そのためには、新たな市場に
投入する主力製品等の生産性向上や管理体制の強化が不可欠であった。
　本事例は、設立60周年を節目に、手薄であった国内エリアへの販売強化、中長期的には海外への進出を目
指すために、利益の源泉となる主力製品の製造工程の改善や生産管理体制の確立を図るとともに、量産が難
しい受注型製品の生産効率を高め売上と利益を増加させた支援事例である。

企業名　株式会社サムソン
業　種　�小型貫流ボイラ、食品加工機器、水処理機

器、ボイラ用薬品等の製造・販売�
本社所在地　香川県観音寺市八幡町3丁目4-15�
資本金　250百万円
設　立　昭和31年3月
売上高　8,011百万円（平成29年3月期）
従業員　360人

　当社は、小型、簡易の貫流ボイラ、食品加工機械
（以下、食品機械）、水処理機器、ボイラ薬品等の
製造、販売、メンテナンスを行っている老舗企業で
ある。ボイラは、伝熱面積、最高使用圧力等により、
ボイラ、小型ボイラ、簡易ボイラに分類される。蒸
気、温水、貫流型がある。当社は、比較的小型の貫

本社外観

企業概要

新事業展開型

主要製品の生産性向上と受注型製品の生産技
術開発でシェア拡大と収益力の強化に挑戦
―マーケットインを目的とした生産体制の革新―

四国本部　統括プロジェクトマネージャー　山崎　純一

株式会社サムソン

簡易貫流ボイラEB 小型貫流ボイラSE

真空冷却機EL 熱水噴流式調理殺菌装置
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株
式
会
社
サ
ム
ソ
ン

流ボイラを主体に事業を行ってい
る。簡易貫流ボイラは、菓子製造、
クリーニング、レストランなど、主
に中小・小規模事業者が対象となる。
小型貫流ボイラは、工場、宿泊施設、
医療施設など主に中堅・大規模事業
者が対象で、当社にとっては規模の
大きなボイラとなる。また、食品業
界向けの食品機械も製造しているた
め、あわせて提案・販売している。
当社は、主力の貫流ボイラにおいて
は国内市場シェア約55％のA社に次
ぎシェア約20％で第2位の位置にあ
る。食品機械は、食品製造業向けの
調理殺菌装置、スチーマー、蒸気釜、
攪拌釜、圧力・真空釜、真空冷却機
等である。水処理機器、薬品は、ボ
イラに使用する水の調整のための軟
水機や水処理に関する薬品類であ
る。メンテナンス売上は、定期点検、
機器のトラブル対応及び薬品売上な
どで当社の売上の約4割を占める。
販売エリアは関東以西が中心で、東
日本地区におけるシェアが低く海外
での事業展開もこれから進める状況
であった。当社の強みは、主力であ
るボイラ製品が省エネルギー優秀製
品賞や芦原科学功労賞を受賞するな
ど高い技術力を有するところにある。

　四国本部では、金融機関との組織的な連携を進め
ている。当社は、香川県の第一地銀の西部地区にお
ける優良取引先で、新たな市場開拓のために生産体
制等の改革をサポートできる専門家を探していた。
当行との連携活動の中で本店から紹介いただいたこ
とが当社との出会いである。担当支店の支店長と共
に当社を訪問し社長にヒアリングした結果、①事業
所数の減少等に伴い、ボイラ市場、食品機械関連市場
が縮小傾向にあること、②東南アジアの海外市場の
市場開拓を目指しているが、これを進めるためには、
情報化を含めた抜本的な生産体制の効率化を図らな
ければならないことが明らかとなった。これらを踏
まえ、市場開拓を目的とした情報化、生産体制の再構

築のための取組みについて協議し、中小機構四国本
部の支援を強く要望されたため、金融機関と連携し
ながら支援を進めることとした。

　当社の情報システムは、個別最適で調達し構築さ
れてきているため、サブシステム間の連携に課題が
あり、熟練者がいないとうまく運用できない状況に
あった。汎用のボイラは、見込み生産が主であるが、
オプション対応の一部が特殊品となり受注生産とな
る。前者が約70％、後者が約30％の割合であった。
食品機械は、ほぼすべてが特殊品である。これまで

中小機構との出会い

プロジェクトマネージャーの視点と経営課題の設定

支援メニュー H25 H26 H27 H28 H29 支援内容（支援テーマ等）

戦略的CIO育成支援事業①
経営課題解決のためのＩＴ企画書の
策定

戦略的CIO育成支援事業② ＩＴ調達と導入計画の立案

専門家継続派遣事業①
リードタイム短縮による生産性の向
上

専門家継続派遣事業②
食品機械の生産技術開発とそれに
対応した生産工程の確立

0

50

100

150

200

250

0

2,000

4,000

6,000

8,000

H25/3 H26/3 H27/3 H28/3 H29/3

売上高（左軸）

経常利益（右軸）

単位：百万円

売上高と経常利益

支　援　前 支　援　後

戦 略 ・経営戦略あり
・営業戦略あり

・経営戦略の実行と見直し
・�シェア拡大のための営業戦略の実行

計 画 ・�中長期計画あり、部門別計画あり、
年度事業計画あり、会議にて確認

・中長期事業計画策定
・�中長期計画あり、部門別計画あり、
年度事業計画あり、会議にて確認

管理・仕組
・生産の基本情報欠如
・�無駄、ムラ、無理のある現場
・生産計画不備

・工程改善、無駄とり改善
・�月次生産計画の作成、標準時間の設
定
・�簡易ボイラーのリードタイム1/3に
短縮
・簡易ボイラーの製品在庫削減50%

組織・人材
・�生産現場の改善意識の欠如
・�体系的な生産管理の仕組みなし
・プロセス管理の欠如

・管理者の改善意識の向上
・�会議によるチェック・アンド・コン
トロール
・改善プロジェクトの継続
・食品機械EL生産性向上35%

そ の 他 ・�生産用地の点在化による効率悪化
・OffJTによる幹部教育なし

・生産用地の集約化
・中小企業大学校の研修活用

【量的変化】

【質的変化】
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は、簡易貫流ボイラの受注が多かったため、生産計
画や材料の手配等は当ボイラの見込み生産を重視し
た生産管理パッケージを導入していたが、簡易貫流
ボイラ生産だけではなく、食品機械や小型貫流ボイ
ラの特殊品にも対応した生産体制の見直しが必要で
あった。
　ボイラ工場については用地内に各工程が点在し横
持ちが発生して非効率となっていることから工場の
集約化が進んでいた。生産現場の現状は、①当日の
出荷台数や生産台数などの基本的な生産情報が迅速
に把握できる体制になっていない、②溶接、組立の
各工程には、必要以上の仕掛品が「停滞」しており、
製造リードタイムが長いなど、モノの流し方のルー
ルがなく、現場任せで効率的にコントロールされて
いない状況で、基本を踏まえた改善が必要であるこ
とを実感した。
　以上から、新たな市場を開拓し受注増に効率的に
対応できる生産体制を構築するためには、情報シス
テムの検討を通して全社的な業務のあり方を見直
し、生産現場の取組みとうまく連携を図り、シナジ
ー効果を発揮させながら進めることが望ましいと判
断。最初に、現状の業務フローとあるべき業務フロ
ーを明確にして課題を整理し、情報システムででき
ることと情報システム以外で取組むべきことをIT
企画書にまとめ整理をする。次に、情報システムと
の整合性を取りながら、見込み生産が主体である簡
易貫流ボイラのリードタイム短縮等に取組み、続い
て海外展開の主要製品で受注生産である食品機械の
生産技術開発を支援し生産の効率化を図る流れで支
援を進めることとした。

　戦略的CIO育成支援事業の推進体制は、社長をプ
ロジェクトオーナー、事業統括本部長をプロジェク
トリーダー、情報システム担当マネージャーを事務
局とし、購買、生産計画、進捗管理等を担当してい
る事業統括本部が営業と製造の接続点となる体制と
した。派遣専門家の選定は、企業規模、情報系と生
産系支援のシナジー効果などを勘案し中小機構本部
と相談。本部登録の専門家を派遣することとした。
　専門家継続派遣事業の推進体制は、常務取締役生
産本部長をリーダーに、生産管理面については業務
チーム及び生産部を中心としたプロジェクトメンバ
ーを選定。現場改善については生産現場を中心とし

たプロジェクトメンバーによる推進体制を構築し
た。派遣専門家については、生産工程の改善や生産
管理体制の構築等に実績のある四国本部登録の専門
家を活用することとした。
　推進に当たっては、支援の節目で両プロジェクト
の進捗状況を確認し情報を共有しながら調整を図る
など連携して進める体制を構築した。

プロジェクトマネージャーのひとこと
　本支援の特徴は2つある。一つは、新たな市場
開拓を目的とした生産体制の確立、生産技術の
開発を実施したことである。定番製品である簡易
ボイラのリードタイムを短縮したことで顧客対応
力等が向上。在庫削減、生産性向上等の定量目標
も達成され利益確保につながった。また、受注型
である食品機械ELの効率的な生産を実現する取
組みは量産体制の足がかりとなり、今まで以上の
受注対応が可能となっている。
　もう一つの特徴は、企業の業務に関する現状分
析を戦略的CIO育成支援事業によって行い、全体
業務のあるべき姿を明確にして情報化支援と生産
系の支援をパラレルで実施したところにある。あ
るべき姿には、生産体制確立のための課題だけで
はなく販売との関連についても課題整理されてい
る。この2つの特徴が新たな市場を開拓するため
の生産現場の改善、生産管理体制の構築に役立っ
たと思われる。
　しかしながら、当社が今後、特に海外での販路
拡大を視野に入れた成長を図っていくためには、
本支援で習得した改善ノウハウ、生産技術、生産
体制の確立を全社的に展開して意識レベルも含め
た高度な生産力を確保する必要がある。今後は、
PJメンバーを中心に全社的な取組みに発展させ、
さらなる成果を生み出していただきたい。グロー
バルな視点で新たな市場を開拓し地域に根ざした
一味違う製造業を目指し、勇気をもって改革に取

組まれた姿勢に敬意を表し
たい。PJメンバーの真摯な
取り組みは、今後の当社の
礎になるだろう。地域を代
表する企業として世界の市
場にチャレンジしビジョン
を達成することを期待して
いる。

山崎　純一　四国本部
統括プロジェクトマネージャー

プロジェクト推進体制
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第1期＜戦略的CIO育成支援事業①＞
（平成26年6月～平成26年12月（7ヶ月））
「経営課題解決のためのIT戦略企画」
　現状を分析し、将来ビジョン達成に向けた業務プ
ロセスおよびITシステムの構築を通じて、当社の
経営課題である市場開拓に向けた本社・工場の効率
化に貢献することを目的とし第1期の戦略的CIO育
成支援事業を実施した。
　具体的には、業務改善プランを支援するITの仕
組みを見直してIT戦略企画書を作成し、業務改革
に必要とされるIT機能を明確化すると共に経営課
題を解決するうえで必要な業務の改善プランの作成
を行った。
　その結果、以下の成果を創出した。
①�各業務における問題点をくまなく抽出し業務改善
の方向性を明確にすることができた。
②�全社最適の観点から、あるべき業務フローが明確
になった。
③�業務改善とあるべき業務フローの運用に必要な
IT機能を明確化しIT戦略企画書にまとめた。
④�IT化によって業務改善が達成された際の効果を
定量的に算出し、IT調達における費用対効果を
測る指標が設定できた。
　この成果を踏まえ、引き続き戦略的CIO育成支援
事業と専門家継続派遣事業をパラレルで実施するこ
ととした。

第2期＜戦略的CIO育成支援事業②＞
（平成27年6月～平成28年3月（10ヶ月））
「経営課題解決に必要なIT調達と導入計画の立案」
　第1期支援で作成されたIT戦略企画書に基づく提
案依頼書を活用し、ITベンダーに対する提案依頼
活動を実施。上記目標達成に最適な情報システムの
選定を行い、選定された情報システムを調達する為
のより具体的なIT調達・導入計画の立案を目指す
支援を行った。専門家継続派遣事業の進捗状況をみ
ながら調整を行い、専門家継続派遣事業の成果とシ
ステム化要件を網羅したRFP・評価基準及びベンダ
ー調整を含めたIT導入計画書を作成した。

<専門家継続派遣事業①>
（平成27年4月～平成28年3月（12ヶ月））
「リードタイムの短縮等による生産性の向上」　
　東日本におけるシェアの拡大、海外市場への進出

を想定し生産性を向上させるために、5S3定の推進、
簡易ボイラ組立現場の改善（大カンバン貼付とルー
ル表示、外注部品1台SET置場、マーシャリングの
推進等）、製造現場のムダ取り改善（停滞・運搬の
ムダ取り、動作のムダ取り等）、在庫削減などの基
本を踏まえた製造現場の改善を行った。
　また、生産の現状調査、簡易ボイラ1個流し生産
の実施、工数・工程管理の構築など生産管理の仕組
みづくりも推進した。
　その結果、簡易ボイラの製造リードタイムが1/3
に短縮した。部材・仕掛・半製品在庫は金額ベース
で改善前の32%、数量ベースで同33%、製品在庫は
金額ベースで同50%、台数ベースで39%といずれも
大幅な削減率を達成した。生産性（出来高/投入工
数×100）は23.8%向上した。

<専門家継続派遣事業②>
（平成28年6月～平成29年5月（12ヶ月））
「食品機械の生産技術開発とそれに対応した生産工
程の確立」　
　第2期支援として、第1期支援の成果を基盤に、受
注型の製造製品である食品機械の品質・コスト・納
期の改善に取組んだ。取組みにあたっては、製品を
絞り込んで支援を実施し横展開を図ることとした。
5Sチェックリストによる改善およびチェック、赤
札作戦の実施やムダ取りなどの基本に加え、溶接工
程の部材供給方法の変更、設備改造、設計・作業方
法の変更、組立工程の作業場レイアウト変更、サプ
ライヤー納入形態の変更などの生産技術開発に取組
んだ。生産計画に基づく調達品の納期フォロー、サ
プライヤーとの調達・納入方法の見直し、マーシャ
リング方法の検討などの欠品対策も行った。
　また、標準時間の整備、月間生産計画の作成と運
用、生産管理板の検討と運用、見込生産の検討、大
カンバン、子カンバンの検討など運用工数・工程管

支援内容と支援成果

ボイラ組立ライン
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理の体制も構築した。
　その結果、生産性が35%向上し、リードタイムは
約1/3に短縮。欠品はほとんど発生しない状況に改
善した。また、工数計算に基づく生産計画表の作成
や個人別作業指示書により1か月の予定が明確にな
るなど受注生産に対応した工数・工程管理の体制が
構築できた。

　以上のような複合支援を終了し、支援前平成25年
3月期の売上高は、69億円であったが、終了時であ
る平成29年3月期は約80億円となった。経常利益は
平成25年3月期1.3億円から平成29年3月期約2.1億円
に増加した。売上増とともに当支援による原価低減
効果が発揮された結果と考えられる。
　生産面における今後の課題は、
①�自社で改善の取組みを進め工数・工程の精緻化や
全商品への横展開を図ること
②�標準作業の教育・訓練を計画的に実施して能力向
上を図ること
③�次世代の幹部社員を育成するために組織の変更に
対応した管理体制の強化に取組むこと
である。また情報面では
④�支援成果を反映させ全体最適の視点に立った生産
システムのさらなるバージョンアップ
が課題となる。

リードタイムの短縮等による生産
性の向上

食品機械の生産技術
開発とそれに対応した
生産工程の確立

経
営
課
題
解
決
の
た
め
の
Ｉ
Ｔ
戦
略
企
画

経営課題解決に必要なIT調達と
導入計画の立案

新たな国内市場、海外市場への進出

マーケットインを目的とした生産体制の革新

専門家継続派遣事業（第一期）

戦略的CIO育成支援事業
（第一期）

戦略的CIO育成支援事業
（第二期）

受注型製品の生産
効率の向上と量産

体制づくり

主力製品の生産性
向上と生産管理の

仕組みづくり

連携

支援概要図

（
ス
コ
ー
プ
の
明
確
化
）

専門家継続派遣事業（第二期）

支援概要図

今後の課題

経営者のことば
　生産の改善に外部の専
門家を活用して取組むの
ははじめてであった。素
人集団に実績のあるプロ
フェッショナルが深く関
わっていただき継続的に
熱意のある支援を受けた
おかげで製造現場の意識
が大きく変わったことが
有難かった。今後も日々「カイゼン」に取組みた
いと思う。5S3定、新規自動化設備導入による製
品品質の向上、さらなるリードタイムの短縮を追
求し、より魅力ある製品を提供し続けていく。
　今回の支援は、「香川で作る。世界で売る。」と
いうキャッチフレーズのもと設立60周年から
100周年に向け、新たに作成したロゴである
SAMSOLUTION（SAMSON+Solution：サムソ
リューション）にも活かされている。ビジョン達
成に向け大きな節目になったと思う。今後も支援
をお願いしたい。

代表取締役社長
吉岡　龍示�氏

一次加工ライン

マーシャリング台車�

部品組立ライン
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【事例の要約】
　本事例は、医療機器分野への進出に向けた、参入障壁の克服と知財戦略策定の支援事例である。当社は、
精密加工技術を武器にプラスチック金型の設計・開発や射出成形加工に強味を有する創業14年の開発型企業
である。
　当社の既存事業分野は、国内の需要の減少等により横這いの状況であり、さらなる成長に向け、医療分野
進出への強い思いがあり、支援の要請があった。これを受け、医療分野特有の参入障壁の克服と、優れた精
密加工技術から生まれた医療機器製品の知財権確立の支援を行った。参入障壁の医療機器業に必要な許可の
獲得に向けた品質管理体制、安全管理体制の構築をし、結果として許可を得る事に成功すると共に、知財戦
略の構築を支援し、当医療機器製品の特許出願に漕ぎつける成果を得る事になり、医療分野参入への基本要
件が整備された。

企業名　株式会社ShinSei
業　種　�プラスチック金型設計・製作、射出成形加

工、医療・電化関連の開発・試作
本社所在地　京都府城陽市平川西六反40-1
資本金　5百万円
設　立　平成16年2月
売上高　344百万円（平成29年2月期）
従業員　33人

　当社は、現社長が平成16年に大手精密金型メーカ
ーを退社してから創業したプラスチック金型の設
計・製作や射出成型加工を業とする比較的若い会社
である。創業時から大手電機メーカーなどの下請け
として、その精密加工技術を駆使してカメラレンズ
の部品や電化製品の部品製造等を行ってきた。社長
は、成長に向け、下請けからの脱却指向が強く、自
らの強みとする精密加工技術を生かした製品を製造
販売するメーカーへの転身を図りつつある。

企業概要

新事業展開型

匠の技術を生かした新製品により
医療機器市場参入へ挑戦
―品質管理体制構築と知財戦略策定の支援―

近畿本部　プロジェクトマネージャー　中前　憲二

株式会社ShinSei

自社製品本社工場外観
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　例えば、製造プラントで広く用い
られているスチームドレインの省エ
ネ型の画期的なトラップを開発試作
し、新規事業として展開を開始しつ
つある。更に、医療機器分野では、
今回の支援の対象となる、特殊な分
光法を活用した歯科診断用検査器を
開発・試作し、自ら製品を製造販売
する新規事業の創出を図っている。

　当社と中小機構・近畿本部の出会
いのきっかけは、当社のメインバン
クからの紹介であった。中小機構・
近畿本部は、「小さな卓越企業発掘
＆育成プログラム」という、金融機
関職員の目利き力向上と中小企業支
援を融合させた取り組みを実施して
おり、当社のメインバンクである信
用金庫が、支援候補企業として推薦
した事が支援のきっかけとなった。
　支援前、当社が抱えていた課題の
一つは、歴史の浅い（創業14年）企
業であるため、求人が難しく、やっ
と入社したメンバーも途中入社が殆
どで、社員としての仕事に対する姿
勢が出来ておらず、基本的な企業人教育をして欲し
いとの要望を持っていた。更に、本支援の背景とな
る、メーカーとして医療機器分野へ参入したいとい
う強い要望を持っていた。

　当社は、典型的な開発型企業であり、現事業の他
にいくつかの新規事業構想があった。しかしながら
これらを事業化するには、人材不足の中において、
社長の発想を具現化し、事業化に結び付ける力を持
つ社員の育成が、必要であるとの認識を持つに至っ
た。
　そこで、先ず社員の殆どを占める若手社員の意識
改革を図る為に5S活動を展開する事にした。この

5S活動によって社員に仕事に対する意識向上のき
っかけを作り、これを踏み台として、社長が熱望す
る製品メーカーとしての医療機器分野への参入を支
援する事とした。
　医療機器分野への参入支援についての課題は、
1）�医療機器業の「業としての許可」の取得に向け
た品質管理体制、安全管理体制を構築し、運用
すること。また、新しい医療機器については、
個別に医療機器としての認定を受けなければな
らないこと。　

2）�当社が開発した「歯科診断検査器」の知財権確
立が事業化に先立って必要であり、これに向け
た知財戦略の構築。当医療機器製品は、優れた
精密加工技術を生かして開発されたもので極め

中小機構との出会い

プロジェクトマネージャーの視点と経営課題の設定

支援メニュー H25 H26 H27 H28 H29 支援内容（支援テーマ等）
経営実務支援事業 ５Ｓ活動による意識改革
専門家継続派遣事業 品質管理体制、知財戦略構築

0

20

40

60

80

100

0

50

100

150

200

250

300

350

400

H25/2 H26/2 H27/2 H28/2 H29/2

売上高（左軸）

経常利益（右軸）

単位：百万円

売上高と経常利益

支　援　前 支　援　後

戦 略 ・経営戦略なし（経営理念あり）
・営業戦略無し

計 画
・中長期計画なし
・年度事業計画あり、レビューあり
・部門別事業計画あり

管理・仕組 ・積上原価管理方式
・予算実績管理あり

組織・人材 ・�若手が多く、仕事に対する基本的
な取り組み方が身に付いていない。

・�5S活動を通じて若手の仕事への取り
組み方への改善、気付きが得られた。

そ の 他

・�やらされ感があり、5S活動定着せ
ず
・�新規事業の医療機器分野への参入
要件が分からない。
・�知財権について重要性への認識、
知識に欠ける。

・5S活動の定着
・�医療機器参入に向けた品質管理体制
の構築、運用
・�知財権の確立に向けたサイクルを回
せるようになった。

【質的変化】

【量的変化】
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て排他性が高いと判断されたので、この知財権
確立を自社で実施する事を支援する事とした。

　従業員の意識改革を目指す5S活動は、現業の製
造現場からリーダークラス5名と営業課長からなる
チームを編成し、5S対象区域ごとにチーム分けを
した。
　業としての許可の取得を目指した品質管理、安全
管理体制の構築には、リーダーに資格を要求される
ので、医療現場にいた人を新たに採用するなどして、
6人からなるチームを編成した。知財権確立に向け
た知財戦略構築には、社長も含め3名からなるチー
ムを編成した。
　医療分野への参入支援チームは、新たなメンバー
も加えた急造メンバーの感があったが、社長の熱意
と会社の最重要課題との意識付けで、極めて熱心な
取り組みが得られた。

第1期＜経営実務支援事業＞
（平成28年5月～平成28年9月（5ヶ月））
「5S活動支援」
　若手社員の意識改革を目的にした5S活動なので、
意識改革に結び付けることが得意で現場改善実績の
あるアドバイザーを選んだ。支援のスタートに当た
って、全員からアンケートを取り、やらされ感の払
拭を狙うと共に、スローガン「誰のためでなく、自
分たちのため、仕事の効率化のために取り組む」を
作った。
　プロジェクトの実施に当たっては、推進体制を4
つのグループに分け、5Sグループ分担図を宿題と
して作成した。毎回工場を巡回し、改善の進捗状況
を、改善前の写真と比較しチェックし、安全で効率
的な状態になるまで指摘を継続するスタイルでアド
バイスを行った。

　その結果、プロジェクトにより洗い出された項目
の改善が実行され、工場内が見違えるようにすっき
りした。改善後の工場の状態は、予想される医療機

器の許可を得た後の現場査察にも十分対応出来るも
のと思われた。
　今回5S活動に取り組み、自分たちが知恵を出し
工夫することで、仕事が楽になり、見た目も綺麗に
なることで社員たちに自信がついてきた。また、
5S活動は、職場のムダを排除する活動だけでなく、
安全な職場、仕事のルール、効率的な生産につなが
る活動であることを理解するようになり、意識改革
につながる成果を得た。

プロジェクト推進体制

支援内容と支援成果
Cグループの作業実績②

報告例②

報告例③

成形品サンプルを

収納するBOXだが

何がどこに入っているか

一目でわからない

客先ごとのラベルを張り

識別できるようにした

防火シャッターの上に

ホコリが積もっている

2F会議室から丸見え
ホコリを除去

さらに、エアコンのフィルターも

掃除しました

5S活動の実績

Bグループの作業実績①

2F・・・会議室・廊下・階段

1F・・・玄関・駐車場・花壇・事務所・出荷場所・測定室

担当範囲・場所

報告例①

置いてあるものの

内容が不明確

種類ごとに配置換えをし

ネームプレートを設けて

識別できるようにしました

プロジェクトマネージャーのひとこと
　当社にとって、成長分野
の医療機器分野への進出
は、社長以下全社員の熱き
想いである。持ち前の精密
加工技術に磨きをかけると
共に、今回の支援で得られ
た成果、自信をベースに京
都発の世界的企業として羽
ばたいて欲しいとエールを
送り続けたい。

中前　憲二　近畿本部
プロジェクトマネージャー
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第2期＜専門家継続派遣事業＞
（平成29年3月～平成29年11月（9ヶ月））
（1）�医療機器業の許可取得を目指した品質、安全

管理体制の構築、運用
　当社は、特殊な分光法を用いた歯科診断用の検査
器を、匠の技術ともいえる精密加工技術を用いて開
発に成功した。この検査器は、歯周病や齲歯などの
診断用に使用されるもので、従来の測定方法に比べ、
非侵襲でより正確な診断が出来る画期的なものであ
る。
　これを武器に医療機器分野に参入しようとする場
合、
　1）開発品の完成
　2）販売チャネルの構築　
　3）参入障壁の克服
の要件を満たす必要があるが、まず障壁となるのが
「医薬品医療機器等法」（旧薬事法：以下薬事法と
いう）の存在である。薬事法によれば、医療機器の
製造、及び製造・販売を行う場合「業」の許可（製
造・販売業と製造業）取得と共に、新しい医療機器
については個別に医療機器としての認証（PMDA：
医薬品医療機器総合機構／国の登録認証機関）を受
けなければならない。我々は、この参入要件を満た
すべく、「業」の許可取得と、医療機器としての認
証取得の準備に向けた品質管理体制の構築や品質マ
ニュアルの整備の支援を開始した。
　「業」即ち、製造・販売業、製造業の許可取得に
向けては、社内の品質管理体制を確立する必要があ
る。具体的には、品質管理監督システム構築、
QMS・GVP体制整備と各規程・標準書の作成が主
な支援内容となる。品質管理体制を構築するには3
役（統括製造販売責任者、安全管理責任者、品質管
理責任者）の選定と組織体系図を作成する必要があ
ったが、品質管理責任者の選任要件が実務経験を必
要とする等厳しく規定されており、選定に難渋した
が、一部外部からの採用等で充足した。

　社長以下、今まで医療機器分野への参入の経験も
ノウハウも全くなく、QMS、GVPに対応した各規
程・標準書の作成には苦労したが、医療機器の開発
を長く経験し、申請業務に精通したアドバイザーの
適切なサポートもあって、何とか乗り越える事が出

来た。
　以上の製造・販売業、製造業の許可に向けた、品
質管理監督システム図、QMS、GVPに要求される
各種規定、標準書を作り上げ、平成29年9月に京都
府薬務課に申請し、現地査察を受けた後正式に許可
が降りる。PMDA認証取得準備については、当開
発器の医療機器分類が決定的な意味を持つ。
PMDAの医療機器分類は、人体へのリスクの程度
に応じてクラス分類がされており、クラスⅡ以上は
臨床試験を経た認証が義務付けられている。クラス
Ⅰであれば、認証は必要なく、届け出だけで済む。
中小企業にとって、クラスⅡ以上に分類された製品
に掛かる期間、費用の負担は重く、現実的には不可
能に近い。
　プロジェクトメンバーは、アドバイザーの指導の
下、先例（PMDAの分類事例集）を徹底的に調査し、
本開発品がクラスⅠに分類される先例に類似してい
るとのお墨付きをPMDAから得るようにした。

（2）�当社の開発した「歯科診断検査器」の知財権
確立支援

　当社の開発した「歯科診断検査器」は、特殊な分
光法を用いた齲歯、歯周病の非侵襲の検査器であり、
特にその検出部の製作技術は当社の精密加工技術が
凝縮されたいわば「匠の技術」ともいえる傑作であ
った。この技術、製品の排他性を強く感じ、知財権
（特許権）の確立に対する社長の意見を聞いてみた
が、必要性は感じるが、特許を自社で出願する力が
ないとの事であった。これでは、販売後にたちまち
他社の追随を許すことになり、折角の製品が事業と
して成り立たなくなるとの思いを強めた。
　当社の様な開発型の企業は、世界にも伍していけ
る独自、且つ優れた技術、製品を持っていることが
あるが、殆どが自社で出願を経験した事がなく、知
財に対する知識も十分ではなく、みすみす知財権の
確保を逸してしまうケースが見られた。
　このような背景で、当社製品の「歯科検査器」の
の知財権確立に向けて、自社で出願までに至る力を
付けるために、知財戦略の構築を支援することにし
た。アドバイザーとしてメーカーに長く勤務し、開
発業務、知財業務（自ら出願多数）に精通した人を
起用した。
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　知財戦略の構築の支援のステップは、
　1）特許性から見た対象技術の分析　　　
　2）�発明の拡張性の検討（出来るだけ広い権利範

囲を取る）　
　3）先行技術調査　
　4）特許請求範囲の確定　
　5）特許明細書の執筆　
　6）出願　
　7）出願後のフォロー
であり、このステップを自ら回せるようにアドバイ
スを行った。

　社長を含めメンバーは、全く出願の経験もなく、
支援は当初から難渋した。特許出願は時間との闘い
でもあるので、特に、他社の先行技術調査は、対象
特許が数百件と膨大であったので、この部分は外部
の先行技術調査機関に依頼し、時間の短縮を図った。
プロジェクトのメンバーは、若く、経験もなかった
が、社長の医療分野進出への熱意に応え、想定以上
の頑張り、成長を見せ、当製品の特許出願に到る成
果が得られると共に、知財戦略の構築を自ら回せる
自信を付けた。

　医療機器分野への参入障壁の克服に向けての支援
については、製造・販売業、製造業の許可は、品質
管理体制の構築支援により、京都府の許可を得たが、
構築した品質管理体制の運用がより重要であり、こ
の面での支援も今後の課題である。
　また、新製品のPMDAの認可については、クラ
スⅠに分類出来、届出のみで販売出来る目途を得つ
つあるが、届出の書類整備支援等が今後の課題であ
る。更には届出に必要な試作機の完成も重要な課題
であり、これら課題は、計画中の専門家継続派遣第
2期で支援する予定である。更に、当検査器の販路
開拓にむけた販売戦略策定の支援を第3期で実施す
る予定である。
　知財戦略の構築の支援については、自らサイクル
を回せるという面では、定着しているとは言い難く、
機会を見て当社の別の技術、製品の出願の機会を捉
えて定着に向けた支援をする予定である。

今後の課題

経営者のことば
　当社は創立して未だ14期ほどの若い会社ですが、ものづくり分野では、金属、プラス
チックにおいて高い加工技術を持ち、特に若い技能者が多いのが特徴です。若い技術、
技能者が多いが故、教育の面で苦労していました。そこで中小機構と出会え、最初は5S
活動で専門家の熱心なご支援を頂いて社内意識改革に成功し、5S精神が浸透し継続され
ています。　
　また、高度な加工技術を生かし医療機器の開発を進めるに際し、医療機器分野参入に
向けた許認可の取得のための体制整備、及び知財の取得に向けた戦略策定のための専門
家の派遣を頂き、今では医療機器製造・販売業の許可取得が目前にあると同時に、弊社
独自の医療機器の開発、及び知財の取得も含め大いなる成果を得ることが出来ました。
中小機構のご支援と導きを通じて弊社は自信がつき、自社技術を生かした開発テーマを増やし、開発型ものつく
り中小企業へ変身しつつあり、弊社の長期ビジョン、目指す方向が明確になりました。

代表取締役社長
芦田　竜太郎�氏
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【事例の要約】
　当社は電子ビームやレーザの受託加工の分野では国内トップクラスの技術力を誇る企業である。創業から
培ってきたレーザ加工技術を基に開発した自社ブランド製品は、当社にとって成長を確保するために必要な
受託加工からの脱却という、将来に向けた挑戦であった。しかし、販売の実現に至るまでには、いくつもの
壁を越えなければならなかった。最大の壁は、適切なターゲットの想定がなかなか定まらず、引き合いに追
い回されて効率的なアプローチ手法が確立できていないといったところにあった。そこで販路開拓を支援す
る中小機構関東本部の販路開拓コーディネート事業を活用し、営業プロセスを体験、学習することで営業ス
タイルの確立と社内への定着化を目指した。

企業名　東成エレクトロビーム株式会社
業　種　金属製品製造業
本社所在地　東京都西多摩郡瑞穂町高根651-6
資本金　85百万円
設　立　昭和52年6月
売上高　794百万円（平成29年3月期）
従業員　78人（正社員78人）

　当社は電子ビーム溶接の専業会社として現会長の
上野保氏が創業し、今日では日本最大の電子ビー
ム・レーザの受託加工会社の地位を確立している。
他社に勝る高い加工の技術力が評価され、宇宙探査
機「はやぶさ2」、宇宙ステーション・ロケット、高
性能エンジン等の最先端分野で高い精度が要求され
る部品の溶接を担っている。さらに各種部品に至る
さまざまな製品の試作から量産までの精密加工を手
掛け、平成17年から自社ブランド製品のレーザクリ
ーニング装置『イレーザー（ELASER）®』の開発
を開始した。
　平成24年社長に就任した上野邦香氏は「Keep 
moving forward （常に変化し進歩を続けよう）!!」

を経営理念に掲げ、国内はもと
より海外市場のニーズを取り込
んで技術開発を行い、他企業と
のアライアンスにも意欲的に取
り組んでいる。
　創業者で会長の上野保氏が提
唱した、図面を一括して請負い
中小企業間の横のネットワーク
で対応する企業連携の先駆的モ
デルは、その後の新連携（中小

本社外観

企業概要

新事業展開型

コア技術を活用した
自社ブランド製品の市場開拓への挑戦
―レーザクリーニング装置『イレーザー（ELASER）®』の販路開拓支援―

関東本部　販路開拓プロジェクトマネージャー　田川　幸平

東成エレクトロビーム株式会社

イレーザー本体
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企業等経営強化法の「異分野連携新
事業分野開拓」）の原型になった。

　平成26年8月のイレーザー発売後、
関東本部経営支援部の専門家が上野
保会長に販売面の支援策である販路
開拓コーディネート事業を紹介した
ことが支援事業活用のきっかけであ
った。同年10月にイレーザーの販売
プロジェクトを推進していた上野会
長と初めて面談し、製品開発に至る
経緯、特徴・用途、販売面の課題を
お聞きした。後日、開発メンバーや
営業責任者を含めた打ち合わせを行い、マーケティ
ング企画のブラッシュアップを開始した。
　上野会長は産学官連携のリーダーとして活躍する
とともに、中小企業政策審議会など国の各種審議会
等の委員として活動されており、また上野社長は中
小企業大学校の後継者研修の卒業生でもありお二人
とも、中小機構との関係は以前から深いものがあっ
た。

　イレーザーが現在の形になるには約10年の歳月が
かかっている。自社ブランド製品の1号機は、平成
17年6月の新連携事業初の認定を受け、開発された
製品であるが、大型で5,000万円と高額であったた
め市場導入のハードルは高く、その後、1,500万円
に下げても販売には至らなかった。そこから平成24
年に2号機、3号機と改良を重ね、平成26年に完成し
た現在のイレーザーは除去性能を向上させ、移動も
できるコンパクトな形状になり、本体価格は680万
円（税別）と一段の低価格化を実現した。
　製品の特徴は次のような点にある。
① 集光されたレーザにより除去対象物を瞬時に蒸発

させて金属表面の樹脂・塗装・錆等を除去できる。
② 高エネルギー密度のレーザビームを高速で操作す

ることで広範囲を効率よく処理できる。
③ ドライ環境で作業ができ、移動も可能なコンパク

トサイズである。
④二重安全機構を備え、安全に使える。
　大手の総合重機メーカーが後発で発売した競合品

に比べて高性能、小型、軽量、低価格といった優位
性がある。しかし、支援前の段階では展示会での引
き合いや収集した情報分析から、「金型についた樹
脂膜の剥離」「鉄錆を落とすのに有効」というニー
ズは確認できていたものの、「誰が、何のために、
どのように使うのか」という肝心の市場分野がまだ
つかめていなかった。
　このようにものづくりはできたが、なかなか出口
が見つからないという苦しい状況を打開するには、
提供側の視点から市場を見るのではなく、受け手に
とってどのような便益性があるのか、購入するメリ
ットは何か、つまり顧客側に立って提案するという
アプローチ手法への転換が必要であった。そのため
には提案資料の作り方やヒアリングの仕方、想定タ
ーゲットとする企業の困りごとを解消できるかどう
か、ワークを預かって除去テストを実施するといっ
た営業プロセスを実践し、いかに社内に定着させる
かが課題であった。
　将来的に販売につながる可能性の高い市場分野や
用途を見極め、販路開拓の戦略的展開を図ることが
当社にとって重要であることから、支援の重点項目
として次の3点を設定した。
① 想定市場分野別にイレーザーの製品面の評価、受

容性を確認する
② 適用可能性の高い市場分野を絞り込み、今後の営

業方針を明確化する
③ 支援活動を通じて提案型営業のノウハウを取得す

る。
　販路開拓コーディネート事業では、テストマーケ
ティングを通じて、受容性のある市場分野を見極め、

中小機構との出会い

プロジェクトマネージャーの視点と経営課題の設定

支援メニュー H25 H26 H27 H28 H29 支援内容（支援テーマ等）

経営相談事業（旧窓口相談） ターゲット市場の見極め

販路開拓コーディネート事業
・マーケティング企画のブラッシュアップ
・テストマーケティング活動の実施
＝販路開拓（新市場開拓）
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【量的変化】
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そこへ限りある営業パワーを重点配分し、再現性あ
る販売の仕組みづくりを目指した。

　企業側のプロジェクトチームは、リーダーが上野
会長から上野社長に変わり、調査役が営業面の責任
者、開発者が技術面の課題対応を担当するという役
割分担で進める体制をとった。調査役はイレーザー
の製品面やこれまでの販売の経緯を良く知ってお
り、マーケティング企画のブラッシュアップから実
際の市場へアプローチには適任であった。開発者は
社内で預かったワークの洗浄や分析を担当した。
　中小機構側のプロジェクトチームのメンバーは、
事業を総括するプロジェクトマネージャー（以下「販
路PM」という）、管理者である販路開拓チーフア
ドバイザー（以下「販路CAD」という）、希望され
る業界にネットワークをもつ3名の販路開拓コーデ
ィネーター（以下「販路CO」という）、各種手続き
関係を担当する職員2名の構成とした。特に実際の
市場へのアプローチについて中心的にサポートする
販路COは、想定市場分野に知見と強い人脈をもつ
方を選定した。

第1期＜経営相談事業＞
（平成27年3月～平成28年4月（14ヶ月））
　販路開拓コーディネート事業を効果的に活用する
ためには、的確なターゲットの想定が欠かせない。
そこで、平成27年4月に金型分野、リサイクル分野
に知見とネットワークをもつ3名の販路COに集って
もらい事前支援方針検討会を開催した。イレーザー
の特徴と金属表面につく酸化被膜の除去効果を販路
COに見てもらい、受容性がありそうな市場分野と
利用する顧客のメリットについての検討を行った。
　この時点で幸いにも自社の営業活動が実を結び、
樹脂成型金型につく汚れ除去用に初めて成約ができ
た。これにより1つの適用分野としての可能性が浮
かびあがった。
　参加した販路COからは、金属表面の酸化被膜除
去、IC基盤やラミネート素材の剥離に活用できる
といった様々な意見が出た。ここへの予備調査は営
業課長が担当し、販路CADが協力しながら進める
ことになった。しかし、道半ばで営業課長が退社す

ることになり、引き継いだ調査役も担当業務が多忙
を極めている時期と重なり、暗礁に乗り上げたまま
時間が過ぎていった。
　年が明けたころ上野社長から食品加工会社は製造
工程で機械につく汚れ除去に問題を抱えているとい
う情報提供があった。また、関東本部内の調査でペ
ットボトルの製造工程、金属塗装のマスキング処理
後の剥離に有効ではないかという情報を得ていたこ
とから、これらの市場分野に知見のある3名のコー
ディネーターに集まってもらい、平成28年4月に2回
目の事前支援方針検討会を行った。
　この結果をもとに、想定ターゲット顧客を次の3
つに絞り込むことができた。
　1）食品加工会社の製造部門
　2）樹脂成型品製造会社の製造部門
　3）金属加工会社の塗装部門
　時間はかかったものの販売可能性の高いターゲッ
トが想定できたことから、販路開拓の支援に進むこ
とができるようになった。

第2期＜販路開拓コーディネート事業＞
（平成28年5月～平成29年3月（11ヶ月））
第1段階：マーケティング企画のブラッシュアップ
（マーケティング仮説の設定）
　第1期の支援を終え、販路開拓コーディネート事
業に取組むこととなった。次のステップは、想定し
た上記のターゲット分野への提供価値をいかに作る
かを重点にしたマーケティング企画のブラッシュア
ップである。平成28年5月から調査役と販路CADが
ブラッシュアップシート（＊注）を使って、以下の
観点からポイントの整理を行った。
（＊注） 製品やサービスの顧客価値をいかに高めるかを順序

立てて考えることで、効果的な販路開拓を実現する

ための支援ツール

1）想定ターゲット顧客のニーズ抽出
　最初にイレーザーが必要とされる顧客の困りごと
（ニーズ）の整理をターゲットごとに行った。
① 食品加工会社…加工機械を洗浄するには、温度冷

却や分解に時間がかかってしまう。
② 樹脂成型品製造会社…高温の金型本体を洗浄する

には冷却に時間がかかる、ショットブラストによ
る洗浄は金型にダメージを与えてしまう危険があ
る。

③ 金属塗装会社…従来行っている薬品を使った洗浄

プロジェクト推進体制

支援内容と支援成果
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は、産業廃棄物処理の手間やコストがかかってし
まう。

2）想定ターゲット顧客への提供価値づくり
　顧客側に立った提案に必要なことは、想定ターゲ
ットに対する提供価値、つまり受け手にとってのメ
リットを十分に考えてアプローチすることである。
この提供価値づくりにあたっては、限りある情報の
中で行わざるを得ないことから、この時点ではあく
までも仮説ということになる。
　イレーザーは金属等の母材に損傷を与えず、スピ
ーディーかつ簡便・迅速にサビや樹脂残渣等の汚れ
を除去することが可能で、従来の洗浄方式を大幅に
改善できるというメリットを発揮できることを重点
に、次のように提供価値を設定した。

① 集光レーザにより一定範囲の除去対象物を瞬時
に蒸発させて除去するので、除去時間の短縮化
が図れる。

② 出力を抑えて除去するので母材へのダメージが
少なく、繰り返し安心して除去作業ができる。

③ 後工程の洗浄や拭き取り等が不要になるので、
洗浄用薬品の産業廃棄物として処理する手間や
購入コストを削減できる。

④ 装置にイレーザーの加工ヘッドを設置すれば、
金型が組み込まれたままの状態で除去作業で
き、洗浄工数が短縮できる。

3）プレゼンテーション資料の作成
　次のステップはプラッシュアップシートで整理し
た顧客のメリットをもとにしたプレゼンテーション
資料の作成である。イレーザーの魅力を感じてもら
うため、「このような金属洗浄のお困りごとに対し
てイレーザーを使うと効果が高く、従来方法に比べ
てこのようなメリットがあります」というストーリ
ーで受け手側に立った内容にしたことは言うまでも
ない。加えて、洗浄サンプルも用意でき、市場で検
証作業をするための準備が整った。

第二段階：テストマーケティング活動の実施
（マーケティング仮説の検証）
　提供価値の仮説を検証するためのテストマーケテ
ィング活動であり、ここが販路開拓コーディネート
事業の支援活動の中心となる。伴走者となる販路
COは、2回目の事前支援方針検討会に参加した3名
に支援を依頼した。活動目標は3つの支援重点項目
の達成とし、以下のように進んでいった。
1）マッチング会の開催
　上野社長と調査役と3名の販路COが中小機構関東
本部に集まり、マッチング会を開催した。この場で
調査役からのプレゼンテーションと質疑応答をとお
して製品の特徴、想定ターゲットへの提供価値・メ
リット、支援要望について販路COに理解していた
だいた。その後、販路COから提出された支援活動
計画書の承認と負担金の入金を経て、本格的なアプ
ローチ活動が始まった。

2）販路COとのアプローチ活動
　販路COが計画したアプローチ先にアポイントの
調整を行い、調査役と7社（食品加工会社3社、樹脂
加工会社2社、フィルム製造会社1社、塗装会社1社）
に合計12回の同行訪問を行った。

3）アプローチ活動の結果
　活動結果はヒアリング5社、サンプルの除去テス
トの実施2社（食品加工会社、塗装会社）で、その

電着塗装の除去 自然酸化皮膜の除去

錆の除去
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うち1社に見積書の提出まで進捗した。
　支援活動の重点項目については、3つの分野でイ
レーザーに関する次のような市場性の評価や改善点
についての様々な情報収集ができた。
①受容性と商品評価について
＜食品加工の製造分野＞
・ 洗浄薬剤を使用せずに汚れを落とせる点が従業員

の健康被害防止につながる。
・ 冷凍食品製造ラインの銅板の清掃に役立つ。
・ 水を使えない乾燥系の製品ラインや焼き菓子ライ

ンで有効である。
・ 水を使用する生産現場の錆の除去に有効である。
・生産設備の汚れ除去の効果が確認できた。
・ 工場見学通路から見える生産ラインの清掃にも有

効活用できる。
・殺菌効果があると使用の機会が多くなる。
・ 汚れやすい番重（薄型の運搬容器）の洗浄に使え

ると良い。

＜樹脂成型品製造分野＞
・ 押し出し機のストレーナー（濾過器）の洗浄用途

に可能性がある。
・ 清掃時にラインを止める必要がある場合は効率化

メリットがない。
・ レーザ照射後の製品や設備への影響が無いことの

証明が必要である。

＜金属塗装分野＞
・塗装後の廃液処理に活用の可能性がある。
・ 廃液の廃棄コスト削減につながれば塗装業界内で

大きな市場性がある。
・ 洗浄テストの結果、塗装後の廃液処理に活用の可

能性がある。
・ 塗装分野は化学物質を使用しているため、レーザ

照射による化学変化（毒性物質の発生等）の分析
が必要

　以上のように食品加工品を製造するアプローチ先
において高評価を得たことから、イレーザーの有用
性が確認できた。一方で、樹脂成型品製造分野と金
属塗装分野においては、限られた範囲にはなるが、
現状で対応すべき販売対象先の優先順位としては低
いということがわかった。
　価格の受容性については、洗浄にかかる費用や異
物混入対策の費用を考えれば決して高くないと好意
的に受け止められた。工場長決裁の範囲である500

万円以内だと導入しやすいという意見をいただいた。

4）支援活動の成果
　今回の支援での大きな成果は、これまで不透明で
あったイレーザーの具体的な用途や適用箇所が明確
になったことである。
　食品加工の製造分野で、「ドライ品や水を使う装
置の焦げや錆の除去」に効果が認められたことで、
この分野を重点市場ととらえ、今後強化を図ってい
くべき営業方針が明確になった。
　金属塗装分野については、技術的なところでまだ
研究の余地があるため、中長期的な観点から課題解
決を図り、市場開拓を進めていくことになった。
　提案型営業のノウハウ取得については、アプロー
チ段階で動画を使ってレーザの照射状況をプレゼ
ン、説明することでアプローチ先への説得力が増す
ことがわかった。興味をもったアプローチ先では、
ワークを預かって実際に除去して結果を示すことが
信頼につながることを体験できたことは、今後につ
ながる貴重な経験になった。
　また、ホームページ上で写真や動画を使って説明
することで、効果的なアピールにつながることがわ
かった。

第三段階：フィードバック報告会の実施
　販路CADが支援期間中の活動結果と成果をまと
めた報告書をもとに、上野社長、調査役、中小機構
の支援チームが集まり、フィードバック報告会を開
催した。アプローチ先ごとに支援内容を振り返りな
がら、意見交換と支援期間中に出てきた新たな課題
と対応策について具体的な提言を行った。

1）短期的に解決すべき課題
　重点的に開拓する対象を食品加工会社とし、今回
の支援で訪問した会社のフォローと同様な加工を行
っているところへの横展開を図り、市場浸透を目指
す。
　販路COとの同行で学習した提案型営業のプロセ
スに沿って、ヒアリング→ワークの除去テスト→課
題解決を繰り返し行う。

2）中長期的に解決すべき課題
　金属塗装分野での活用の基盤づくりを目指す。レ

今後の課題
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ーザ照射による化学変化の分析を行い、塗装業界の
市場開拓に向けた戦略づくりを進める。
　また、価格については販売増を目指す中で、レー
ザ発振器の調達コスト削減を図り、利益確保に努め
る。

　以上の課題についても、今後の取組みを期待した
い。

経営者のことば� 代表取締役社長　上野　邦香 氏

　各専門家は各々の分野での専門家であることはもとより、その業界（企業）のキーマンとのコネクションを持
っており、アプローチの際には上辺だけの意見ではなく真実の調査ができた。
　また、PMは大きな方向性を導き出し、CADはCOのある意味現場的な報告を的確に吸い上げ詳細に纏め上げ
ていた。職員の方も親切丁寧に手続き面をフォローして下さり、結果的にチームとして支援して頂いている実感
があった。
　限られた資源で実施せざるを得ない中小企業にとっては、仮説・検証という初めてのアプローチには複数期間
で実施するのが現実的であったし、ただ単にマッチングをする事業でなかったため、自立性が高まった。
　支援終了時点を皮切りに既に12台の販売実績を上げることが出来たのは、この支援が大きな一因であり、成長
させていただいた事に感謝申し上げたい。

プロジェクトマネージャーのひとこと
　支援製品のイレーザーについては当初なかなかターゲットが定まらず、上野会長との第一回目の面談から数え
ると足掛け3年にわたる長丁場の支援となった。
　事前調査に時間をかけたおかげで仮説の確度が高まり、食品の加工ライン、樹脂成型金型、金属塗装に絞って
アプローチし、テストを繰り返した結果、付着する酸化被膜や錆等の除去に効果のあることが現場で検証できた。
支援開始前は視界不良であったターゲットが明確になり、特に上野社長が目指した食品加工の製造分野で今後の
需要獲得につながるきっかけになったことは大きな前進であった。
　この活動の結果、社内で販売可能性の判断がある程度つくようになり、これまで問い合わせに対して使ってき
た労力の削減ができ、営業活動の効率化が図れるようになったという。上野社長からは、「本支援を通じてアプ
ローチ先と数多く接触することで資料作りやプレゼン手法について、どのようにすれば相手の関心事にキャッチ

アップできるかを学習することができ、自社単独での営業展開にも大いに役立った」とい
う評価をいただいた。支援終了時点では、イレーザーの販売に弾みがついて、この1年で累
計10台以上の販売見込みが立つようになったとのことである。当社の事業分野の1つとして
今後の成長につながることに貢献できたなら、支援者としてうれしい限りである。
　この販路開拓コーディネート事業において販路COとの同行活動で経験した積極的な提案
活動を社内に定着させ、継続して実施することでイレーザーの導入がさらに進み、さらな
る市場浸透が図られることを期待したい。

田川　幸平　関東本部
販路開拓プロジェクトマネージャー
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【事例の要約】
　当社は、自社のネットワークで仕入れた化学薬品を、お客様のニーズに合わせて納入する化学薬品商社を
主事業とする。これまでの豊富な顧客ニーズを基に、ステンレス表面改質剤「エスピュアSJジェル」を新
規自社製品として開発した。しかしながらこれまで実績の無い市場に対し、自社製品事業を立ち上げるノウ
ハウが不足していた。本件は、上記の課題解決のため販路開拓コーディネート事業を利用し、本製品につい
てテストマーケティングを実施することにより、新市場展開ノウハウと販路開拓の足がかりをつかむことが
出来た事例である。

企業名　佐々木化学薬品株式会社
業　種　化学薬品の商社および開発・製造販売
本社所在地　京都府京都市山科区勧修寺西北出町10
資本金　60百万円
設　立　昭和33年10月
売上高　3900百万円（平成28年9月期）
従業員　79人

　当社は1946年創業の化学品の製造および販売を行
う会社である。商社としてのお客様のニーズに合わ
せた化学品を供給する「CS（顧客満足）事業」と、
メーカーとしての「金属表面処理事業」「機能性樹
脂事業」および「環境事業」の3つの事業をあわせて、
研究開発から生産管理にわたってお客様のものづく

本社外観

企業概要

新事業展開型

高付加価値自社製品の新市場開拓に挑む
―ステンレス鋼用ノンフッ素溶接焼け除去剤の販路開拓支援―

近畿本部　販路開拓プロジェクトマネージャー　田上　和生

佐々木化学薬品株式会社

当社のものづくり支援体制
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り支援を行い、信頼と実績を積み重
ねてきた。特に、ものづくりが多様
化する中で、お客様の多様なニーズ
にきめ細かく対応することで、順調
に発展を遂げてきた。
　近年、製造環境を取り巻く状況が
変化し、作業者や環境によりやさし
い製品が求められている。当社もこ
れらに対応する製品を展開するなか
で、設備の溶接時の酸化皮膜を除去
する薬剤に、毒物として指定されて
いる「フッ酸」を使用せず、かつ作
業性が向上する製品のニーズが寄せ
られ、『エスピュアSJジェル』とし
て開発に成功した。
　本製品は、酸化皮膜を除去したい部分に塗布し、
一定時間経過後にふき取るだけで作業が完了する画
期的な製品であり、毒物であるフッ酸を含有しない
という安全面での特長を有する。この製品は、「京
都エコスタイル認定」をはじめ、「京都中小企業優
秀技術賞」受賞、「関西ものづくり新撰」選定など、
公的機関から高い評価を受けた。

　当社では、この『エスピュアSJジェル』という製
品は、当社のこれまで取引していた市場（自動車・
電子部品・設備部品）以外の市場におけるニーズに
も対応できる製品と認識しており、これらの新市場
への展開を検討してきたが、その展開方策について
悩んでいる状況であった。
　これを受け、支援機関である公益財団法人京都産
業21から、この状況を改善して展開を進めるために
は、テストマーケティングを実施して、新規分野の

中小機構との出会い

支援メニュー H24 H25 H26 H27 H28 支援内容（支援テーマ等）

販路開拓コーディネート事業
・マーケティング企画のブラッシュアップ
・テストマーケティング活動の実施
＝販路開拓（新市場開拓）
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売上高（左軸）

経常利益（右軸）

単位：百万円

売上高と経常利益
【量的変化】

エスピュアSJジェル



28 高付加価値自社製品の新市場開拓に挑む―ステンレス鋼用ノンフッ素溶接焼け除去剤の販路開拓支援―

知識とニーズを把握し、新市場展開のノウハウを蓄
積すべきであると、中小機構　近畿本部の販路開拓
コーディネート事業の活用をアドバイスされたこと
が中小機構活用のきっかけとなった。

　販路開拓プロジェクトマネージャーは、当社へ訪
問し、本事業のリーダーと面談。化学品商社の事業
を中心にし、幅広い顧客ニーズ情報を保有し、その
ニーズを基に自社製品の開発を行うという事業の中
で、企業のポテンシャルの高さを認識した。また同
時に自社商品を新市場で事業展開するための販路開
拓のノウハウが自社に不足していること、さらに新
規製品の事業展開には、既存製品の営業担当も関与
させて全社の新規事業展開のレベルアップを図りた
いとの社長の思いを理解した。
　販路開拓プロジェクトマネージャーは、企業ヒア
リングを通じて、優れた特徴を有する新製品の事業
展開の可能性を確認するとともに、販路開拓事業で
の支援が必要であることを理解した。
　これらの状況を踏まえ、今回の販路開拓コーディ
ネート事業では、ターゲット市場を明確にすること、
そこでのニーズを確認すること、さらに、他の課題
に対して当社がお役に立てることはないか探索する
ことを念頭に製品の認知だけでなく当社が進める
「ものづくり支援」について理解してもらうことを
念頭に、取り組みをスタートさせた。
　支援全体を通じて、新市場への事業展開方法を理
解し、またターゲット企業訪問を通じて、販路開拓
の足掛かりを見つけることにより、新規市場展開の
自社でのレベルアップが図れると考えた。

　本活動にあたっては、本事業のリーダーを中心に
既存製品の営業メンバーを加えるとともに、佐々木
社長自らも参加し新しい市場への参入を社内外に意
思表示した。また、全活動に新入社員を専属として
参加させることで、新規事業を担う世代を創出する
取り組みとして進められた。
　また、中小機構のメンバーは、販路開拓プロジェ
クトマネージャー、担当チーフアドバイザー、職員
が中心となり、プロジェクト体制を構築した。

第1期＜販路開拓コーディネート事業＞
（平成28年6月～平成29年4月（11ヶ月））
　本事業は、1）マーケティング企画のブラッシュ
アップの期間と、2）テストマーケティングの実践
の期間に分けられる。

第1段階：マーケティング企画のブラッシュアップ
（マーケティング仮説の設定）
①�商品の特徴と顧客のメリット、競合商品との比較
検討の実施。

　販路開拓プロジェクトマネージャーは、新製品の
特徴、当該製品が解決する「ステンレス溶接時に発
生する酸化皮膜」を念頭に、ステンレス製品が使用
される市場およびそこでの課題を再度明確化するこ
とを助言し、企業様に検討いただいた。また現状使
用されている薬剤の問題を念頭に置くとともに、本
製品の利便性から考えた用途について企業様が中心
となり検討を進めた。

②アプローチ先分野の明確化
　検討した用途を基に、以下のアプローチ市場を企
業様が主体的に設定した。
　・毒物の使用を嫌う市場への展開：食品関連分野
　・�塗ってふき取るだけの利便性の訴求：プラント

関連分野
　さらにこれらの分野については、機械・プラント
を製作する側と、それらの機器を使用する側の双方

プロジェクトマネージャーの視点と経営課題の設定

プロジェクト推進体制

支援内容と支援成果

プロジェクトマネージャーのひとこと
　当企業は、「顧客のものづくりを支援する」と
いうコンセプトのもとに、顧客ニーズに合った化
学薬品の供給を行う商社機能を主とした企業であ
る。その中で収集した多くの顧客ニーズをベース
に新製品開発に展開し、より付加価値の高い事業

展開を目指されている。今
回の販路開拓コーディネー
ト事業で得られた新事業展
開のノウハウを活用され、
佐々木社長のリーダーシッ
プの下で、全社レベルでの
新事業展開のレベルアップ
と今後の事業発展を期待し
たい。

田上　和生　近畿本部
販路開拓プロジェクトマネージャー
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にヒアリングを実施し、考え方の違いを聴取すると
ともに採用において主体的役割を示すのは誰かを検
証することが必要であると企業様が認識された。

③プレゼン資料のブラッシュアップ
　テストマーケティングの目的に合わせて、既に整
備されていた資料を基に、会社全体の魅力的な紹介、
新商品の特徴、用途提案における訴求点の明確化、
等のポイントになる部分を抽出した形に企業様が整
理し、これらを使用することとした。

④テストマーケティング活動の計画の決定
　以上のテストマーケティングのブラッシュアップ
期間を経て、テストマーケティング活動の実施手
順・計画を検討し、今回の販路開拓コーディネート
事業での目標を以下とした。
A）�「プラント関連分野」における金属表面改質等
のニーズ把握

B）�食品・医薬・化学分野の生産における表面改質
のニーズ把握

C）�新事業展開のための方策探索
　また、当社の金属表面改質技術の認知を進めるた
めに、可能な限り多くの企業にアプローチすること
とした。

第2段階：テストマーケティング活動の実施
（マーケティング仮説の検証）
　マーケティング企画のブラッシュアップを踏ま
え、プラント関連、食品・医薬・化学分野について
ネットワークを有する18名の販路開拓コーディネー
ターがマッチング会に参加することになった。
①マッチング会の開催
　マッチング会には、当社から佐々木社長と本事業
のリーダーに新入社員を加えた3名が参加し、販路
開拓コーディネーター18名に対してプレゼンテーシ
ョンを実施した。
　プレゼンテーションには、テストサンプルを使用
したデモンストレーションも実施することで、製品
の特徴と訴求のポイントを伝えることができた。さ
らに、ディスカッションの中で、ステンレスの種類
による性能の差異を記述するほうが、ユーザーから
課題を引き出しやすい等のアドバイスも得られた。

②活動計画の決定とテストマーケティングの実践
　マッチング会後に販路開拓コーディネーターから
提出された活動計画書より20社（販路開拓コーディ

ネーター15名）を選定し、企業訪問をスタートした。
本活動は、再訪問活動を含めたフォローアップを当
社のみで行う方針としたため、同行の販路開拓コー
ディネーターと企業訪問前に事前打合せを行い、面
談の目的とヒアリング事項を確認すること、さらに
訪問後に打合せ内容を確認することを助言した。

③テストマーケティングの実践結果
　活動の結果20社への同行訪問が実現し以下のポイ
ントが明確になった。
ⅰ）�業種にかかわらず、本製品が好適に用いられる

用途とそうでない用途に明確に分けられる。（販
路開拓事業の目標�A）、B）の達成）

　【推奨材質】
　　�元が梨地の素材、外観を気にしない見えない部材
　　（�材質としてNo.1、No.2D、No.2Bおよびダル）
　【非推奨材質】
　　�光沢のある素材、外見を気にされる設備・装飾品
　　（材質としてBA、HLおよび#400）
ⅱ）�設備ユーザー（食品メーカー・医薬品メーカー）

は一部を除き自社内で使用せず、設備メーカー
に任せている。（販路開拓事業の目標�Cの達成）

ⅲ）�表面処理ニーズは種々存在し、新製品以外で当
社が対応できるテーマも多数存在する。

　さらに、活動の中で本製品を採用する先は、食品

非推奨材質

推奨材質
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や建築資材分野の3社に及び、また見積を求められ
る企業もあった。これらは本製品を展開する上で大
きな弾みとなった。
　しかしながら、新製品の訴求に意識を集中するあ
まり、本製品が適用できない分野についてのフォロ
ーアップが十分に行えず、他の表面処理ニーズに対
して展開することができなかった。フィードバック
報告会で佐々木社長は、この点について言及され、
今後営業の在り方について再検討し、継続してフォ
ローしていくことを約束した。

　当社の強みは、お客様の用途に合わせた最適な薬
剤を提供するサービスにあり、顧客ニーズをキャッ
チアップしていく能力にある。本活動では新規市場
に戦略的にアプローチする経験をし、そこから展開
していくことを実践した。ここで培った経験は、新
製品開発能力とも相まって今後の展開の大きな動力
になるものと考えられる。
　しかしフィードバック報告会で佐々木社長が反省
したように、新規製品と既存製品の全体を見渡して、
新たな市場の顧客の課題に応えるという点について
は、まだ不十分である。本事業の目標は達成できた
が、新市場での事業展開に対する全社のレベルアッ
プという目的達成には、体制構築も含めて今後の課
題といえる。
　「私たちは、お客様の新たな価値創造をものづく
り支援でサポートします。」の思いを実現していく
ために、さらなるチャレンジを進めていくことを期
待したい。

今後の課題

経営者のことば
　弊社は1946年の創業以
来、「化学を通して、お
客様の価値を高めてい
く」ことを常に心がけて
まいりました。
　「お客様の課題解決に
おいて、本当に求められ
ていることは何なのか。」
課題が発生した際、「ま
ずは佐々木化学薬品に相談してみよう」と思って
いただける存在になれるよう、お客様の課題解決
を第一に考えたご提案をし続けていきたいと考え
ております。
　その中で今回の取り組みは、まさにお客様の課
題をしっかりと確認する良い機会となりました。
中小企業においてターゲット企業のキーマンに面
談の機会を頂くことはとても難しいことですが、
15名の販路開拓コーディネーターの方々のおかげ
で実現を致しました。その面談の中で実際にご使
用をされる方の生の声を頂き、活きたマーケティ
ングをすることができました。この結果を更なる
商品開発に活かしていきたいと思っております。
　最後に今回ご指導を頂きました、販路開拓プロ
ジェクトマネージャー、チーフアドバイザー、そ
して販路開拓コーディネーターの方々には大変お
世話になりました。心より感謝申し上げます。あ
りがとうございました。

代表取締役
佐々木　智一 氏
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【事例の要約】
　ヘアゴムで国内市場の70%を握る当企業は、生き残り競争にしのぎを削る厳しい業界で、卓越した商品企
画力や妥協のない品質を差別化戦略として、これまで順調な成長を成し遂げてきた。さらなる成長を目指す
ために、社員が付加価値の高い業務に専念し定常的な業務はなるべく情報システムに任せたいという社長の
要望を実現するべく、まずその第一歩として、情報化推進計画を策定した。その結果、次ステップとして具
体的な全社情報化企画プロジェクトが承認され、社長の要望を実現する第一歩が踏み出された。

企業名　株式会社イノウエ
業　種　ゴム紐・手芸用組紐の製造販売
本社所在地　神奈川県相模原市緑区鳥屋750
資本金　46.8百万円
設　立　平成4年（創業　昭和3年）
売上高　1187百万円（平成29年2月期）
従業員　53人

　当企業はヘアゴム（ヘップリング）をはじめ、機
能性雑貨などのオリジナル商品の開発、各種OEM
商品の供給、ゴムひもなどの資材提供を行っている。
メイン商品であるヘアゴムは業界でもトップクラス
の多彩な色や種類のバリエーションを取り揃えてい
る。 またヘアゴム以外にも天然成分を配合した「虫
よけブレス」や静電気を除去する特殊な糸を使った
「静電気除去リング」、消臭繊維を使用した枕カバ
ーなどを扱った「ケニーシリーズ」など、市場のニ
ーズや流行に合わせた機能性のあるファッション雑
貨を中心としたオリジナル企画・開発をおこなって
いる。
　これまで、独自性を持ち自ら組紐技術を応用しヘ
アゴムを作り上げ、下請けからメーカーへ会社を大
きく発展させ、時代を先取りする商品開発力によっ
て厳しい競争に打ち勝ってきた。このような厳しい
業界において、ヘアゴムでは国内市場の約70パーセ
ントを握る最大手に成長した。3代目となる現社長
は、「品質に妥協しないものづくり」、「安全で安心
できるものづくり」、「地域とともに歩むものづくり」
「環境にやさしいものづくり」という「想い」のも
とに、物作りに注力しており、加えて当企業の会社
理念にある「お客様の満足」達成のためにお客様に
満足して頂ける商品の企画力や、企画した商品を作
り上げる力の強化にも注力している。

企業概要

経営基盤強化型

さらなる成長のために、付加価値の高い
業務に注力することを可能にする情報化
推進計画の策定！
本部　CIOプロジェクトマネージャー　根塚　眞太郎

株式会社イノウエ

本社外観

製造工程イメージ図



32 さらなる成長のために、付加価値の高い業務に注力することを可能にする情報化推進計画の策定！

　中小機構が戦略的CIO育成支援事
業（以下「CIO事業」）において最
近ご支援を完了したある企業経由で
機構とのおつきあいが始まった。ご
支援を完了した企業の社長、当企業
の社長および中小機構のメンバー三
者で会議を持った。その場で、ご支
援完了済みの事例の詳細をご紹介
し、検討を重ねた結果、当企業の以
下のような課題・要望が明らかにな
った：
① 急激な業績の伸びに対応し、従業

員により付加価値の高い活動をしてもらうため
に、情報システムによる業務効率化が必要である
が、現行システムは10年以上前に導入したもので
あり、更新が必要。

② そこで、何社かのベンダーに見積依頼を出したも
のの提案内容・提示額にかなりのばらつきがあっ
た。

③ そのため、自社のシステム再構築にむけて専門家
の支援を受けたい。

　以上の経緯とご要望にもとづき、CIO事業の一環
である情報化推進計画策定プログラムを活用するこ
ととなった。

　支援背景として以下の点が認識された。
　企業側としては、具体的にどの業務における情報
化（例：生産、販売、品質管理、在庫、財務、人事
等々）が必要か、優先順位はどうか、現行システム
でどの程度対応できるのか等々不明であり、システ
ム化に向けた課題と想定対象範囲を整理する必要が
あった。このため、通常のオーソドックスなCIO事
業のご支援方法論のようにIT企画から入るのでは
なく、事前に当企業の現状・課題を経営面、業務面、
およびシステム面から整理した上で、経営方針・戦
略・課題を踏まえた全般的・将来的情報化構想を検
討することとした。
　支援課題としては次の点が挙げられた。
① 従業員がより付加価値の高い業務を実施するた

め、および製造過程で依存している外注先・内職
者に対する管理効率化のために、経営面、業務面、
システム面から改善を図る。

② 新規事業分野として、直販のためのネット販売、
海外市場を視野に入れた情報化を構想する。

　支援目標およびテーマとしては目標をA：情報化
推進計画（活動内容、日程、体制等）を策定・オー
ソライズして、次期活動計画を明確化する。B：プ
ロジェクト実施を通じたCIO人材の育成とし、テー
マを「全社システム構想立案に基づく情報化推進計
画策定」とした。

　プロジェクト・オーナーとして井上社長、リーダ
ーに佐藤専務取締役、メンバーとして、各部門（製
造、営業、総務）の部門長が参画した。今回のプロ
ジェクトで特筆すべきは、メンバーがすべて部門長
であったことである。これは情報化推進構想を策定
するに当たり、部門長によるマクロ・レベル、全社
レベルでの合意形成が重要と考えたからである。全
員が非常に熱心にプロジェクトに参画し、企業側と
中小機構が非常にチームワークよく活動ができたの
は重要であった。

中小機構との出会い

プロジェクトマネージャーの視点と経営課題の設定

プロジェクト推進体制

プロジェクト活動の様子

支援メニュー H25 H26 H27 H28 H29 支援内容（支援テーマ等）
CIO事業 情報化推進計画策定
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第1期＜戦略的CIO育成支援事業＞
（平成29年3月～平成29年8月（6ヶ月））
　ご支援を始めるにあたり、支援をいくつかの局面
に分割し、それぞれの局面の最後に社長レビューを
実施した。
　・課題分析局面
　・情報化構想検討局面
　・推進計画策定局面

課題分析局面（平成29年3月～平成29年4月）
　当局面では以下の活動を実施した。

①組織・業務概要確認
　 　プロジェクト・メンバー全員の共通の認識のた

めに、組織・業務概要を全員で確認した。

②社長ヒヤリング
　 　社長ヒヤリングでは経営者として考える現状

（自社・外部環境）、経営課題、将来的な方針（あ
りたい姿）、システム面での課題や情報化に期待
することなどについて確認した。

③部門長ヒヤリング
　 　事前に各プロジェクト・メンバー（部門長）に

よって記入されたヒヤリング・シートをもとに自
部門の「現状・課題」「システム上の課題・新シ
ステムに期待すること」に関して各部門長毎にヒ
ヤリングが行われた。この結果を一覧表にまとめ
た上で、全プロジェクト・メンバーが集まり検討
した。この検討では、それぞれの課題を対応すべ
き3分野（経営面、業務面、システム面）に分類（大・
中・小）し、グルーピングも行った（図1参照）。

支援内容と支援成果

プロジェクトマネージャーのひとこと
　今回のご支援の成功要因は、
①社長の「社員には、人間にしかできない付加価
値の高い仕事をやってもらいたい」という熱い想い、

②企業側のプロジェクトチ
ームの熱心な参画意欲、
③中小機構の派遣専門家・
管理者の卓越したご支援が
あげられる。後続活動とし
ての情報化プロジェクトを
通じて、当企業のさらなる
成長に期待したい。

根塚　眞太郎　本部
CIOプロジェクトマネージャー

図3：情報化発展度

図2：IT活用度の現状と将来目標

図1：課題分析
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④IT活用度調査
　 　現状のIT活用度がどの段階にあるかをメンバ

ー全員で確認した。活用度とは現行システムの対
象範囲（例：生産管理、営業管理、物流管理、財
務管理、人事管理等々）とそれぞれの対象範囲が
どのレベル（オペレーショナル・レベル：（指示・
実績中心）か、コントロール・レベル（短期計画・
管理中心）か、マネジメント・レベル（全社統合）
か）ということである（図2・図3参照）。

⑤経営者レビューと承認
　 　以上の内容をまとめ、社長レビューを実施した。

ここではプロジェクト・メンバーより、成果物や
途中過程であるグルーピング資料など、現場中心
の発表を行った。この結果、社長の承認が得られ、
後半の情報化構想検討局面に進むこととなった。

　この局面には全メンバー（全部門長）が参加した
ため、自部門以外の部門の課題認識ができたこと、
議論を通じて全社レベルでの課題についての合意形
成ができたこと、そしてこの局面の最後の社長のレ
ビューを経て、課題認識が社長および全部門長レベ
ルで共有できたことが大きな成果と言える。

�情報化構想検討局面（平成29年5月～平成29年6月）
　当局面では以下の活動を実施した。

①IT戦略マップ作成
　 　課題分析局面で明確になった課題を整理し、3

階層（経営、組織・業務、システム）に分類し、
それぞれの課題の階層内、階層間の因果関係を検
討し関係づけた（図4参照）。

②あるべき情報化発展度・IT活用度検討
　 　課題分析局面で実施した現状の情報化発展度評

価とIT戦略マップを比較検討し、あるべき情報
化発展度・IT活用度を検討した（図2、図3参照）。

③情報化範囲及び優先順位の検討
　 　既に検討された現状のIT活用度と、将来的に

あるべき情報化・IT活用度の姿を比較し、また
IT戦略マップとも対比させながら、情報化範囲
および優先順位、新システム構築か既存システム
改修か等の検討を行った。（図5参照）必要に応じ
てIT戦略マップを加筆・修正した。また、この
過程では、システム化の前提となる作業・業務・
仕組み等についても検討した。

④経営者レビューと承認
　 　課題分析局面と同様、社長レビューを行った。

ここでは、これまで作成したIT戦略マップを社
長に提示した上で、社長の考える目標・戦略との
ズレがないかを確認し、情報化階層については
IT戦略マップに加え、情報化対象範囲・システ
ム関連図・情報化発展度評価表も説明した。プロ
ジェクト・メンバーと社長の検討の結果、社長承
認が得られた。

　前局面および当局面の活動により、当企業の目
標・戦略とそれを支える経営面、業務面、システム
面でのマクロ・レベルの大きな姿を描くことができ
た。さらに、この大きな姿にもとづいて、経営・業
務を支える、あるべき情報システムやその優先順位
も明確になり、それらすべてが社長およびプロジェ
クト・メンバーである全部門長によって共有・合意
できたことが大きな成果である。

図5：情報化範囲および優先順位

図4：IT戦略マップ



35

株
式
会
社
イ
ノ
ウ
エ

推進計画策定局面（平成29年7月）
　前局面の社長承認をうけて、以下の活動を実施し
た。

①活動内容再確認
　 　情報化にあたっては、業務面の改革・対応も重

要なため、これまで認識された課題を
　A：次期情報化プロジェクトで対応、
　B：組織的・業務内で対応、
　C： 別プロジェクトで対応に分類し、組織的対

応については担当部門も明示した。

② 推進計画（活動内容、日程、体制、中小機構ご支
援計画等）策定

　 　続いて具体的な推進計画の策定を行った。当企
業の場合、事業環境によって経営戦略が変わり得
ること、システム化の対象範囲が広いことを踏ま
え、優先的に導入すべきもの（一次導入）とその
後からの実施（二次導入：例えばB2Cビジネス対
応システム等）に分けて進めることとした。また、
次期情報化プロジェクトに当たっては推進体制が
重要であり、プロジェクト・オーナー /リーダー
/メンバー /事務局それぞれの果たすべき役割を
明確化し、具体的氏名も提案した。これまでの検
討はすべて部門長によって行われたが、具体的シ
ステム構築に当たっては現場リーダーの参画も重
要との認識から、そのようなプロジェクト・メン
バーが提案された。

③最終報告会
　 　最終報告会ではこれまで作成された主要資料を

もとに社長および全役員参加のもと、説明が行わ
れた。この会議における検討の結果社長から、次
ステップとして情報化企画・計画プロジェクトを
開始するよう承認された。

　最後のこの局面では、当企業のさらなる成長を支
える、経営面・業務面・システム化の面からの社長・
部門長レベルの合意・承認ができたことに加え、後
継活動である全社情報化企画・計画プロジェクトに
関して、非常に具体的なレベルでの提案（活動内容、
導入システム優先順位、推進スケジュール、体制等）
が承認され、後継活動がスムーズに立ち上がる環境
が構築できたことが大きな成果である。

　今回のご支援は、企業成長のための情報化につい
て様々な経営全般の課題が認識されており、また情
報化が当企業の成長に貢献できるという認識はされ
ているものの、具体的にどの分野からどのように進
めるかが必ずしも明確でなかった状況を踏まえ、情
報化の構想とその推進計画を策定することを目的と
した。その計画が明確になった現在、今後の課題は
今回社長承認された全社情報化プロジェクトを着実
に実行に移し、優先順位の高いシステムを成功裏に
本番稼働させ、当初目的とした、付加価値の高い仕
事に社員が注力できるような結果を出すことである。

今後の課題

経営者のことば
　今回のご支援を頂いて
大感謝しております。従
業員が増える中、「家業
から企業へ」の変化を目
指している途中である弊
社は、まだまだこの様な
新たなチャレンジプロジ
ェクトを社内で進め、目
的を達成する能力はありません。最初自社で進め
ておりましたが、経験と色々な手法などマネジメ
ント能力がなく実際に進められませんでした。そ
の頃、中小機構様がご支援されている企業さまか
らのご紹介がございました。そして、この様なご
支援頂き、この様な結果が出せた事に大変感謝と
満足しております。

代表取締役社長
井上　毅�氏
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【事例の要約】
　本事例は、新社長自ら率先垂範し低収益体質を脱却すべく経営改革に取組むことで、増収増益を成し遂げ
た支援事例である。
　当社は食品添加物、乳製品、調味料の製造販売を行う食品メーカーである。後継者として現状の経営内容
に危機感を抱き、先ずは自己研鑽が必要と判断、中小企業大学校で経営を学ぶとともに経営相談の助言等を
通じ、経営課題を強く実感。社長就任と同時に『経営改革は今しかない！』と現場改善の基本「5S活動」
の活動展開と同時に計画経営に取組み、事業計画・行動計画の立案とその実行のためにPDCAの徹底を実践。
経営改革を進め増収増益を果たし、今後の成長への基盤を確立した。

企業名　高保製薬工業株式会社
業　種　食品添加物、乳製品製造業
本社所在地　福島県福島市瀬上町字西上新田25-2
資本金　10百万円
設　立　昭和21年7月
売上高　855百万円（平成29年8月期）
従業員　50人（正社員25人）

　当社は、戦後間もない昭和21年に創業し、福島県
福島市にて湿布薬を製造する工場からスタート。時
代の変化に対応しながら少しずつ業態を変え、現在
は粉体と液体の二つの工場で業務用食品及び食品添
加物製剤の商品開発から製造・販売・品質管理まで
一貫して行う総合メーカーとして食品業界に貢献し
ている。特に加工食品に必要不可欠な食品添加物の
製造は50年の実績があり、2002年には日本食品添加
物協会認定の食添GMPの認証を取得。取引先の大
手加工食品メーカーから信頼され安定した受注を得

本社外観

企業概要

経営基盤強化型

「危機感」社長就任から始まった
全員参加の経営改革！
―「計画経営」導入と「5S改善活動」を軸にPDCAの
徹底により、企業体質向上と収益大幅向上の実現―

東北本部　プロジェクトマネージャー　畑中　章市

高保製薬工業株式会社

取扱商品：食品添加物製剤
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ていた。しかし、ここ約10年間は、
経営改革や改善活動は停滞してい
た。そんな中、当時専務であった現
社長は危機感を募らせるものの、経
営幹部に就任したばかりで、何から
手をつけてよいかわからない状況で
あった。

　現社長は先々代の社長（父親）か
ら経理の指導を受け財務関係に明る
いこともあり、現状の経営体質に危
機感を持ちながらも、まずは経営の
イロハを学ぶべく、中小企業大学校
仙台校「経営管理者コース」を研修
した。
　研修中に担当講師の助言により窓
口相談（現経営相談）を活用、7回
の相談を経て当社の経営課題を抽出
し、平成26年社長就任と同時に「経
営改革を図るには今しかない！」と
温めていた経営改革プランを実行に
移すべく、専門家継続派遣事業を活
用するに至った。

　当社は、食品添加物製剤、調味料、乳製品の製造・
販売を行っているが、この市場は、近年消費者の無
添加・オーガニック志向が高まりつつある分野であ
る。また商品の添付ラベルに構成成分の表示が義務
付けられているため、同一商品・類似商品を生みや
すく、単純価格競争に陥りやすい市場であることか
ら、当社のビジネスモデルは必然的に低収益が強い
られる競争環境であることがわかった。
　この市場環境で安定的に利益を生み出していくた
めには、PDCAサイクルの着実な実践が出来る組織
に成長することが必要であり、そのために「計画経
営による強固な経営基盤の確立」を目指す必要があ
る。しかし
1．�売上、目標を達成すべき具体的な行動計画は

なく、経営の見える化が遅れている。
2．利益率が低い＝生産効率が悪い。　
3．工場スペースが狭い。
4．�原材料の種類が多く、在庫管理の仕組みがな
い。

5．従業員確保が難しい。
などの経営課題が山積していた。
　支援にあたっては、これらを網羅した中短期事業
計画と部門別行動計画作成（経営方針、目標の設定、
目標達成に向けた実行施策、5S活動の導入、支援
OJTでの人材育成等）し徹底したPDCAサイクルを
回す体制作りが主テーマと考え、全体支援目標を「計
画経営による経営基盤強化」と掲げて支援を進める
ことにした。

中小機構との出会い

プロジェクトマネージャーの視点と経営課題の設定

支援メニュー H25 H26 H27 H28 H29 支援内容（支援テーマ等）
経営相談事業（旧窓口相談） 経営課題の整理・抽出

専門家継続派遣事業① 計画経営の仕組み構築、全社的5S活動の実施

専門家継続派遣事業② 計画経営の定着、全社的５Ｓ活動の定着
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単位：百万円

売上高と経常利益

支　援　前 支　援　後

戦 略 ・�売上、目標は有しているが、具体
的な行動計画がない

・�中短期事業計画と部門別行動計画の
策定が行える体制が整備された

計 画 ・�単年度の売上目標などは有してい
るが、具体的な行動計画がない

・�中長期及び単年度事業計画の策定が
なされた
・部門別事業計画の策定がなされた
・�徹底したPDCAサイクルのための会
議体を設置した
・経営計画発表会を実施した

管理・仕組 ・�財務会計ベースの試算表に基づく
管理

・�変動損益計算書ベースの管理会計の
導入、定着がなされた

組織・人材 ・経営人財が不足する状況 ・�プロジェクトの推進により、飛躍的
に経営人財が育成された

そ の 他 ・目標を達成する仕組みや意識なし
・全社的5S活動が進展した
・�若手社員が活性化しやる気が醸成さ
れた

【質的変化】

【量的変化】
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　支援にあたって、プロジェクトチームを編成する
こととしたが、プロジェクトを通じ経営人財の育成
を図るべく、高橋社長がプロジェクトオーナーとし
て全体をコントロールするものの、実務展開では取
締役製造部長をプロジェクトリーダーに据えた。ま
た、将来の管理者候補である若手社員5名を参画さ
せ、活気あるプロジェクト活動になることを期待し
た体制とした。

第1期＜専門家継続派遣事業①＞
（平成27年10月～平成28年9月（12ヶ月））
　当社の課題は、単年度での売上や利益目標は掲げ
ているが、目標を達成するための事業計画や具体
的な行動計画が策定されていないことであった。
したがって、以下の支援テーマを実施することにし
た。

1）計画経営の仕組み作り
①�事業計画を策定するとともに行動計画
を作成・実行することで目標管理体制
の構築を図る。
②�月次で事業実績が組織として把握でき
るよう会議体を導入し、PDCAサイク
ルが回せる仕組み作りを行う。

2）全社的5S活動の推進
①�全社で5S改善活動に取り組むことで経
営のベクトルの共有化を図る。

②�5Sにより工場のスペース確保や、在庫のスリ
ム化とクリーン度の向上を図る。

　これらの取り組みにより、次のような支援成果を
あげることができた。

1）計画経営の仕組み作り
・�中短期事業計画、部門行動計画を立案すること
ができた。

・�経営改善を進める推進体制を構築することがで
きた。

・�社長や管理職クラスにPDCAサイクルを徹底さ
せる気運ができた。

・�管理会計導入による経営の「見える化」が進み、
品質問題の管理を含め、数字での経営管理がで
きるようになった。

・�第1回の経営計画発表会を開催し、全従業員・
ステークホルダーに経営方針を公開し、計画の
徹底を図ることができた。

2）全社的5S活動の推進
・�5Sの展開計画書を立案し、PDCAサイクルを徹
底することができた。

・�「すぐやる改善」「じっくり改善」に区分し展開、
「5S発表会」を定例化することができた。

・�材料在庫削減に着手するため、分散していた材
料の一元管理や支給先への適正化を要望するこ
とにより、例えば原料発注単位については、今
まで1000㎏単位だったものが500㎏単位と半分
まで減らすことができた。また、200ケース持
たなければならなかった製品在庫を100ケース

プロジェクト推進体制

アドバイザー

調査（データ収集・分析）、改善案（アイディア）の提示、改善の実施、改善進捗の報告

改善後のデータ収集、改善成果の確認、改善成果の報告、学習

液体
製造

粉体
製造

製造
管理

工務
営繕

品質
管理

企画
開発

総務
部

営業
部

サブ・プロジェクトリーダー（ＳＰＬ）

プロジェクトリーダー
（ＰＬ）

プロジェクトオーナー
社長

統括
スケジュール立案
モニタリング
ＳＰＬのフォロー

目標掲示
承認（決定）
監視（モニタリング）
ＰＬのフォロー

調査・分析・整理、改善案まとめ、
部門間調整、改善進捗管理
成果の取りまとめ・成果報告
ＰＬのフォローアップ

プロジェクト推進体制

プロジェクト推進体制
※�社長を下段に置いたのは、社長がプロジェクト全体を支え
るという意思表示である。

支援内容と支援成果

工場設備
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まで半減することができた。
　しかし、プロジェクトメンバーのやる気は高まっ
ていったものの、両テーマとも計画立案段階から実
行段階に移っていく段階で、改善中途や未着手のテ
ーマが残るなど、改善の歩みはスローペースであっ
た。特に製造部門の改革、営業部門の強化が急務で
あり、PDCAサイクルを十分に回すことができてい
ない状況にあった。PDCAサイクルを定着させると
ともに自力でPDCAサイクルを回していく中心人材
としての経営幹部の人材育成という課題が浮き彫り
となった。

第2期＜専門家継続派遣事業②＞
（平成28年10月～平成29年9月（12ヶ月））
　第1期の支援を終え、おおむね当社の計画経営の
仕組みは創ることができた。しかし、真に重要な課
題は、この仕組みの実践を通しての定着と自立化で
あることから、第2期は次の2つをテーマとして支援
に取り組むこととした。

1）計画経営の定着
①�行動計画が具体化するよう、徹底的に5W2Hに
落とし込むとともに、この実行が着実になされ
るよう支援を行う。
②�PDCAサイクルを着実に回すことができるよ
う、会議体が機能するよう運営に注意を払い、
目標管理の定着化を図る。
③�当期の実績の総括を行い、それを踏まえた次期
計画の作成を行うという年次サイクルの実行の
伴走支援を行う。

2）全社的5S活動の継続と運営の自立化
①�全社での5S改善活動が継続的に実施されるよ
うな仕組みづくりと重点テーマが着実に推進さ
れるよう支援を行う。
②�支援受入体制は第1期に同じとすることで改善
活動が自立的に運営できるような支援を行う。

　これらの取り組みにより次のような支援成果をあ
げることができた。

1）計画経営の定着
・�行動計画の項目ごとに5W2Hで具体化され、そ
の実績報告が会議体で確認される運営が定着し
た。

・�特に変動損益計算書や経営管理表、業績管理表
の作成・活用が定着した。また経営計画もプロ
ジェクトメンバーが中心となり作成できるよう
になり、PDCAサイクルが自分たちで回せる状
態となった。

2）全社的5S活動の継続と運営の自立化
・�5S活動は、一部遅れもあるが全般的には着実
に進展し、改善効果が随所に表れる状態となっ
た。

・�5S活動の取り組みにより、粉体ラインのレイ
アウト改善や計量作業・梱包作業方法が改善さ
れ、稼動時間は横ばいであったものの、製造量
は、平成28年8月期（69期）では、1937㌧であ
ったものが、平成29年8月期（70期）では2125
㌧と約110％、生産性が向上した。この改善は
収益に大きく貢献した。

　これら全体の取り組みを通じて大きく4つの点が
目に見える支援成果としてあがった。
　一つ目は、大型投資しても償却負担を吸収し計画
以上の収益を確保できるようになるなど、財務面が
利益体質に好転したことである。
　二つ目は、経営人財が育成されたことである。プ
ロジェクトに参画したプロジェクトリーダーの取締
役部長はその成長が認められ常務取締役に昇進し社
長の右腕的存在へ成長、他のサブプロジェクトリー
ダー5名も管理職へと昇格することができた。
　三つ目は、低収益体質を脱却し、大幅な増益を達
成したことである。売上高については、支援開始時
点の平成27年8月期に対し、平成29年8月期は5％の
増収であったが、同期での経常利益は約40％増と大
幅な増益を達成した。
　四つ目は、中期計画5ヶ年計画を策定できる体制
整備を行ったことである。直近の中期経営計画では
4年後の74期目標は売上高978百万円、営業利益率
6.6％と会社の業績はもちろんのこと、賞与3.5ケ月
と社員への還元目標を掲げられる企業に成長した。



40 「危機感」社長就任から始まった全員参加の経営改革！―「計画経営」導入と「5S改善活動」を軸にPDCAの徹底により、企業体質向上と収益大幅向上の実現―

　これらの成果は、計画経営導入支援により定着化
した経営計画発表会の場で全社員に共有されること
となった。なお今期業績は計画値以上の実績を達成
できたため、決算賞与というカタチで還元されたが、
社員からは「こんなにもらって良いの？」と声が上
がるほど全社員をあげて取り組んだ経営改革の成果
や達成感を皆で共有することができたのである。

　第2ステージまでの取り組みにより、計画経営や
5S活動の定着は図られつつある。ただし次のよう
な課題も見えてきている。
1．�当社は収益を確保できる企業に変革したもの
の、社内クレームが増加傾向にあることから、
今後顧客重視の観点からも品質管理の抜本的
な改革が必要である。

2．�支援成果である計画経営や5S活動については、
後退することのないよう継続的な取り組みが
必要である。

3．�現在使用している生産管理システムは老朽化
しており、実態とのズレが生じているため、
将来を見据えた課題の洗出しとあるべき姿を
明確にしたシステムの導入が必要である。

4．�情報収集の範囲を広げ、商品開発力の強化・
取組みが必要である。

　以上の課題についても、今後の取組みを期待した
い。

今後の課題

経営者のことば
　2年間の専門家継続派遣事業を終えて社内のだれもが「取組んで良かった！」と感じ
ているはずです。
　支援を受ける前の当社は、目標は立てても必ず達成させるという仕組みも意識もなく、
これもあれもできないという固定観念で凝り固まっていました。
　事業の実施当初は、「なぜこんな大変なことやらなくてはならないのか」という反発
もありました。
　しかし、苦労しながらも取り組みを進めていく中で、成果が実感できるようになって
くると、社員の意識に変化が現れ始めました。
　現在は、財務や売上データの見える化も進み、業績も伸び、社員の意識も上がり、良い循環ができてきたと感
じています。今年9月に開催した経営計画発表会では、取組の成果と達成感を全社員で共有することができました。
　専門家の指導だけでなく、PMやCADによる四半期ごとの進捗チェックとアドバイスも、意識を落とさずに取
り組みを継続できたポイントだと思います。
　自分たちだけで進めていかなければならないこれからが重要であり、更なる発展に向けて引き続き取り組みを
進めていきたいと思います。

代表取締役
高橋　美帆�氏

プロジェクトマネージャーのひとこと
　新任社長として現状経営への危機感を抱いたこ
とから、自己研鑽のため中小企業大学校仙台校で
経営を学び、更に経営相談窓口で経営の見える化
を進め、経営課題を浮き彫りにしてから支援を受
け入れた。経営課題は多岐に渡っていたが、社長

は改善活動に全従業員も巻
き込みアドバイザーと一体
となって果敢に取組んだ。
経営革新に成功し利益の出
る、出せる企業体質にした
モデルとなる支援であっ
た。弛まぬ経営革新を期待
している。

畑中　章市　東北本部
プロジェクトマネージャー
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【事例の要約】
　当社は大手自動車部品メーカーから安定的な需要があるが、最近は多品種少量生産の傾向にあり、需要に
合わせた柔軟な生産体制の構築が必要となっていた。また、売上げが落ちると収益性が落ちるという財務体
質であり、その体質を変える為の分析を進め、改善する必要もあった。生産面では、計画的な生産ができて
いないという問題を抱えており、受注情報の内示と確定の差により、受注予測の正確性がゆらいでいた。顧
客との定期的な連絡会を設け、内示と確定の差を少なくする改善を行った。日々の生産については「見える
化」が不十分であり、「45度線管理」の実践を通し、生産の遅れ・進みを「見える化」した。製造においては、
作業の標準化、作業要領書を作成し、工程内不良の削減などにも取り組んだ。このような多岐にわたる改善
活動の結果、計画的な生産が実現でき、部門間の風通しも良くなり、自立的な改善能力が向上した事例であ
る。

企業名　株式会社共進
業　種　輸送用機械器具製造業
本社所在地　長野県諏訪市中洲4650
資本金　30百万円
設　立　昭和37年5月
売上高　1921百万円（平成28年4月期）
従業員　165人（正社員100人）

　当社は、自動車の変速機用ソレノイド部品を大手
自動車部品メーカーに納入している会社である。
　業務内容は切削加工・研削加工の他に、金属の加
圧変形を利用したカシメ接合加工を行っている。
　カシメ接合は、材料・加工時間を削減し、高品質・
低コストを実現している。また、異質材の接合にも
その真価を発揮している。

　平成27年10月、過去に中小機構が支援した材料・
医療機器メーカーの紹介で当社とコンタクトを取る
こととなった。紹介した企業と当社は、SESSAと
言う企業グループの一員という関係性であった。調
査の結果、当社は、計画的な生産が出来ず、生産に
混乱を生じさせており、生産管理面の課題が大きい
ことが分かったため、ハンズオン支援を実施するこ
ととなった。

　当社は、工程内不良が多く、それが生産の計画・
進捗管理に大きく影響を与えていた。また、生産の本社外観

企業概要

中小機構との出会い

プロジェクトマネージャーの視点と経営課題の設定

経営基盤強化型

スムーズな生産を実現する為の
現場一体となった生産管理
―生産を阻害する要因の排除と改善に取組み計画生産の実現―

関東本部　統括プロジェクトマネージャー　塩山　知之

株式会社共進
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進捗管理にも問題が多くみられ、生
産変動への対応に弱点を持ってい
た。これらの課題を解決し、安定的
な生産を行えるようにすることが重
要だと思われた。
　工程内不良の問題は、毎年会社目
標にしているものの、目的・目標に
対してコミットが弱く、結果として、
毎年同じことを繰り返し、目標の達
成が出来ていなかった。その上、部
門間の風通しの悪さというコミュニ
ケーション上の問題も感じられた。
　これら問題に対し、まず、工程内
不良等の生産計画上の問題を解決
し、生産の指示精度を高めるととも
に、需要変動や納期変更に対して柔
軟な対応ができる体制を築くこと。
さらに、製造の管理技術を高めるこ
とを目指した。
　支援目標は、「生産情報の共有化
と需要変動に強い職場作りを達成
し、全体最適を目指すこと」とした。

　支援に当たって、企業側のプロジェ
クトメンバーは、生産の全体最適を
目指すため、営業・製造・品質・生
産管理各部署の経営幹部を中心とし
た。また、社長から、各部の部長の
育成要望があったため、プロジェク
トを通して、経営幹部のマネジメント力が育成され
るような支援を行うこととした。
　中小機構側は、生産の全体最適を目指す狙いから、
大手自動車部品メーカーの工場管理を経験した専門
家をアドバイザーとし、プロジェクトマネージャー
も積極的に支援に加わり、チームとして支援活動を
実施した。

第1期＜専門家継続派遣事業①＞
（平成28年8月～平成29年5月（10ヶ月））
　当社の課題は、需要変動に強い職場づくりである
ため、以下のような支援テーマを実施することにした。
1）需要変動に強い職場づくり
　①全社の現状分析（課題把握）
　②�生産管理面の現状把握と課題分析、課題対応策

の検討
　③需要変動への柔軟性を阻害する要因の改善
2）生産管理システムの構築と計画生産
　①設備と製品の選択と生産割り付けの仕組み
　②�現状システムソフト（ビジネスリンク）の問題

解決
3）リードタイム短縮と在庫の低減
　①レイアウト改善と工程内仕掛在庫の低減

プロジェクト推進体制

プロジェクト活動の様子

支援内容と支援成果

支　援　前 支　援　後

戦 略 ・海外を見据えた経営戦略あり
・営業戦略無し

・経営戦略として海外展開と教育
・�営業戦略として取引メーカの拡大・
他分野への進出

計 画
・�中長期計画なし、部門別計画ある
が、完結できず
・生産計画に対し実績差大きい

・中長期事業計画策定（2期支援予定）
・�部門別事業計画策定（行動に移せる
計画づくり）
・生産計画達成率向上（96.8→99.4%）

管理・仕組
・使用経費実績管理
・�生産進捗管理仕組みあるが機能ぜ
ず

・許容原価管理方式導入（2次支援継続）
・予算実績管理導入（2次支援継続）
・�45度線管理実施により計画達成率向
上107%

組織・人材

・管理者、問題解決力低い
・�部門間の風通し悪くコミュニケー
ション不足
・製造の標準化能力低い

・�管理者の問題解決力向上により、廃
却不良金額20％低減
・�部門間会議体による情報の共有化実
施
・製造の標準化推進し、不良半減

そ の 他 ・5S活動やってはいるが定着せず ・�5S定着に向けた活動（部門間の差あり）
・不良率0.3％削減

支援メニュー H25 H26 H27 H28 H29 H30 支援内容（支援テーマ等）

専門家継続派遣事業① 生産システムの構築

専門家継続派遣事業② 生産体制の強化
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【質的変化】



43

株
式
会
社
共
進

　企業の状況を調査してみると、生産管理が上手く
機能していない背景には多くの問題があることが分
かった。
　その一つが工程内不良の問題であり、その廃却額
は年間売上額の1.7％になっていた。現場では、作
業標準書が整備されていない部署もあり、加工条件
の変更も作業者が容易に行えるような状況であった。
　このように甘い管理下で作業していた結果、工程
内不良が突発的に発生し、生産全体に大きな影響を
およぼしていた。
　また、生産管理面では内示と確定の差が大きく、
生産の指示情報の精度に問題があった。必要でない
在庫も増加し、生産計画も常に追加・変更を余儀な
くされ、計画的な生産が出来ず、製造部への信頼が
低下し、連携の悪さが見られた。
　このような状況から、生産管理の再構築だけでな
く、生産現場の体質改善も必要であると考え、支援
テーマが『需要変動に強い職場作り』となった。
　最初の取組みは、廃棄不良の問題に対してであっ
た。廃不良内容を調査してみると、大きく3つの問
題がある事が分かった。一つ目は同軸度不良の問題
であり、構成する部品の精度や組立て設備の治具な
どの構造物の問題があった。二つ目は欠け不良の問
題であり、出荷前に全数検査を実施し、ムダな工数
を多くかけているというものであった。三つ目は突
発的に起こる大量不良であり、作業者により発生率
が変化するという問題があった。その背景には、標
準化がなされていない事により、作業者の属人的な
技量に任せている管理上の問題と業務のやり方があ
ることがわかった。初期の支援では、この3大不良
を製造担当、品質保証担当を交えて、原理原則に基
づき着実に改善してきた。その結果、不良発生率は
前年比20％低減することができ、廃却金額も360万
円／年削減することが出来た。
　生産の指示情報精度の問題については、客先と定
期的なミーティングを行い、受注情報を聞き込み、
需要予測向上に努めた。
　また、初工程のブランクでの自動盤工程に於いて
は、生産計画と実績の見える化を実現する為「45度
線管理」を定着させ、進捗管理のルール化を図った。
このような対策実施の結果、ブランク工程に於いて
計画遵守率が改善前96.8％→改善後99.4％と向上し
た。

　支援の成果としては次のとおり。
1）需要変動に強い職場づくり
　・�工程内不良の原因判明。削減目標値には到達で
きなかったが、原因を明確にし、改善が実施で

きた。
　・不良率ワースト製品における不良率の削減

項　目
不良率

改善前 改善後 削　減
GU 40 31.0% 11.0% △ 20％
二つ溝 4.0％ 2.8％ △1.2％
全　体 0.5％ 0.2％ △0.3％

　・�客先との情報交換を密にし（客先との定期的な
連絡会の実施）、内示情報と確定情報の差が縮
減した

2）生産管理システムの構築と計画生産
　・�45度線管理の実践・定着と、進捗管理のルール

化を図った
　　（計画達成率：改善前96.8％→　改善後99.4％）
3）リードタイム短縮と在庫の低減
　・リードタイム見直しと発注方法ルール化の実践
　・PCシステムは開発中�

　第1期の支援を通じ、当社は、スムーズな生産を
実現する為の基礎固めを達成した。改善は継続して
実施され、今回の支援で得た改善手法、ノウハウを
会得した人材を生かし、実行力を向上させ続けてい
る。
　次なる課題は、更に一段上のレベルを目指すこと
で、平成29年7月から以下のような第2期支援に入っ
ている。

生産計画と実績の見える化

ブランク工程における計画遵守率の変化
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第2期＜専門家継続派遣事業②＞
（平成29年7月～平成30年6月（12ヶ月））
（支援の内容）
1）�継続できる仕組みとマニュアルに基づく生産活動
　①�中期計画と連動した部門行動計画と執行管理活
動強化

　②目標達成出来る月次実績管理の仕組み構築
　③行動に移せるマニュアルづくり
2）工程の保証度向上による品質保証体制の確立
　①�「不良を作らない、流さない」ための方法、手
順、管理の開発

　②工程内不良の削減
　③予防品質保証、出荷検査体制の充実
3）適正な見積もり制度と製造原価低減活動
　①�通年品のPQ分析に基づく、自動機のライン化・
グループ化

　②�収益性の向上につながる製造原価管理・見積り
方法の確立

　③適正在庫と効率の良い購買システムの確立

　当社の変化は、経営的には増収増益として財務上
に現れてきており、大いに評価できる。また、人材
育成の面からは、プロジェクトメンバーそれぞれに
モノづくりに対する意識の変化が見えてきた。単に
作れば良いという事でなく、いかに無駄を省いて作
るかという改善意識を持って取り組む意識が醸成さ
れてきている。
　当社の将来的な展望としては、現状の自動車業界
の方向性をつかみながら、他の分野へのアプローチ
を図っていくことである。それらの目標を中期計画
に落とし込み、各部門の目標管理へと繋げて、着実
に成長していくことである。
　以上の状況から、当社の今後の課題としては、工
程内不良を更に低減させ、廃却金額低減を目指す事

と、各部門の方針管理をいっそうレベルアップさせ
ていくこと、それらを牽引する管理者の育成である
といえる。

今後の課題

プロジェクトマネージャーのひとこと
　今回の支援にあたり、企業のニーズは生産管理
機能の再構築であった。具体的なテーマ設定にあ
たり、当社の状況を十分に調査・検討し、経営課
題全体を俯瞰した結果、企業の支援ニーズにあっ
た生産管理の再構築だけでなく、生産現場の体質
改善も含んだ『生産変動に強い職場づくり』をテ
ーマにし、支援を実施した。
　工程内不良等の生産計画上の問題を解決し、生
産指示制度を高め、納期の変更に柔軟に対応でき
る体制作りを進め、製造の管理技術を高めること
を着実に実施した結果、財務的には、増収増益に

つながり、特に営業利益が
大幅な改善傾向が見られた。
　現在、第2期支援を実施
中であり、第1期支援で得
た改善手法、ノウハウを会
得した人材を中心に、実行
力を向上させ続けており、
当社の今後の更なる飛躍に
期待したい。

塩山　知之　関東本部
統括プロジェクトマネージャー

経営者のことば
　企業を取り巻く環境が
目まぐるしく変化する
中、当社は、昔ながらの
やり方を継続している状
態でした。そんな中、中
小機構　関東本部に支援
をお願いしたのは、当社
に外部の風を吹き込んで
欲しいという思いからで
した。通常、人間は変化
を嫌がるものであり、当
然、当社社員もその傾向はありました。しかし、
担当アドバイザーの方は、実際の現場を観察し、
作業者の話を聞いて、当社のやり方を重視しなが
ら改善方法を提案するといった進め方をしてくれ
たため、当社社員も、提案してくれた内容を比較
的受け入れやすかったのではないかと感じます。
今回、ものの見方や考え方を学んだため、今後は
自社内でそれらの応用を計画しております。次は、
足元の問題解決だけでなく、ビジョンや目標の策
定及び実施方法など、高いレベルでの支援をお願
いできればと考えております。

代表取締役社長
五味　武嗣�氏

製造指示に対する計画遵守率の変化
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【事例の要約】
　当社は2007年に10年を目途とする繁栄計画を作成、その展開に入ったが、翌年のリーマンショックの影
響を大きく受け、実態は大きくずれたものとなっていた。今、新たな10年を迎えるにあたり、経営革新・第
二創業・事業承継を念頭に中期経営計画を再度立案する必要性を痛感していた。
　精密試作板金の領域で、当社は市場から高い評価を得ている。然し、これからの市場、顧客の変遷に対し
どう対応して行くか明確な指針の無いまま今日に至っていることから、今回は今後の10年に向い如何なる事
業運営をして行くべきか、次世代を担うメンバーによる事業計画の立案を行い、新たな市場への展開を果た
した。

企業名　株式会社平出精密
業　種　精密板金加工製品製造
本社所在地　長野県岡谷市今井1680-1
資本金　24百万円
設　立　昭和42年5月
売上高　1,456百万円（平成29年1月期）
従業員　137人（正社員104人）

　当社は、1964年（昭和39年1月1日）現社長である
平出正彦氏の父君の平出輝格氏が「平出精密板金製
作所」として創業した。平出輝格氏は東京府幹部機
械工養成所を卒業後、昭和17年に岡谷市に新設され
た航空機体部品製造会社、浅野航空工業に、航空機
鈑金指導員として従事した。
　戦後、岡谷の地で創業するにあたり、自分の持つ
航空機鈑金技術・技能が会社事業として成り立つと
信じ、「高度な技術をもって、社会に貢献する」と
いう精神の下に起業した。

本社外観

企業概要

経営基盤強化型

10年後を見据えた
中期経営計画の立案と推進
―今後の事業の方向付けと戦略・計画の推進―

関東本部　プロジェクトマネージャー　杉浦　成人

株式会社平出精密
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　現在は、航空機鈑金技術をベース
に、半導体装置、計測機器、印刷機
器、医療機器といった様々な業種・
業態にパーツを納める、「精密板金」
を本業とした会社に成長してきてい
る。

　当社と中小機構の接点は、機構事
業として平成16年より実施された事
業化支援事業にて洗浄機の開発・事
業化を支援した事がきっかけとなっ
た。その後平成23年には戦略的CIO
育成支援事業を実施し、当社の生産
基幹システムの構築支援と現社長平
出正彦氏の長男である平出琢磨氏の
CIOへの育成支援を行ってきた。
　今回の支援に至るきっかけは、中
小機構関東本部が主催する経営者向
けセミナーにて平出社長と再び面会
し、当社の状況について意見交換を
したことから、企業訪問を実施、支
援提案へとつながった。

　当社は2007年に繁栄計画書と言う
形の10年を見据えた中期経営計画を作成したが、そ
の後のリーマンショックや東日本大震災、円高を乗
り切るための顧客の海外進出などの影響により、計
画とは程遠い状況にある。立案から10年を迎え、且
つ会社創立50周年と言う節目を迎え、再度、中期経
営計画を作成し次の10年を迎えるにあたり、全社員
心を一つに邁進して行きたいと言う希望を持ってい
た。
　次の10年を考えるにあたっては、後継者である平
出琢磨専務を中心に中期経営計画を策定し経営革新
を目指したいとしており、中期経営計画の立案と共
に、タイを中心に進めている海外展開について拡大
していく為の施策についても考えたい希望があった。

　更に、外注業者、試作品業者に甘んじる現状から
の脱却を図り、自社開発製品を持ちたいとして、か
ねてより小型洗浄機を開発販売しているが、この製
品を含め自社製品を持ったメーカへの変身を長期的
に希望している。
　この業界における当社の位置は、精密試作板金加
工と言う業態に特化し、且つ自動プログラムを活用
して短納期対応を可能とした営業方針は、各方面の
顧客から支持され、全国的に知名度も高い。顧客層
もOA機器メーカの他、総合電機メーカ各社からの
発注も有り、幅広い取引関係を築いている。一方で、
多くの市場、顧客に対しても係わりを持っており、
製品の種類も多岐に亘っており、当社の指向を見え

中小機構との出会い

プロジェクトマネージャーの
視点と経営課題の設定

支援メニュー H27 H28 H29 H30 支援内容（支援テーマ等）

専門家継続派遣事業 中期事業計画立案推進
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単位：百万円

売上高と経常利益

支　援　前 支　援　後

経 営 計 画
10年前に中期経営計画を立案した
が、リーマンショックの影響で経営
計画そのものが破たんしていた。

高収益企業を目指す中期経営計画を立
案、顧客・市場分野集中により高収益
に結び付けるべく、新たな中期事業計
画を立案、その推進体制を明確にし実
行に着手した。

事 業 戦 略 景気変動に左右されやすい市場を中
心とした事業構造であった。

景気変動に左右されにくい市場開拓を
推進、現行市場と並ぶ市場に育成して
行く。

人 材 戦 略

リーマンショック以降入社した人材
が80％を占め、人材的な偏りが大き
った。離職率についても高いものが
有った。

採用・育成基準の見直しを行うと共に、
社員個々のキャリアプランを作成、個
別の人材育成計画を策定する事とした。

自 社 開 発
商 品 の
事 業 確 立

自社開発の洗浄機事業を10年間継続
してきた。それなりの評価は得てい
るが、事業として成立するレベルに
は至っていない。

採算レベルに持ち上げる為、シナリオ
の作成が不可欠、今後の課題として持
ち越す事となった。

海 外 戦 略
主要顧客からの要請に応じ進出して
きた。国内事業との連携が無く、位
置付けが不明確となっていた。

海外単独での業績は改善しており、生
産性、品質の向上も見込める状況とな
っている。今後、国内事業との最適分
担について検証して行く。

【量的変化】

【質的変化】
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づらいものにしてきた。
　この事から、当社の尖った技術、製造能力を十二
分に発揮できる市場戦略、技術戦略を包括する中期
経営計画を立案し、利益体質を構築するべきと考え
た。
　上記の通りの当社の置かれた背景から10年後を見
据えた中期事業計画の立案と実行をメインとした。
更にその立案に当たっては、後継者である平出専務
が中心となり、全社員一丸となって立案推進すると
言う観点から、各部門のこれからを担う人材を抜擢
し、プロジェクト方式で実施する事とした。
　1）中期経営計画の立案
　　�　比較対象となる競合に対し見劣りする事業規
模、利益率を改善していく為に全社的な事業方
針の見直しから分析を行い、更なる利益体質強
化の為の施策を検討する

　2）海外展開の活用拡大
　　�　既設の拠点であるタイ工場、インドネシアの
プログラム開発拠点の活用を拡大し、事業拡大、
利益拡大に寄与すると共に顧客の海外進出への
対応に寄与する施策を立案する。

　3）自社開発製品の育成
　　�　既に小型洗浄機を市場投入しているが、市場
規模は拡大できていない。この製品を含め、最
終製品の開発を継続しメーカへの変身の道筋を
作る。

　今回のプロジェクトは「10年後を見据えた中長期
計画の立案と推進」とした。従い、10年後に会社の
中核となっている社員がメンバーとして策定するこ
とが望ましいと考えたが、現行の経営の連続性も重
要な要素である。
　幸いに当社には、将来の経営幹部と成り得る中堅
プロパー社員が居り、また現在の経営方針を立案し、
実行して来ている、一流企業を経験した後に当社に
移籍した経験豊富な社員も居る。この両方の社員を
プロジェクトに参画させ最適なプロジェクト推進体
制を構成した。

　リーダーは後継者である平出専務とし、他社から
移籍した現在の経営幹部3名、現在管理と生産部門
を熟知した中堅プロパー社員2名の合計6名のプロジ
ェクトチームを結成した。又、10年後を検討するに
は従来とは異なる視点が重要なことから、社長がプ
ロジェクト内の意見交換には参加せず、プロジェク
トメンバー間で自由闊達な意見を出しあって進め、
プロジェクト活動終了時に社長へ報告を行うことに
より経営の方向を確認できる仕組みとした。
　機構側の体制は、プロジェクトマネージャーが直
接管理者を兼ねると共に経験豊富なアドバイザーを
投入した。今回の支援は、事業計画の立案と言う経
営全般に係わるテーマである事から、大手企業にお
いて幹部を歴任し、関係会社の経営にあたった経営
経験を持ち、かつ、機構内においてチーフアドバイ
ザーとして豊富な支援経験を持つ専門家を起用。当
社の目標が着実に達成できる支援体制をとった。
]

第1期＜専門家継続派遣事業＞
（平成28年11月～平成29年6月（8ヶ月））
「10年先を見据えた中期経営計画の立案と推進」
目指すべき主題は高収益企業である。戦略毎に方向
性を見出し高収益に結びつけるための議論を行い、
結論をまとめる支援を行った。

1．顧客戦略
　　�　差別化戦略を進めたうえで　集中戦略（既存

顧客+戦略的新規顧客）を構築する。更に仕様
を考慮した選別受注と共に、リピート品の率を
上げていくことを実行する。また現在は景気に
左右されやすい液晶・半導体分野の受注に軸足

プロジェクト推進体制

プロジェクト活動の様子

支援内容と支援成果
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を置いているが、中長期計画では景気に左右さ
れにくい分野の市場を開拓し、液晶・半導体分
野に並ぶメイン市場に成長させる。

2．製造戦略
　　�　顧客戦略と共に生産能力の拡大は、高収益企
業を目指す上で必須である。限られた資源の中
から重点投資により売上拡大を支える生産能力
の増強を実現する。

3．人材戦略
　　�　省人化を可能とするITインフラ整備や自動
化戦略を構築する。事務系はIT活用の充実に
より人員増を抑える。離職を抑える人事制度の
充実、階層毎の人材教育など組織力の強化を達
成する。

4．自社開発商品の事業確立
　　�　10年間の経験を有する洗浄機事業を確固たる
ものにすべく今後の事業戦略を明確にし、実行
していく。汎用型洗浄機の開発販売を行いつつ
客先を広げ、現行品との部品共有化、リードタ
イム短縮、友好顧客選別による拡販と販売効率
向上を行い一定の販売量を確保できる事業体制
を目指す。

5．海外事業戦略（タイ工場）
　　�　主要顧客からの要請により進出した事業であ
る。残念ながら、現状は位置付けが明確でない
事から、今後の位置付け、選択すべき事業、工
場規模の拡大等についての検討をする必要が有
る。

　以上のテーマに対し、高収益企業への変貌を目的
としたそれぞれの戦略を立案、実行のマイルストー
ンをプロジェクトにて推進した。

　これらの取り組みにより次のような成果をあげる
ことができた。
1．顧客戦略
①　�主柱事業である板金加工事業において、顧客・

分野集中により、顧客密着の確実な営業基盤を
作る。

②　�広範な顧客開拓は行わず、既存重要顧客＋戦略
的新規分野（顧客）に密着する　⇒即ち、景気
に左右されにくい食料品や医療分野を新たに開
拓し、液晶・半導体分野に並ぶメイン顧客とな
る様育成する。

③　�中期事業計画では、これら新規開拓市場により、
2020年度において、2016年度比26％の伸長を目
指す。

2．製造戦略
①　�重点投資により売上拡大を支える生産能力の増

強を行う。この重点投資は最小限の投資で最大
限の効果を生む施策である。これにより人件費
を効率よく活用し、人員増を抑えながら売り上
げ増に対応していくことが可能となる。品質改
善努力を継続し、中期計画では不良率を半減さ
せ、顧客の信頼を得ると同時に品質コストを削
減する。本中期計画において、2017年度、2018
年度それぞれ億単位の設備増強を計画した。

②　�原価低減では2020年度において、部材費・型費
の10%削減、生産効率向上20%を達成すること
を目標とした。

③　�生産管理の充実により平準化を実現し、納期短
縮による最大の効果を生かしていく。自社開発製品：洗浄機SpiralWash
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④　�生産量増加に伴い、外注品・内作品の区分を明
確にし最適生産を実現する。これは物流改革の
実現にも貢献する。

3．人材戦略
　　�　将来に向け、必要な能力を持った人材を必要
な時に必要な数揃えていられる環境を作る事が
必要である。その為に、将来を見越しての採用、
育成計画を策定した。

①　�「必要な人材は変わる」を前提にした採用の実
施　

②　�社内の適材配置と隠れたタレントの発掘を狙っ
て全社の人材の棚卸

③　�採用・育成基準の見直し（職種毎の適性、要件
の設定、多能工要員）

　　・職種毎の適性、要件に合った人を採用
　　・�多能工要員（複数職種対応可能者）確保も目

指す
④　組織毎に定員を決める
⑤　�理想の組織、業務運用を念頭に置いた教育計画

の展開
　　・�個々のキャリアプランを作り、個別に教育計

画を策定する
　　・各分野でプロを揃える（マイスター作り）
　　・�多能工化を視野に入れた教育（間接部門中心）
　　�　これらに加え、製造の効率向上と品質改善、

間接部門の効率改善の図れるITインフラを構
築し安定的、効率的に業務ができる環境作りを
目指すべく、IT担当者の採用に踏み切った。

4．自社開発商品の事業確立
　　�　ユニークな技術に裏付けされた製品である
が、採算レベルに持ち上げるためのシナリオ（含
む数値裏付け）、計画化、猶予期間・総投資金
額の設定が必要である。残念ながら、今回の支
援期間中には、本製品の事業計画立案にまでは
至る事が出来なかった。

5．海外事業戦略（タイ工場）
　　�　自社開発商品同様に詳細な事業計画立案にま
では今回至らなかった。精密板金の競争力は高
く、損益状況も改善している。更に主要顧客か

らの受注は堅調であり生産性や品質の向上が見
込める状況にある。この状況下、市場を見直し
最適な事業計画を今後立案し検証を進めていく
事になる。

　以上のような取組みにより、主柱事業である板金
事業においての中期戦略において、事業計画の纏め
とそれに基づく行動計画が明確な形で策定された。

　本事業計画の推進により、2020年度の売上高は
2016年度比26％増、更に経常利益率10％を目指すも
のである。因みに本施策の成果として、2017年度の
売り上げ見込みは、対前年13％増を見込んでいる。

　上記に示した戦略を着実に実行することにより
2020年を中期的に見据え、売上は26％増、利益は3
倍を目指すことができる。2021年以降の長期計画は
更なる発展を目指す。
　この増収増益を実現するためにはマネジメント改
革とこれらの目的に向い一丸となって社員全員が同
じ方向を向いて最大の努力をし続けることが不可欠
である。
　当社は先端加工分野、或いは試作加工分野での事
業展開を今まで行ってきた。この事は当社の技術力
を高め、対外的な評価に繋がって来たが、一品料理
的色彩の強いビジネスは、必ずしも利益の向上に直
結しないという面が有る。今回のプロジェクトにお
いて、メンバーはこの点についても気付きがみられ
ており、今後の事業方針にどう反映されていくかが
楽しみでもある。

今後の課題
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経営者のことば
　この度は経営基盤強化として、10年後を見据えた中期経営計画の立案と推進というテ
ーマで、今後の事業の方向付けと戦略・計画の推進のお手伝いを、中小企業基盤整備機
構関東本部の杉浦プロジェクトマネージャーにご相談を申し上げ、何回かのお打合せの
後、髙瀬登志夫先生をアドバイザーにご推薦頂き、8か月に及ぶご指導のもと、中長期
経営計画を作成し、明文化することが出来ました。2007年に策定した10年を見据えた経
営計画は、翌年のリーマンショックや東日本大震災、その後の急激な円高等、未曾有の
出来事が重なり目先の対応に追われ精一杯でありながらも、自社商品の開発、自社技術
の高度化、また、海外進出と新規事業を次々とすすめており、新たな人材も多数入社さ
れ、他社での経験豊かな方もあれば、海外拠点のそれぞれの国の実習生、新入社員、パ
ートさんアルバイトさん、などなど、多種多様な従業員構成となりました。また、会社
設立50周年を迎え、技術・技能継承ばかりではなく、事業継承そのものも、従来の進め方を大きく変革する、い
わば第二創業として考え進めていく時となっていました。今回のご依頼はまさにこのようなタイミングでした。
社長以外の6名のプロジェクトメンバーによる、定例会議として、この中期経営計画策定においては、それぞれ
の意見の違いや、受け取り方の違いを議論し、疑問点など必要に応じ、社長とのすり合わせを行い、中身のある
大変良いもができました。これも、ひとえに、髙瀬先生、杉浦マネージャー他、中小基盤整備機構各位のお力添
えの賜物と感謝申し上げます。今回の成果を、いよいよ現実の日付を付して、全社的に展開してまいります、全
社一体となって高収益企業を目指してまいります。今後ともご指導、ご支援をよろしくお願い申し上げます。
　有り難うございました。

代表取締役
平出　正彦 氏

プロジェクトマネージャーのひとこと
　今回の支援については、10年間改訂されて来なかった中期経営計画の立案・推進と言うものであったが、平出
社長の意図として、プロジェクトチームで経営計画を立案する事により、プロジェクトリーダーである後継者・
平出専務の経営計画立案を通じての意識向上、更にプロジェクトメンバーである幹部社員の経営参画意識付けと
言う効果を期待しての支援依頼と思えた。
　特に、幹部社員については、一流企業出身のメンバーとプロパー社員との間に若干の意識のズレも感じられ、
プロジェクトによるこれらメンバー間の融和も期待された所でもある。
　プロパー社員の幹部については、従来経営計画そのものについてタッチした経験もなく、漫然と日常業務に従
事して来た者も多い。この点については平出専務と共に将来を担う人材の育成と言う意味で見えない質的な効果
が大いにあったと思える。アドバイザーはこの点について、当初より十分意識しており、特にプロパー社員の意
識向上に配慮した支援を行った。
　事業内容の検討については、自動車・電機・電子・OAと言った単純に事業規模を追う市場に偏らず、事業の
継続性、市場の安定性と言った事業運営全体を考えた顧客戦略を立案した。この点については2つの意味で大い
に評価をしたい。
　第1は現場の負荷状況を知るプロパー社員が参画し、平準化した生産を継続できる事が最も効率的に利益に貢

献できることを認識の上、市場戦略を立案した事。第2は市場、競合の分析をしっかり行っ
た上で、その市場性を評価し顧客名まで明確にし、攻略戦術、規模計画にまで落とし込んだ、
実現性のある戦略を立案した点である。
　本経営計画は、その緒に就いたばかりであり、効果が出るまでには未だ時間が掛かると思
われる。図らずも、本年は市場の追い風もあって受注が拡大して来ており、経営計画立案の
効果だけが要因とはいえないが、意を強くしたプロジェクトメンバーによる一層の力強い
前進を期待できる状況にある事は大変喜ばしく感じている次第である。自由な発想で現在
の会社方針とは異なる、あるべき将来を纏め上げたメンバー、それをじっと我慢しながら
も軌道修正をしてくれた社長に敬意を表すると共に当社の将来を大いに期待したい。

杉浦　成人　関東本部
プロジェクトマネージャー
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【事例の要約】
　昭和49年に町工場としてスタートした当社は、松永会長・社長の強力なリーダーシップで日本一の車椅子
開発・製造・販売会社に成長。しかし、従業員が誇りをもって働く姿も、グローバルに成長する姿も見えな
い現状に社長は危機感を感じるようになっていた。身の丈に合った経営管理体制を作り、着実な成長を遂げ
ていくために、人事・組織の見直しや生産体制の再構築を決断し、中小機構中部本部の支援を開始した。人
財育成を重点におき、人事・組織体制の構築支援からスタート。続いて、海外工場を含めた生産体制の再構
築と工程の効率化・改善体質醸成の支援を受け、ものづくり企業としての人財育成、体制整備が大きく進ん
だ。更に今後は、原価管理の基礎を確立する為、管理会計導入を計画中。2020年開催の東京パラリンピッ
クを飛躍のチャンスと捉え、更なる成長を計画している。

企業名　株式会社松永製作所
業　種　�車椅子、ストレッチャー、歩行器、杖等の

福祉用具の製造・販売
本社所在地　岐阜県養老郡養老町大場484
資本金　50百万円
設　立　昭和49年1月
売上高　6290百万円（平成26年5月期）
従業員　154人（正社員154人）

　当社は、輸送用機械製造業として車椅子、ストレ
ッチャー、歩行器等を開発・製造・販売している。
主力の車イスでは、シェアNo.1を誇る国内トップ企
業。福祉器具を扱うことから身障者の採用にも積極
的に取り組んでいる。高付加価値・安心・安全の担
保の為、製品技術面では特許製品などオリジナリテ
ィの確保や高機能製品に注力している。また、グロ
ーバルな競争力確保にも留意し、平成13年、中国（上
海）に一貫製造の工場を設立し、平成26年にはタイ
に販売会社、平成27年に中国（江蘇省）に金属加工、
溶接の専門工場を開設。現在、ミャンマーにも工場

建設中。結果、
海外生産が90
％。国内がオ
ーダー品を中
心に10％とな
っている。

本社外観

企業概要

経営基盤強化型

東京パラリンピックをチャンスと捉えた
組織体制整備
―人事・組織、モノづくり、原価管理体制整備への複合支援―

中部本部　プロジェクトマネージャー　星野　博康

株式会社松永製作所

スポーツ用車椅子
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　平成26年11月に次年度のハンズオ
ン支援企業発掘の中で、当社製品の
レンタル卸をしている大手商社の社
長から紹介を受け、当社を訪問。松
永会長・社長と面談し、当社の経営
課題や決算、中長期の経営計画など
を伺った。中小機構のハンズオン支
援の紹介を行ったが、その時点では、
海外進出支援が最重要であり、施策
活用には至らなかった。その後、時
間をかけた討議の結果、活動の方向、
支援内容などについてご理解を頂
き、必要性が高まったことから、ハ
ンズオン支援を開始した。

　当社は、開発から製造、販売まで
の一貫した活動を強みに独創的な商
品や価格競争により業績を伸ばし、
売上は平成26年5月期で62.9億円、
経常利益7.16億円と国内ではNo.1の
企業となった。
　一方で、従来から顧客満足度の向
上や製品の高機能化・高価格化への
シフトは、少数の多能工とコストを
かけた対応で進めてきたため、様々
な所でゆがみや問題が顕在化していた。更に、国内
トップ企業とはいえ、市場拡大に伴う競争の激化や
介護保険法の改定を控えるなど外部環境の厳しい変
化も免れない。また、アジアの発展途上国において
もマーケットが出来つつあり、競合各社とも海外進
出を図っている。競争の激しさはますます高まって
いる状況でもある。
　当社は、ISOも取得し、海外進出もしてきた実績
があるが、事業拡大に伴う変化に、管理体制の確立
が伴っておらず、町工場的発想からの脱却が出来て
いなかった。その結果、PDCAが廻らず、ムダ排除
や再発防止策も部分的となり、その場しのぎの対策
が続いているように思われた。
　今後の発展の為、背伸びした経営拡大（膨張）を

一旦止め、中部本部のハンズオン支援を複合的に活
用し、経営管理のあるべき姿を追及する必要性が高
いと思われた。そこで、「海外生産体制を含めた身
の丈に合った経営管理体制の充実を図る」をテーマ
とし、社内体制の整備に取組む支援を実施すること
で合意した。

　1期目の支援は、人事・組織体制の構築の為、社
長をプロジェクトオーナーとし、プロジェクトリー
ダーは生産統括の次長、プロジェクト事務局はISO
推進事務局の担当主任とした。プロジェクトメンバ
ーは開発、品管、製造、営業など各部の中核を担う

中小機構との出会い

プロジェクトマネージャーの
視点と経営課題の設定

プロジェクト推進体制

支援メニュー H25 H26 H27 H28 H29 支援内容（支援テーマ等）
経営実務支援事業① 組織・人事体制の見直し
専門家継続派遣事業① 生産体制の再構築
経営実務支援事業② 2Sとネック工程対策

0

500

1,000

1,500

2,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

H25/5 H26/5 H27/5 H28/5 H29/5

売上高（左軸）

経常利益（右軸）

単位：百万円

売上高と経常利益

支　援　前 支　援　後

戦 略 ・�経営理念はあるが、その展開に戦
略性はなく、売上目標のみ提示。

・�成長の為には売上だけでなく人材、
技術、工場、管理体制などの基盤強
化が重要であると気付いた。

計 画 ・�中期経営計画や部門別計画はなく、
売上計画のみで活動。

・�部門別に課題解決の為の計画を策定
出来るようになり、評価もできるよ
うになった。（PDCAが廻るようにな
った）

管理・仕組
・すべて属人的な経験による管理。
・�積み上げ原価管理方式で、結果オ
ーライのどんぶり勘定。

・�職務を明確にし、数字による管理・
仕組みの構築、改善を意識した行動
になった。（管理会計の必要性を理解）

組織・人材

・�声の大きな人に流され、個人商店
の集まりのような組織。（責任と
権限があいまいで個人プレーが多
い）

・�自らの職務が明確になり、必要に応
じ組織変更が出来るようになった。
・�部門・個人目標が設定でき、会社と
しての活力と改善意欲が増した。

そ の 他
・�指示に対する受け身の活動が多い。
（課題・問題意識のない活動）
・人材育成の社内仕組みがない。

・支援活動の定着と自主改善。
・�人材育成の為、H30年から中小機構
瀬戸校参加を計画。

【量的変化】

【質的変化】
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多能工8名で構成した。
　中小機構側は、企業発掘の経緯と長期支援を考え
プロジェクトマネージャーが管理者を兼務し、アド
バイサーはISOシステムを熟知しており、人事・組
織案件についても多くの支援実績を持つアドバイサ
ーを選定した。

第1期＜経営実務支援事業①＞
（平成27年8月～平成28年2月（7ヶ月））
　当社は、町工場のままの体質・組織で海外展開を
進め、売上げを拡大させてきたが、現状の仕組み、
体制では課題が多く、成長・発展に限界があると思
われた。そこで、属人的な個人技で業務を進めるや
り方からチームで取組めるような組織・人事体制の
見直しを行った。

（支援の内容）
1）�意思決定の過程の透明化、決定事項の見える化。
管理者の役割・部署毎の業務分担の明確化に
よる、QCDの最終責任部署の明確化。�

2）�組織的意思決定と風土改革の為の課題摘出と
対策。

（支援の成果）
・�見える化の為の定例会議体の設定。突発事項は
緊急会議を開催し対応。
・�管理者の役割・部署毎の業務分担の明確化は業
務分掌規程を作成し明文化。
・�定期人事異動（6月）を半年延期し、今回の成
果を反映させ12月に新体制、新職制を発令。（組
織・管理の改革：管理スパン、人員配置、役割
を考えた部長、課長、主任の任命）
・�組織力の向上（現場の中心となるプロジェクト
メンバー全員がPDCAを廻し続けることの必要
性を理解し、共有した。）

　1期目の支援として人事・組織上の課題解決を優
先し支援したことは、人材発掘や組織役割の明確化
など、多くの成果が得られ、その後の活動の基盤づ
くりに役立った。また、成果を反映する為引き延ば
していた人事異動も実施され、即時に実行できる体
制が出来た事も実務上役に立った。更に、終盤では

プロジェクトメンバーに活動の趣旨や進め方が現状
業務と別ではなく、本来的な業務そのものである事
が十分に理解され、プロジェクトメンバーの多くが
部長、課長、主任へ昇格した事も相まって積極的、
前向きな活動となってきた。

第2期＜専門家継続派遣事業①＞
（平成27年12月～平成29年7月（20ヶ月））
　2期目の支援は、生産規模を拡大していく中、属
人的な活動をしてきた為、出来る事しかやらない風
土が定着し、多くの課題が残されていたことへの改
善を行った。1期目に作り上げた新職制、新組織体
制の中で、定常業務と突発業務が業務分掌通りに
粛々と出来るかの検証を進めると共に、生産管理上
の課題解決が実施された。
　2期目の支援におけるプロジェクトの推進体制は、
1期目と同じくプロジェクトオーナーを社長。プロ
ジェクトリーダーを生産統括の次長（後に部長に昇
格）とし、プロジェクトメンバーは人財育成を重視
する観点から、製造各課の課長、課長代理、主任の
14名とした。
　中小機構側の管理者は、1期目と同様であり、ア
ドバイサーは生産体制の整備に実績のある中小企業
診断士の資格を有するチーフアドバイザーを選定し
た。
　なお、この2期目の支援は5ヶ月経過した後に一度
中断をしている。その理由は、2期目開始後の中間
報告会の際、溶接・縫製工程の生産・品質と外注納
期に大きな問題がある事が分かったためである。本
件をプロジェクトメンバー全員は分かっていたもの
の、これまで改善がされてこなかったこともあり、
その状態が当たり前という認識であった。中小機構

支援内容と支援成果

プロジェクト活動の様子
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という外部の目が入ったことによって、それは放置
してよい問題ではないことが認識され、2期目の支
援を一旦中断し、まずは、特定課題の解決を先行さ
せることにした（3期目支援として後述）。　
　その後、3期目支援が終了し、特定課題解決に目
処がついたことから、H29年1月から2期目支援を再
開。その際、プロジェクトリーダーの生産統括部長
が、現地体制の整備・強化のため上海工場に駐在す
ることになったため、2期目の再開時からは、3期目
支援で成果を上げた溶接・縫製工程担当の課長をプ
ロジェクトリーダーにするとともに、前プロジェク
トリーダーとも連携し、2期目支援の取組みを中国
工場へも横展開して進める事になった。

（支援の内容）
1）生産マネジメントの強化
　　①生産管理体系の見直し
　　②生産計画と運用、情報管理の見直し
　　③品質向上の取組と海外工場との連携

2）生産フローの見直し
　　①生産フローの基本設計
　　②生産統制方法の見直しと情報化
　　③海外工場との連携

（支援の成果）
・�営業、管理部門に従属的であった製造部門が主
体性を持ちに活動。（工数把握が出来るように
なり、生産計画調整を実施）
・�生産上の課題発掘と改善のPDCAを廻すことが
出来るようになった。
・�モノと流れの情報の整理と各作業の標準化に伴

い生産性や品質向上が図れた。

第3期＜経営実務支援事業②＞
（平成28年7月～平成28年12月（6ヶ月））
　2期目支援の中間報告会で明らかになった溶接工
程・縫製工程の問題と、外注問題を対象に、徹底的
に「なぜ」、「なぜ」を繰返し、改善を行った。
　3期目のプロジェクト推進体制としては、溶接・
縫製工程担当の課長をプロジェクトリーダーとし、
プロジェクトメンバーは部下3名の少数精鋭体制と
した。中小機構のアドバイサーは多くの現場改善及
び現場改善指導実績のある大手自動車メーカーの
OBを選定し、管理者は活動の継続性を考え、2期支
援のアドバイザーを担当しているチーフアドバイザ
ーにした。

（支援の内容）
1）�工場全体のモノと情報の流れ図に基づく課題
摘出と改善計画の作成・対策。

　　①�モノの停滞個所の明確化と原因の把握

2）�溶接・縫製工程の2Sとネック調査と原因把握
　　①�改善目標の設定と改善計画の作成、対策

（PDCA管理と進捗管理方法の理解）
　　②�物流導線を考えたレイアウト改善�

（支援の成果）
・�見える化により、今まで見えなかった出図遅れ
等が改善。リードタイムが25％短縮。

・�溶接外観不良の半減、部品欠品は55％低減。
・�外注への不具合情報フィードバックによる不良
低減と外注指導が出来る人材の育成。

　3期目の支援は、2S、見える化、レイアウト変更
などの改善により、リードタイムが25％短縮し、溶
接・縫製工程、外注での問題が大幅に改善した。同
時に、メンバー全員の改善マインドが醸成された。
3期目支援の改善成果を実感しながら、第2期支援を
再開した。
　以上のような、これまで3期にわたる支援を総括
すると、1期目支援では、定性的な業務の仕組みや
組織体制の構築といった支援を行い、人と組織の管
理基盤を整備した。そして2期目支援で、生産マネ中国工場外観
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ジメントの強化を行おうとしたものの、現場での大
きな問題に気付き、柔軟に優先順位を見直し、急遽、
3期目支援を実施。2S、見える化などの現場改善活
動を行い、現場の社員レベルでの改善マインドを醸
成しながら、成果を実感することが出来た。そして、
2期目支援を再開させ、具体的にPDCAを廻す行動
や改善目標を達成する仕組みを整えつつ、実践にお
いて更にプロジェクトメンバーの改善マインドを醸
成した。

（支援概要まとめ）
1期目：経営実務支援事業①（平成27年8月～平成28
年2月（7ヶ月10回））
テーマ「事業拡大に伴う人事・組織の管理体制の構
築」
2期目：専門家継続派遣事業①（平成27年12月～平
成29年7月（20ヶ月24回））
テーマ「拡大する事業全体の人・組織・管理体制と
海外事業を含めた生産体制の再構築を図り、生産の
効率化と改善体質（人財育成）の醸成」
3期目：経営実務支援事業②（平成28年7月～平成28
年12月（6ヶ月10回））
テーマ「溶接・縫製工程の生産性と工程管理能力の
向上」

　当社は、それまで掲げていた売上目標を一旦棚上
げし、3期に渡る中部本部のハンズオン支援を受け、
人事・組織体制の構築をはじめとして本格的な組織
基盤体制作りを行った。更に、業務上の様々な基本
ルールを決めたことにより効率的な生産が出来るよ
うになった。
　今後の課題としては、開発から販売までの一貫体
制を持つ完成メーカーとしての力がより強力に発揮
できるよう、海外生産拠点である中国を含め、全社
体制で目標に向かい活動できるようにすることであ
る。そのためには、管理会計導入と利益計画の策定
が必要であると考える。現在、4期目支援の準備を
しており、平成31年6月以降の新年度から、2020年（平
成32年）の東京パラリンピック開催までの間にその
成果が発揮できる会社になる事を目指している。
4期目：専門家継続派遣事業（平成29年12月～平成

31年1月（14ヶ月28回））
テーマ「管理会計導入による原価企画、原価管理体
制の整備」⇒実態原価を押さえた健康診断型のマネ
ジメントへの変革

今後の課題

プロジェクトマネージャーのひとこと
　平成26年11月末の初対面時の松永会長、社長の
経営に対する考え方や3期にわたる決算書などを
拝見し、当社は大変素晴らしい企業であると思い
ました。成功体験も多く、時間をかけ技術と人を
育てきたプライドのある企業に対し、どうすれば
お役に立てるのかを考えながら5カ月間話し合い
ました。そんな中で社長から従業員が誇りを持っ
て働く姿や会社の成長の姿が見えないという危機
感をお伝え頂き、グローバルニッチトップを目指
している当社が、技術と個人の頑張りだけで運営
する町工場スタイルでは、この先の成長は限界な
のではないかというところに落ち着きました。
　中小機構では、テーマに応じ複合的な支援が出
来ることをご説明し、その進め方、考え方にご賛
同と信頼をいただき、その結果、数年間掲げてい
た売上目標100億円の旗を一旦下ろす英断をされ、
町工場管理からの脱却を目指して、人・組織、生
産管理・原価管理体制を整備し、組織体制を強化
する事で意気投合出来ました。
　今回の3期に渡る支援が成功した要因は、変化
を渇望していたプロジェクトメンバーが素晴らし
い専門家と巡り合え、活動を共に出来た事です。
業績については、売上高はやや減少しております
が、しっかりと利益は確保されており、業務の中
で仕組みとしてPDCAが廻るとともに着実に人財

が育っており、将来の成長
の為の大きな成果が得られ
たと考えます。今後、更に
管理会計の導入により、自
らの健康診断を毎月行いな
がら、継続的な利益体質強
化を行い、世界に羽ばたく
企業になっていただくこと
を祈念いたします。

星野　博康　中部本部
プロジェクトマネージャー

当社の主力製品
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経営者のことば
　最初に中小機構のこれまでの多大なご支援に感謝申し上げます。会長が夫婦2人で創
業して40年。山あり谷ありながら成長してまいりましたが、問題が起こってからの暫定
対策を繰り返した40年でもありました。小さなベンチャーなら仕方ないと許された時代
も遠く、完成品メーカーとして安心・安全をお客様に提供しなければならない責任は飛
躍的に増大し、社員数が少ないからこそできる家族経営的な働き方も、夢と目標と実績
を明らかにしながら待遇改善をしなければならなくなり、嫌でも押し寄せてくるグロー
バル化にもタイミングよく対応しなければならない状態のときに中小機構様と出会いま
した。
　最初は人・物・金がある大企業出身者に中小企業の相反する問題を解決できるのか疑
問でしたが、話を聞くと納得できることが多く、ましてモノづくりにおいては作る物や
規模に関係なく悩みの基本は同じであると感じました。であれば先に問題を解決してきた先輩にアドバイス頂く
ことで乗り越えていくことを決断し、中小機構様に支援をして頂くことになりました。
　面談の中で、それまでは会社が成長することで隠されてきた課題が表面化してきました。星野プロジェクトマ
ネージャーから、1つの課題を単に解決するのではなく、これからの成長に必要なテーマに優先順位をつけて、
順番に解決し、弊社に足りない部分を補えるようにと複数年での支援をご提案いただきました。
　最初は、個人の頑張りで行っていた組織を改革することでした。頑張り屋が多いのは弊社の自慢の一つでした
が、実は個人商店の集まりで、誰が何の権限で仕事を進めているのか曖昧だったのです。調べてみると製品が完
成するまでの物と情報の流れを全て把握することが不可能な程に複雑化していました。結果、各部署で不必要な
在庫や滞留を起こしており、不良が起きても根本対策ではなく暫定対策で仕事を進めている現実が表面化しまし
た。そこで部門間の連携と各部、人の裁量と権限、責任を明確にしてチームで仕事を進めるために組織の再編成
と職務分掌の作成をはじめました。それまで一部の社員に大きな負担を掛けて進めていた仕事でしたが、一人ひ
とりが自分の仕事はここからここまでと理解することにより物と情報の流れができました。
　また、役職者のいない部、課、係が存在していましたが、役職者を登用することで、管理職が何を管理し、何
に責任を持ち、何以上は上司に報告するということが明確になり曖昧さが大幅に減り社員からも「働きやすくな
った、必要なスキルが明確になった」という声がでてきて風通し良い会社になったと感じています。また、会議
体を整理することで、声の大きな人の意見で決まるではなく、事実に基づいたデータを使って課題を解決するた
めの会議が定期的に開催されるようになりました。
　次に計画を作り、会社全体の業務改善について支援頂くことになりました。ところが、物と情報の流れを阻害
している一部工程を改善しなければならないことが分かり、一旦中断して、改めて改善について支援を頂くこと
にしました。この支援では工場の配置や物の流れ、人の流れ、工数の管理を学びました。製造業では当たり前の
ことかもしれませんが、完成品メーカーで親会社からうるさく管理されたことがなく、企画と営業で勝負してい
た当社では晴天の霹靂でした。それまで、とにかく納期に間に合わせて製品を出荷することだけをミッションし
てきた工場です。面倒くさいと反対が起きるかと危惧していましたが、驚く反応が社員から上がりました。技術
系の社員は知識、スキルを身に着けられることに喜びを感じどんどん積極的になっていきました。工場で何がど
の工程にあるのか見えるようになりました。様々なルールができて仕事が分かりやすくなりました。残業時間を
減らすことができました。お客様に正確な納期を答えられるようになりました。何よりも、何を解決すればいい
のかすら分からず、毎日同じことを繰り返していましたが、仮説を立て、計画を作り、実施して、検証すること
で結果が変わるのだと認識できました。良い製品を適切な価格と納期で作るには近道はないけれど、歩みを進め
れば確実に前進することができるという成功体験を得ることができました。その後元の業務改善に戻って支援を
いただきました。まだ、売り上げや利益、不良率の低減、工数の縮減といった数字には表れていませんが、会社
を成長させるうえで一番大切な、個人の向上心とチームワークらしきものは見えるようになりました。社員の提
案も出てくるようになりました。
　これから当社は日本以外の高齢者や障害者の生活をテクノロジーを使って支える企業に成長していきたいと考
えています。まだまだ足りないところばかりですが、中小機構の皆様に背中を押して頂くことによって前に進む
決断をしました。また、暗闇の中で前に進む手掛かりの探し方を教えていただきました。モノ作り日本の一員と
して成長していけると手ごたえを、私を始め多くの社員に与えて頂いた中小機構の皆様に改めて感謝申し上げま
す。

代表取締役社長
松永　紀之�氏
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【事例の要約】
　当社は創業以来、クロムメッキ処理加工を中心に歩んできた。自動制御技術では難しいインジェクション
成型のスクリューやシャフトの長尺・異型部品のクロムメッキ、バフ仕上げを得意としており、高度な『匠』
（職人技術）を有している。創業者は、職人気質の強い方であったが、急死され娘婿の現社長（営業畑）が
後を引き継いだ。社長自身は、改善したいことが山積みであったが、急な事業承継だったこともあり、何か
ら手を付けていいかわからない状態であった。
　中小機構の支援により、現場改善に火が付き、数値管理できる仕組みを構築した。支援を進めるにつれ、
全社的な改善意欲が結集され、見事に「5S職場」と「企業体質の改善」がなされ、タイムリーに課題対応
が出来る組織に変化していった事例である。

企業名　株式会社生駒
業　種　硬質クロムメッキ
本社所在地　大阪府大東市新田北町2番7号
資本金　10百万円
設　立　昭和46年7月
売上高　304百万円（平成29年5月期）
従業員　23人（正社員22人）

　当社は昭和46年の創業以来、硬質クロムメッキ処
理加工を中心に歩んできた。独自の技術であるテ
フィックス処理（テフロン含侵クロームメッキ）を
開発し、高い評価を得ている。
　自動制御によるメッキはもちろん、職人の手でし
か処理が困難な異形商品の表面処理が可能である。
クロムメッキに関しては、小物から大物まで一貫生
産できる強みをもっている。

本社外観

企業概要

作業風景

経営基盤強化型

職人気質の経営から脱却し、
マネージメント体制の再構築
―勘・コツの熟練社員『匠』を現場改善により、

数値管理できる技能集団『匠』に変貌―
近畿本部　プロジェクトマネージャー　植田　和憲

株式会社生駒
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　平成26年度の「小さな卓越企業発
掘＆育成プログラム」（近畿経済産
業局、近畿財務局、中小機構近畿が
連携して行う中小企業支援事業）に
て、信用金庫から推薦頂いたことが、
当社と中小機構の出会いであった。

　組織の硬直化や2代目で創業者の
娘婿である現社長と従業員との意識
レベルのギャップにより、QCDに
係らず様々な問題が生じていること
が判明した。
　具体的には、次の4つの面で問題
が生じていた。
　1つ目の組織面では、パソコンや
営業等も社長自ら実務をせざる得な
い状況で、経営者の思いが十分現場
に届いておらず、やりたいことがあっ
ても社長が自らやらざるを得ない状
態になっていた。
　2つ目の技術面では、スクリュー
業界の硬質クロムメッキでは業界
トップの自負があるが、経験・勘に
よる『匠』が仕事を支えている状態
であり、様々な見える化が不十分な
状況で、若い人に「職人の技」を継
承するのが急務の状態であった。
　3つ目の管理の面では、お客様から、QCD（品質
管理・コスト管理・納期管理）の面で従来以上の水
準を要求されており、QCD管理能力の向上が必要
な状況であった。
　4つ目のコミュニケーションの面では、技術レベ
ルの高いベテラン職員から若手職員への技術伝承を
進めていくため、組織が活性化できるような取組み
が求められた。
　これらの問題を鑑み、以下の3つを当社の課題と
して設定した。
　1）�組織の活性化：経営者と社員＆社員間のコミュ

ニケーションの活性化、社員の一体感の醸成、
達成感の実感

　2）�自立改善できる体質に変革する。（合否判定基

準、作業効率の低下、納期トラブル、品質ト
ラブル等の改善）

　3）�組織運営の見直し：社長が出来るだけ実務を
しない状態で仕事が回るようにする。

　創業社長は、職人気質の方だったため、社員も先
輩の後姿を見て育った方が多く「技術は盗め」的や
り方で成長してきており、組織として人を育てる雰
囲気が全くない状態であった。第1期目支援では、
従業員一人ひとりのヒアリングを行い、全員参加の
現場改善を通じて意識改革を図ることを主目的とし
た。

中小機構との出会い

プロジェクトマネージャーの
視点と経営課題の設定 支援メニュー H25 H26 H27 H28 H29 支援内容（支援テーマ等）

専門家継続派遣事業① QCD管理力の向上
専門家継続派遣事業② 現場改善の定着
専門家継続派遣事業③ 独自で改善活動を推進できる体制
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売上高（左軸）

経常利益（右軸）

単位：百万円

売上高と経常利益

支　援　前 支　援　後

戦 略
・�創業以来は、職人気質の体質であ
る。社長は、体質改善をやりたい
が、従業員との溝が大きい。

・�社長と従業員のコミュニケーション
が良くなり、現場の問題点がタイム
リーで社長に報告されるようになっ
た。次はこれに取組むといった戦略
が伝わるようになった。

計 画 ・�売上等も従業員に開示せず、なり
行き状態であった。

・�月々の売上を目標値・前年同月比等
がグラフ化され公表することによ
り、従業員が意識するようになった。
仕事につながるQCDの情報が共有で
きる状態になった。

管理・仕組 ・�社長が営業等の実務をせざる得な
い状態である。

・�数値管理・標準が進み、ムダが改善
され生産性、品質が向上した。新規
受注も増加傾向にある。

組織・人材
・�仕事・ノウハウが個人のものにな
っており教える風土がない。教育
も全く手付かずの状態である。

・�支援前パソコンは1部の人だけであ
ったが、パソコン教室等で勉強し業
務に活用で来るようになった。

そ の 他 ・�5S活動は、過去何度か取組んだが
うまくいってない状態である。

・�仕事で従業員同士が声をかけるよう
になり改善に協力してくれる風土が
出来た。5S活動も日々レベルを上げ
て取り組み中である。

【量的変化】

【質的変化】
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　支援に当たって、企業側のプロジェクトメンバー
は、社員から出された問題点を5つに分け全員がど
こかのチームに参加することにした。5つのチーム
のリーダを中心にプロジェクトを進めていった。
　機構側は、社長と従業員の溝を埋めることを想定
し、ある程度長期的な支援になることを前提としな
がら、現場改善経験豊富なアドバイザーを選定し、
プロジェクトをスタートした。

第1期＜専門家継続派遣事業①＞
（平成26年12月～平成27年4月（5ヶ月））
　経営全般における経営課題の洗い出しを行い、そ
の取り組みの中で、特にQCD管理力の向上と組織
の活性化について重点的に推進する。
　改善テーマは身近なテーマに設定した。
1）合否判定の方法〈合否判定基準：品質〉
2）生産性向上〈メッキの標準化：納期〉
3）研磨の標準化〈研磨方法：技術〉
4）�メッキの標準化〈メッキ液粗成の標準（電極の
位置）：技術〉

5）加工着手順序〈生産指示をスッキリ！：納期〉

　大きな課題として組織体質の硬直化があり、それ
は、かなり根深い問題であることが判明した。
　熟練社員の技能で匠を標榜しているが、技術レベ
ルは決して高くなく、国内市場の縮小や競合他社に
より市場を奪われる可能性がある。しかし当社の社
員にはその危機感が薄く、また自社の「技能（個人
に付いた知）」を「技術（組織に付いた知）」に昇華
させる方法も理解されておらず、『匠』を標榜する
ものの実態が伴っていない。
　『匠』とはどうなることか、『匠』になるために
はどうするべきかを、改善活動を通じ社員に浸透さ
せ、『匠』への道を歩みだした。

　全社をあげての改善活動は初めてのことであり、
手探り状態ながらも、社員ヒアリングから得られた
5つの問題点に対して、解決策を検討していった。
アドバイザーは、自立の精神を育てようと、やらさ
れ感が出ないように自分たちで考えられるように根
気強い支援を行った。
　支援の締めくくりに5つのチームの改善発表会を

開催した。社員にとってこうした改善発表会は初め
てのことであり、この時点では、パソコンを扱える
人はほとんどいない状態であった。改善内容を社員
が評価し、優秀と思った改善を行ったチームに一人
一票を投じる方式にし、トップのチームを表彰した。
　ここで、月々の売上を目標値・前年同月比等でグ
ラフ化して公表した。これにより、従業員が経営数
値を意識するようになり、仕事につながるQCDの
情報が共有できる状態になった。

第2期＜専門家継続派遣事業②＞
（平成27年6月～平成27年11月（6ヶ月））
　第1期の支援を終え、組織の活性化に一定の成果
をみたが、改善についてはアドバイザーがリードし
た感が高く、自主的に改善テーマを見つけ自発的に
PDCAを回す事を目標にした2期目の支援が開始さ
れた。
1）永続的発展を願う変化へのチャレンジ
2）小集団活動による現場改善のPDCAの定着
3）自立改善できる組織への変革

　第2期の支援においては、第1期に引き続き、全従
業員による改革・改善運動のPDCAを回すことによ
り、同運動を自立的に実行できる様に定着させ、ま
た同運動を通じ、社内コミュニケーションの更なる
活性化、社員のモチベーション向上による組織の活
性化、企業の永続的発展に向けた体質改善のための
支援を行なった。

　第2期支援の終わりに、第2回目の改善発表会を開
催した。第1期支援時に比べレベルが高まり、ずい
ぶん成長してきたのがわかった。改善チームの中に
は、数値で管理できる状態のグループも表れてきて
おり、PDCAサイクルをまわして改善しようという
意欲を強く感じるようになってきた。また、アドバ
イザーがリードしなくても、自発的にコツコツと改
善する姿があちこちで見られるようになってきてお
り、自立性が高まってきたことも感じた。
　社長と従業員の溝は徐々に埋まりつつあり、コミュ
ニケーションも活性化してきたが、まだ社長が実務
をやらざる得ない状況であり、従業員にまかせきれ
ない状態にあった。

プロジェクト推進体制

支援内容と支援成果
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第3期＜専門家継続派遣事業③＞
（平成28年1月～平成28年12月（12ヶ月））
　第3期支援は、よりいっそうの自立化を進め、自
主的にPDCAを回せるようになることを意識して取
組んで頂いた。また、社長には、アドバイザーに代
わって社長自らが現場改善の指揮を取り、経営とし
てやるべきことを明確に伝えスタートした。
1）�独自で改善（業務・生産）活動を推進できる体
制（企業体質の変革）にする

　「5S」活動に取組んでもらった。「5S」活動は、
当社において、今まで何度かトライして失敗した経
緯から雰囲気がこじれており、社員は取組に消極的
である。また当社のような個別生産のメッキ業で
「5S」ができている会社は見当たらないことなど、
チャレンジ要素が多い取り組みになる。
　そこで、社長の意志表示とアドバイザーからの
5Sの目的説明、十分な対話を行った「5Sキックオ
フ大会」から開始した。5S活動では、トラック4台
分の廃棄があり、工場内がスッキリ整理された。
第3回目の改善発表会には、パワーポイントを使っ
たグループも出始め、第4回目には、ほとんどのグ
ループもパワーポイントでのプレゼンでかなりレベ
ルアップしている。内容もQC7つ道具を使用し、レ
ベルの高いものになっている。

　支援前は、作業者の『匠』という勘・コツで管理
していた作業だったが、数値管理できるようになり、
見える化が図られたことで、コントロールできるよ
うになってきた。新入社員に対しても、標準書に従っ
た教育が出来るようになり、製品の合否判定等も勘
ではなく、基準に従って行えるようになってきた。

　また、「5S」活動により要るものと要らないもの
が明確になり、要らないものは廃棄し、探すムダが
ほとんど無くなった。コミュニケーションも事務所
を含めて活性化してきた。数値管理・標準が進み、
ムダが改善され生産性、品質が向上したことにより、
新規受注も増加傾向にある。
　社長と従業員のコミュニケーションが良くなり、
現場の問題点がタイムリーで社長に報告されるよう
になるとともに、次はこれに取組むといった社長か
らの戦略が現場に伝わるようになった。従業員同士
もお互いに声をかけるようになり、改善に協力して
くれる風土が出来た。

　以上のような3期間の支援を終え、当社の変化は、
QCDの面でレベルが向上し新規受注も以前より好
調である。売上、利益とも好調に推移している。
　当社は、高い技術力を持ち従業員の方も比較的若
い方が多いので成長が楽しみな企業である。今後は、
より成長を確実にしていくために、経営幹部の育成
が不可欠であり大きな課題だと思われる。
　同時に、技術伝承を進め、さらなる技術の高度化
にも取り組み、競合他社に打ち勝つ技術的な優位性
を構築することも重要である。
　以上の状況から、当社の今後の課題としては、現
場改善の更なるレベルアップと「5S活動」の定着
を期待する。

5S活動（廃棄品の一部）

今後の課題
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経営者のことば
　長年にわたって染み付いている企業風土を変える事は容易ではないが、今回のハンズ
オン支援で粘り強く支援して頂き見違える状態になることができた。勘に頼っていたも
のを、データ化して目に見える様にした事で「この人しか出来ない」という事がなくな
った。仕上がりのバラツキが無くなり、いつも一定の品質で納品できるようになった。
初めは、パソコンを全く触ったことのない人が大半であったが、改善が進むに連れてパ
ソコンを勉強したいという人が何人か現れ勉強し、改善発表会で全グループがパワーポ
イントを使える状態までなった。改めて教育の重要さを強く感じた。アドザイザーには、
豊富な経験をもとに他社の話をしながら当社で出来る方法を一緒に考えてくれるので相
談しやすく、アドバイスを受けやすい状態で最後までお世話になり感謝している。今後
も収集が必要なデータがたくさんあり、そのデータをいかに作業に反映させるか等課題が多く残っているので少
しずつ改善していく予定である。5S活動は、今後とも継続し働きやすい職場作りを目指していく。

代表取締役
篠原　篤史�氏

プロジェクトマネージャーのひとこと
　支援終了後、第6回改善報告会に声をかけて頂き金融機関の方と一緒に出席させてもらい、改善活動が活発に
継続的に行われていることを確認した。改善内容については、指導不足の点が若干見られたものの、改善テーマ
を自主的に設定できる力が着いていることに感銘を受けた。また、5S活動も継続されており、現場での実現レベ
ルが上がっていることが感じられ、活発なコミュニケーションによる職場の活気を感じることができた。
　当社は、創業以来、硬質クロムメッキ分野では高い技術評価を受け今日に至っている。勘やコツの職人集団に
よる『匠』から数値管理による技能集団の『匠』に生まれ変わり、若い人への技能伝承が可能な状態になった。
支援前の社長は、変えたいことが沢山あっても空回りしてしまい結局自分で実務をこなしたほうが手っ取り早
い状態であったと思われる。
　また、コミュニケーションにおいても深い溝があった。これらの溝は、改善を進めていくにつれコミュニケー
ションの深まりと共に埋まっていった。教育を充実させ、仕事を任せることで結果的に経営者自身が楽になり、
本来の経営業務に取り組む時間ができるようになった。現在、月に1度「5S改善デー」を設けて、その月に改善

した項目を社長が巡回し確認できる状態になっており、社長と従業員が一体感を持って現
場改善を進められるようになった。それは、まさに『ほんまもん！』の証で、支援させて
頂き良かったと思う。
　当社の『匠』は、数値管理・標準化でさらにレベルの高いQCDが追及できる基礎が構築
できた。気軽に声を掛け合う風土に変化したことで、問題解決がよりスムーズに進んでい
くと思われ、自信を持って次のステップに進んで頂きたいと思う。全員が業績向上のため
に現場改善のPDCAを回し続けることを期待する。さらにレベルアップした改善発表会に
参加したいものである。

植田　和憲　近畿本部
プロジェクトマネージャー
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【事例の要約】
　当社は、沖縄県で創業、食肉を中心とした仕入商品の販売で事業拡大し、食肉加工品の製造・販売への展
開で売上拡大を目指している。平成24年に豊見城市に本社工場を移転し積極的な設備投資により生産能力拡
大を図っているが、販売計画・生産計画等の活動目標が明確になっていなく、当日、受注・仕入情報と在庫
数量から生産数量を決定していた。また、生産実績としての商品別の個別データの記録は不十分で、顧客と
の商談場面で、的確な判断ができる商品別の価格・納期などの情報が不足していたため、スムーズな商談に
支障をきたすことがあった。
　支援は、製造現場の生産管理･原価管理体制の再構築と、さらに長期的な事業戦略から中期経営計画の策
定を行った。製造現場改善では、基礎知識の習得から成果の定着までを支援し、運用に必要な帳票類や実践
ルールの整備に取り組んでいる状況。中期経営計画の策定では、社長の想いをもとに作成した未来構想図の
実現に向け、中期経営計画を策定し、組織で経営目標を達成する活動に取り組んでいる。改善効果として本
年度の生産能力は2年前より20%増加し、平成29年6月期の売上高は目標を上回る実績を上げている。

企業名　株式会社上原ミート
業　種　食肉加工、製造、販売（卸･小売）
本社所在地　沖縄県豊見城市字豊崎3-85
資本金　15百万円
設　立　昭和55年
売上高　5,179百万円（平成29年6月期）
従業員　81人（正社員46人）

　当社は、昭和28年に那覇･牧志公設市場で生肉販
売店として開業し、主に量販店や仲卸業者、飲食店
向けに食肉の卸事業を行ってきた。地域に密着した
サービスを展開し、OEM生産や最近では自社ブラ
ンドの商品開発にも取り組んでいる。

本社外観

企業概要

製造工程

取扱商品

経営基盤強化型

沖縄の食材（地域資源）で飛躍する
企業の製造現場改善と事業戦略の構築
―ものづくり体制強化と未来構想図を基にした

中期経営計画の策定支援―
九州本部　プロジェクトマネージャー　隈井　文生

株式会社上原ミート
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　平成24年に現在地（豊見城市）に
本社工場を移転し業務用加工肉の取
扱いを開始、当社の強みである沖縄
県産肉の調達力・価格競争力を最大
限に活かし、県産素材にこだわった
豊富な商品のラインナップとブラン
ド構築を図り、付加価値の高い加工
食品（ハム、ソーセージ、ベーコン、
ハンバーグ等）の製造販売に注力し、
売上拡大を目指している。

　平成24年の本社･工場の移転に伴い、一般消費者
向けの商品製造･販売を開始したが、これまで経験
のない分野であり、地域資源活用（平成26年2月認定）
で、商品企画・ブランディング・マーケティング等
について沖縄事務所が支援をしている企業である。
支援を進める中で、担当職員・チーフアドバイザー
を経由して、製造領域の課題（生産管理・原価計算
など）に対する相談があったことがきっかけとなっ
た。
　当面の課題である製造部門の改善とともに、中長
期的な事業戦略は、食品市場の動向を捉えた高付加
価値商品の開発による顧客開拓であると考え、もの
づくり基盤の整備とともに、長期的な事業計画につ
いて社内で共有し組織で活動することの重要性を理
解いただき、今回の支援に至った。

　経営理念として、“豊かな食生活のお手伝い”を
掲げる沖縄県の中堅企業である。経営環境としては、
インバウンドを初めとする域内観光客の増加により
飲食産業は好調であるが、顧客ニーズの高度化・多
様化、同業との競争激化、食品衛生管理強化などへ
の対応が求められている。
　この動向を捉えて企業は、大幅な売上拡大を描い
ており、今後強化していく食品加工に関する生産管
理体制の強化に向け課題を整理し改善活動を行うと
ともに、中長期的な経営目標を設定し目標達成のた
め活動を組織で着実に実施するため、専門家の支援
でPDCAを廻せる管理体制までを中期経営計画とし
てまとめることを提案した。
　売上拡大の優先課題解決のため、支援第1期の支

援テーマを「生産管理・原価管理の再構築」として
支援を開始した。
　1）生産管理体制の再構築
　2）製品別原価管理の導入
　卸･小売から製造までの幅広い事業分野の課題を
明確にし、優先して強化すべき製造に関し支援を行
い、その後、長期的な事業の方向性を設定し、中期
経営計画の策定で組織的な活動に展開した。

　生産管理・原価管理については、製造部長をリー
ダーに、製造部、営業部、管理部のメンバーが中心
となりプロジェクトを推進することとした。第2の
取り組みである中期経営計画の策定では、後継者候
補である統括本部長をリーダーに、各部の主要メン
バーが参加したプロジェクト体制で検討することと
した。機構側は、沖縄事務所の協力を得るとともに、
アドバイザーはこれまで当該企業の支援に関与して
きた沖縄在住の専門家を充てた。

第1期＜専門家継続派遣事業①＞
（平成26年7月～平成26年12月（6ヶ月））
　当社の課題は、生産管理体制の強化とし、以下の
支援テーマを実施することにした。
（支援の内容）
1）生産管理体制の再構築
　①現状把握と目標の設定
　②生産計画立案
　③生産プロセスの見える化

中小機構との出会い

プロジェクトマネージャーの視点と経営課題の設定

プロジェクト推進体制

支援内容と支援成果

支援メニュー H25 H26 H27 H28 H29 支援内容（支援テーマ等）
専門家継続派遣事業 生産管理・原価管理体制の再構築

専門家継続派遣事業 中期経営計画の策定
地域資源認定 食肉加工商品の開発・販路拡大
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売上高と経常利益
【量的変化】
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　④自立化と定着化
　到達点を、
　ⅰ）計画通り生産できること
　ⅱ）材料手配ができること
　ⅲ）生産統制ができること
　ⅳ）生産実績が集計できること
　とし9項目の活動項目を掲げ、改善に取り組んだ。

2）製品別原価管理の導入
　①現状把握と目標の設定
　②製品別標準・実際原価の設定
　③原価改善の実施
　④自立化と定着化
　到達点を、
　ⅰ）製品別利益を把握できること
　ⅱ）製造部門の利益を把握できること
　ⅲ）製品別原価を明確にすること
　とし14項目の活動項目を掲げ、改善に取り組んだ。

（支援の成果）
1）生産管理体制の再構築
　・生産管理の基礎知識の習得
　・�「発注書」、「加工指示書」、「生産計画・生産管
理版」、「作業日報」、「原価計算書」、「設備運転
記録」等の帳票整備

　・業務フローの整理
　作業日報が日々出せるようになったことで、原価
計算書に記入されない作業付帯時間が把握でき、作
業の見える化に繋がった。
　発注書の雛形ができ、現在、営業部･商品管理・
支店には加工品については、「誰が、何を、いつま
でに、いくらで」の製造指示情報を記入した発注書
を発行することによって、生産予定が以前に比べ把
握しやすくなった。

2）製品別原価管理の導入
　・原価管理の基礎知識の習得
　・製品別標準原価の設定
　・製品別標準原価一覧表
　ロットが決まっている製品について、前期の原価
計算書の集計をもとに標準の使用原料重量や標準の
作業時間を求めて、標準原価を算出し製品別原価一
覧表が作成できた。
　一部の製品については製品別標準原価一覧表（30
製品について設定し、今後品目数を増やしていく）

よりロット単位の加工指示書を発行することができ
るようになり、原価計算書で予定と実績の比較が可
能となった。
　製造部門の「生産管理」「原価管理」の体制は導
入されたが、改善の定着に向けた活動を継続するこ
とが求められるため、中期経営計画の策定で経営目
標設定から個別活動へ展開する中で、PDCAを重視
した組織的な活動に力点を置くこととした。

第2期＜専門家継続派遣事業②＞
（平成28年3月～平成28年12月（10ヶ月））
　第1期の支援を終え、企業で継続し製造に関する
改善に取り組む。次なる課題は中期事業戦略で、中
期経営計画の策定をテーマとして支援した。
（支援の内容）
1）経営者の目標・経営方針の明確化
　①経営者からの経営ビジョンの聞き取り
　②プロジェクトによる未来構想図の作成
　③経営目標、組織ゴールの設定
　④�経営者とプロジェクトによる「当社未来図」の

確認
　目標を未来構想図の作成と組織共有の実現とし、
プロジェクトチームによる未来構想図の作成・共有、
組織目標の再設定等を実施した。

2）中期経営計画及び次年度計画の策定
　①中期経営計画の策定
　②次年度の経営計画の策定
　③社内報告会の開催
　目標を中期経営計画及び次年度経営計画を策定
し、組織内の活動に展開するとともに、社内報告会
を開催し会社の将来像を全社で共有することとした。

3）�経営計画を実行する組織及び組織運営機能の再
構築

　①組織機能の再構築
　②組織機能ごとの役割･責任の明確化
　③役職者の役割･責任の明確化
　④経営後継者、管理職人材の育成
　目標を組織運営方式の実現と組織人材の育成と
し、組織機能及び各職務の役割・責任の明確化、組
織信条の設定と浸透策の検討を行った。
　支援に当たって、プロジェクトリーダーは、後継
者候補の統括本部長を充て、事業計画に関するリー
ダーシップの発揮を狙った。
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（支援の成果）
1）経営者の目標・経営方針の明確化
　・�会社の夢、進むべき方向性を議論し、「未来構
想図」を作成し、全社で方向性を共有するため
の伝達ツールとして完成した。

　未来構想図で、県内から本土市場、海外進出まで
を視野に、売上高100億円を通過点とした22年後ま
での企業の姿を描くことができた。

2）中期経営計画及び次年度計画の策定
　・�全社最適の思考により、未来構想を実現してい
くための中期経営計画・アクションプランの作
成で、組織的な活動計画が策定でき、社内報告
会で全社のコンセンサスが得られた

　売上高100億円企業を目指すための方策は、県外
市場への進出であり、そのための重要ポイントは人
材育成、専門人材の確保、アグー豚を使ったブラン
ド商品開発であることをメンバーで確認した。
　中期経営計画の作成手法や会社全体の整合性のと
り方（部門別に中期計画を作成し、全体的に整合性
を見ながら矛盾点を消込・まとめる作業）、未来構
想を実現していくためのアクションプランの作成、
組織を強くしていくための人材育成計画の作り方に
ついて検討した。

3）�経営計画を実行する組織及び組織運営機能の再
構築

　・�組織マネジメントルール集の作成、経営後継者
育成計画・事業承継計画の企画・立案を行った

　　�が、検討範囲が広く時間的制約もあり、今後の
企業内での活動で継続することとした。

　経営基幹人材育成の構想を立てながら経営陣とし
ての考えや現状認識を行わせながら、組織マネジメ
ントルール集の作成まで完成した。
　未来構想図から中期経営計画については、理解度
が深まり経営目標を意識した活動が期待できるが、
組織機能の強化と各職務の役割・責任の明確化のた
めの組織マネジメントルール集は、短時間に企業側
の理解を深めることが不十分で、専門家からの提案
レベルでまとめられている。今後は、必要に応じ中
小機構の支援メニュー（経営相談、ハンズオン支援）
で対応していく。

　2期間の支援を終え、本社工場での生産体制の改
善が図れ、生産フローの明確化、商品別の工数把握
等により、個別商品の収益性の判断などができるよ
うになり、スムーズに商談が進むようになった。
　当社の将来的な展望をもとに長期的な経営目標を
達成するため、経営環境の変化にあわせ経営計画の
ローリングを行っていくとともに、近い将来の事業
承継への計画的な準備を進める時期にある。
　当社の今後の課題は、長期・中期の経営目標の達
成のため、アクションプランを着実に実施していく
ことになるが、遂行管理を行うとともに活動の評
価・見直しを継続することで、経営計画のモニタリ
ングにより経営管理能力を高めていくことである。

今後の課題

未来構想図
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経営者のことば
　設備投資やシステムなどの環境改善が功を奏し、毎年業績が伸び続けておりましたが
その一方で十分な管理体制の不足を感じている中、中小機構様の生産現場改善と中長期
計画策定の支援を受けました。
　生産現場改善ではこれまで無かった作業日報を作成した事で作業の把握や時間の管理
ができ、部門や製品別の利益や原価を明確にすることで生産ＵＰに繋がりました。
　事業戦略の支援では未来構想図を描いた中期経営計画を策定しました。今まで頭の中
で描いていたビジョンやひとつひとつの目標をしっかり定める事ができ、また現状の足
りない部分や弱点もはっきりと見え、それを経営陣に共有する事ができた事は今までの
流れではできなかった事なので大きな一歩に繋がったと思います。
　現在、目標以上の業績を更新しておりますがまだまだ課題が山積みなので今後もさらなるステージアップに向
け取り組み、発展し続けたいと考えています。

代表取締役社長
上原　宏昭 氏

プロジェクトマネージャーのひとこと
　沖縄県に拠点を置き、仕入商品の小売・卸から地域資源の食材を使った商品の製造･販売へと事業拡大を図ろ
うとし、平成24年に本社工場を移転し業務用加工肉の製造を開始した。その後、経営革新計画（H25/7～ H30/6
　沖縄県産の素材を使用した新商品開発及び、より消費者に近い事業の展開）や地域資源活用（H26/2認定）に
とりくみ、積極的に事業拡大を図っている。
　支援に当たり活動の狙いを理解していただくために生産管理・原価管理の基礎知識の習得から、現状の課題を
認識し、現場の改善の体験をとおしてPDCAを廻すことの有効性を実感していただこうと支援テーマを設定した。
生産管理体制の再構築では、作業日報による作業の見える化、作業時間の把握ができ、発注書では担当部門で製
造指示情報を記入することで計画生産が可能となり、一部の製品については計画と実績の比較で問題点を顕在化
し、今後の改善活動へと展開していく。「生産管理体制の再構築」「製品別原価管理の導入」の検討は進み、今後
は繰り返し実施することで定着を図っていくことが可能な体制となった。
　現状の個別課題への改善活動を継続して実施していくとともに、近い将来、事業承継への対応が求められる状
況であり、長期的な事業の方向性を検討することで後継者候補が抱く事業継続への不安を和らげスムーズな引継
ぎにも有効と考え中期経営計画の策定を提案した。

　中期経営計画の策定では、経営者の経営ビジョンから経営目標を設定し、沖縄県から日
本国内への事業展開、海外市場への進出を図るため、ブランド確立とともに商品戦略につ
いて、売上高100億円を通過点とし22年後までの未来構想図を作成した。長期展望を組織で
共有し、未来構想図を中期計画へ落とし込み、経営計画を実行する組織・組織運営機能に
ついて組織マネジメントルール集を作成し管理の体系化に取り組んだ。これまでを振り返
ると、経営陣の姿勢や考え方が他人依存型で指示待ちの傾向が見られたが、支援が進むに
つれ自発的な発言や経営に対する姿勢が前向きに変わり、経営者としての自覚と認識が芽
生えてきており、今後の活動を期待している。

隈井　文生　九州本部
プロジェクトマネージャー
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【事例の要約】
　当社は、大手農業機械メーカーの信頼が厚く、野菜用播種機、除草剤散布機等のODM供給をはじめ、育
苗器、播種機など多くの自社製品も製造している。しかし、水稲一環体系に偏った製品構成であり、また材
料原価率が毎年上昇し収益を圧迫していた。そのため、新たな経営基盤の確立と、その改善に向けた全社的
な意識改革が不可欠であった。
　まず、現場改善に注力し全従業員のやる気を奮い立たせる大きな成果を上げた。その後、社内各部門へ次々
と改善・改革の波が広がり、「春先だけではなく、一年を通して販売できる新商品」の導入ができる企業へ
変化していった事例である。

企業名　株式会社啓文社製作所
業　種　育苗器等農業用資機材製造業
本社所在地　広島県安芸高田市吉田町山手739-6
資本金　20百万円
設　立　昭和44年8月
売上高　745百万円（平成29年6月期）
従業員　37人（正社員32人）

　当社は親会社である㈱啓文社（書籍販売）の商事
部が農薬の取扱いを開始したのが始まりである。そ
の後、他社から水稲用育苗機の生産を引継ぎ、商事
部を発展的に解消し、昭和44年に製造業として設立
された。大手農業機械メーカへ野菜用播種機、除草
剤散布機等のODM供給をはじめ、育苗器、発芽器、
播種機など多くの自社製品も製造している。
　特に、育苗器は、種子の発芽、苗の生育に適した
温度を自由に設定できるよう開発し、併せて田植え
機での利用が容易な「マット育苗法」を考案。以後、

本社外観

企業概要

経営基盤強化型

春先のみの繁忙期生産から一年を通して生
産・販売ができる農器具メーカへの脱却！
―現場改善の成功体験から、各部門へ次々と改善・改革
の波が広がり、最後は親会社にまで支援活動が拡大―

中国本部　プロジェクトマネージャー　油木　正幸

株式会社啓文社製作所

種苗器
ロールキャッチャー
（新商品）

水稲用播種機
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育苗器は業界No.1商品として流通し
ている。また、大手農業機械メーカ
の中国進出に伴い、平成19年に中国
現地法人を設立。現地の大手農業機
械メーカ生産拠点へ製品供給を行っ
ている。
　当社を取り巻く環境は、農業法人
の農地集約化、農業機械市場の海外
展開、TPPなど先行きは非常に不透
明な状況にある。そのような中、当
社の柴田社長は、経営基盤を固め、
開発提案型企業として、地元に密着
した、小さくても魅力ある企業を目
指されている。

　直接の出会いは、平成26年12月、
当社の柴田社長（当時、専務）が、
中小機構・中国本部事務所に、直接、
来所されたことに始まる。当時、経
営状況が逼迫し、地域の支援機関に
経営相談に行かれたが、当該支援機
関の管轄地域外であったため、当機
構を頼って来られたもの。
　親会社は、書籍販売を主な事業と
しており製造業のノウハウはなく、
また、柴田社長も銀行出身で、製造
現場の改善・改革をどう進めればよ
いか苦悩されていた。そこで最適な
支援を探るため、あえて最初は、機
構と連携している（一社）中国地域
ニュービジネス協議会の企業OB人
材派遣事業（中国経済産業局からの
受託事業）を活用した。この活動に
はプロジェクトマネージャーの私も
可能な限り同行訪問し、当社の受け
入れ状況、進捗を見極めた。
　その結果、経営トップ層と現場の方々に、何とか
したいとの、やる気が十分に感じられ、当機構のハ
ンズオン支援事業にて本格的に支援することとなっ
た。

　当社の売上は直近3カ年が8.5～8.8億円と横ばいな
がら、平成27年の経常利益は7百万円までに低下し、
経営状況はかなり厳しい状況に置かれていた。支援
直前に新社長に就任された柴田社長へ再ヒヤリング

し、課題を整理すると以下の通りであった。
　1）�新たな経営基盤を確立するべく、計画経営・

経営管理の強化
　2）�製造業として利益の源泉である工場の体制整

備
　3）�受注環境が厳しい中、折角受注・提案があっ

ても納入できない開発力・設計力の不足
　4）拡販の強化を目指した営業体制の再構築
　5）�当社の製品特性から春先のみが繁忙期となる

ため、一年を通して販売できる新商品の導入
　しかし、上記課題の解決は、当社の経営規模、人
員規模から短期間では困難であり、且つ、社内を暗

中小機構との出会い

プロジェクトマネージャーの視点と経営課題の設定

支援メニュー H25 H26 H27 H28 H29 支援内容（支援テーマ等）
経営実務支援事業① 生産計画～製造に至る全工程のロス削減

専門家継続派遣事業 計画経営の構築と浸透

経営実務支援事業② VE手法を活用した原価低減

経営実務支援事業③ ＰＲ広報の強化と仕組み構築

経営アドバイス事業 新商品開発・知的財産戦略の構築

中小企業大学校 管理者マネジメント工場コース 他
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単位：百万円

売上高と経常利益

支　援　前 支　援　後

戦 略
・�中期経営計画はあったが、数値目
標のみで、事業を変革していくため
の具体的なアクションプランなし。

・�全社及び部門毎の中期経営計画と戦
略的アクションプランを策定。

計 画
・�中期経営計画の数値目標に基づく
全社及び部門別のラフな短期計画
は有り。

・�中期経営計画と戦略的アクションプラ
ンに基づく全社及び部門別の短期計画
（具体的なアクションプラン）を策定。

管理・仕組

・�月次幹部会議で予算目標に対する
進捗は確認していたが、リカバリ
ー追究が甘く、結果管理となって
いた。

・�各種手順書類は存在したが、実態
に沿ったタイムリーな更新はなさ
れず。

・�月次幹部会にて予算の進捗管理とア
クションプランに基づくPDCA検証
の仕組みを構築。
・�月次営業会議を定例化。

・�各種情報管理のルールと仕組みの再
構築。
　�（開発情報の整備、品質マニュアル
再整備、製造手順書の整備）。

組織・人材

・�製造部内５課の負荷バランスが大
きかった。

・�営業部及び開発部の人員・能力が
不足。

・製造部内5課を3課へ統合。
・多能工化を推進。
・�スキルマップに基づく計画的な技能
育成を推進。

・�営業部員の考え方が変わり、PR広報
力が向上。
・VE手法等を習得し、設計能力が向上。

そ の 他 ・�改善マインドが低く、自ら改善し
ていく風土にやや欠けていた。

・�やれば出来るという成功体験に基づ
き、改善マインドが大幅に向上。

【量的変化】

【質的変化】
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くしている雰囲気を一気に吹き払うような、やれば
できるという成功体験、改善マインドの醸成が、第
一であると判断した。
　そこで、上記2）の支援を最初に開始し、その後、
2）の後半から徐々に1）に取り掛かり、2）の余力
が出始め、更に1）のアクションプランに目途がつ
いた頃に、3）、4）、5）へ順次、取り組む支援計画
を考えた。
　これを柴田社長へ提案したところ、自分達だけで
はできない中長期的な計画を真剣に考えていただい
たと、賛同を得た。また、5）は、当社の人材・人
員規模では中々できないと、当初こそ半ば諦めかけ
ていたが、「人材は今回のようなブロジェクト活動
を通して育成するしかない」と強く決意されるに至
った。

　企業側は、柴田社長を総括責任者、専務を推進責
任者とし、製造部員をプロジェクトリーダーに据え、
その他製造1名、資材購買2名、品管2名、営業2名、
技術1名、管理1名など、全社各部門の若手を選抜し
計12名のプロジェクト体制が組まれた。
　プロジェクト名は、全従業員に覚えやすく、直接
行動に結びつくキーワード「N：なくす、H：へらす、
K：かえる」を取り入れた「NHKプロジェクト」と
命名された。
　一方、中小機構からは、（一社）中国地域ニュー
ビジネス協議会の支援事業にて派遣したアドバイザ
ーが既に厚い信頼を得ており、スムーズに支援活動
に入ることができると期待されたため、当アドバイ
ザーを継続する形で派遣することにした。

第1期＜経営実務支援事業①＞
（平成27年4月～平成27年8月（5ヶ月））
　第1ステージの全体支援テーマは、「生産計画～部
品発注～入庫・保管～出荷に至る各ステージの徹底
したロス削減」とした。たとえ短期間の支援活動で
あっても実践を通して得られる達成感とやりがいに
よって、プロジェクトメンバーの行動の質とスピー
ドを変えたいと考え、以下の観点・手順を、管理者
とアドバイザーへ事前に徹底的に話し合った上で、
実行に移した。
1）�まず、関係者から、なかなか表に出にくい問題
を事前に引き出すこと。

2）�工場のあるべき姿（モノと情報の流れ、モノの
造り方）を議論し、実現に向けた課題を認識さ

せること。
3）価値作業とロスの概念を徹底させること。
4）�ロスを定量的に把握し、ロスの要因とそれを叩
く改善案を網羅的に考えさせること。

5）上記によって、現場の姿を完全に変えること。
6）�現場の実力が上がれば、生産指示計画、購入品
調達計画を最小ロットに変更すること。

　そして、具体的には、大きく3つの領域で改善活
動を推進した。
　①�5Sの徹底、モノの流し方・工場レイアウト改

善
　②情報の流れの見える化と各工程の効率向上
　③モデル職場の生産性向上
　特に、①は、「入口から全ラインが見渡せる工場」
をあるべき姿とし、社長以下幹部社員も巻き込み、
また一過性の整理・整頓に終わることなく、徹底し
た歯止めとその浸透に注力した。
　②は、これまで全社の関係者が集まって「顧客～
営業～受注センター～購買～資材～製造～品管～サ
プライヤー」や「生産計画作成」の流れを見える化
した経験がなく、次々と問題点が発覚。その都度、
衆智を結集して各工程の効率向上、精度向上に向け
た改善が実行された。
　③は、除草剤散布機の組立職場をモデル職場とし
た。自分達で設定した価値基準に基づき価値作業
（57%）とロス（43%）を定量的に把握し、「NHK」
の視点から改善案を108件抽出。全ての改善案は実
行できなかったが、ロスは18%まで低減できた。な
お、特筆すべき1つの事例として「電動ドライバー
が真っすぐ降りず使い難い」という問題に、可動レ
ールとバランサーを組み合わせた「からくり改善」
（※）によって、お金を使わず現場の知恵と汗で解
決したことは高く評価したい。
（※）�「からくり改善」とは、現場のムリ・ムダ・ムラに対し、

一人ひとりの知恵と工夫で解決する取り組み。できる
だけ自然の力を利用し、機構・構造はシンプルなもの
が求められる。

　以上の改善により、以下の成果を得ることができ
た。
　1）�「入口から全ラインが見渡せる工場」の実現（設

備・モノの高さを1600mm以内に制限）
　　・�廃棄物：28.2車分／4tトラック（224㎥）
　　・�スペース削減：工場▲51%、製品庫▲20%、

梱包材テント▲77%、営業テント▲33%
　　・�安全、4M（Man、Machine、Material、Method）

管理の習得と実践
　　・�預かり在庫管理表、長期滞留品処分表などの

仕組み構築

プロジェクト推進体制

支援内容と支援成果
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　　・�計画的な管理監督者教育（中小企業大学校、
広島テクノプラザ各種講座への派遣・受講）

　2）�生産計画・負荷、保管・出荷作業等の効率向上
　　・�担当者の経験に基づく生産計画から、受注、

在庫、販売見通し等のロジックベースへ
　　・�工数原単位の設定、職場統合による生産負荷

の低減：▲10%/月
　　・�保管棚の番地化による棚卸精度向上、時間短

縮：3週間→1日
　　・�作業指示書、現品票の運用・改訂により出荷

作業の精度向上、時間短縮：▲30%
　3）モデル職場の生産性向上
　　・生産性（個/人・時間）：36%UP
　　・�計画的な技能向上に向けた社員スキルマップ

の作成・推進
　以上の改善プロセス・成果は、親会社の会長、社
長及び当社全従業員を集めた成果発表会にて披露さ
れた。短期間の支援活動であっても、プロジェクト
メンバー一人ひとりに達成感と大きな自信がつき、
他の従業員へも、やる気を奮い立たせる覇気が伝わ
るのを感じた。
　なお、派遣アドバイザーは、支援終了後も現在に
至るまで、当社との直接契約にて自主活動を支援し
ている。

改善後改善前

第2期＜専門家継続派遣事業＞
（平成27年12月～平成29年3月（16ヶ月））
　第1ステージの支援を終え、会社全体で改革をや
るとの機運が高まり、予定通り本丸の経営基盤強化
に着手した。支援に先立ち、改めて社長面談を深め
ると、以下の課題に整理できた。
1）�従来の水稲一環体系に偏った製品構成から全く
脱却できていない

2）�既存製品の改良・改善はもとより新商品は、こ
こ10年来全く市場投入できていない。

3）�コストダウンにも本腰が入っておらず、材料原
価率が毎年上昇し、収益を圧迫している。

4）�開発、製造、品管、営業全ての面において自己
流がまかり通っており、基本を知り発展させて
いく体制ができていない。

5）�色々な資料が散在しており体系化できていない

　以上を踏まえ、第2ステージの全体支援テーマは、
「経営管理・財務管理体制の強化と充実を図り、計
画経営の構築と浸透により強い経営基盤を確立す
る」とした。
　プロジェクト体制は、柴田社長を総括責任者、専
務をプロジェクトリーダーとし、管理、営業、開発、
品管部門のミドルマネジメント層による全社体制を
組んだ。中小機構からは、元大手製造メーカに勤務
されていた財務畑一筋の方で、その後、大手監査法
人で活躍したアドバイザーを派遣した。

　具体的には、以下を全社活動として推進した。
1）経営面
　①�中期経営計画を策定し、それを羅針盤とした経

営管理の充実
　②アクションプランによるPDCAサイクルの徹底
　③各情報管理のルール化と仕組みづくり
　　・開発情報の整備
　　・品質マニュアル再整備
　　・製造手順書の整備
2）事業面
　①拡販の強化を目指した営業体制の再構築
　②新商品開発の推進
　　・�新商品及び既存商品改良を毎年投入できる体

制づくり
　③徹底した原価低減の推進
　　・VE手法の活用
　　・資材・外注費の低減
　　・生産性の向上
　　・業務効率化と経費削減
　なお、上記活動をスタートするにあたり、アドバ
イザーより、社長以下プロジェクトメンバーへ、以
下のことに強い拘りを持って「基本姿勢」とするよ
う提案し、合意していただいた。
　「プロジェクト活動における基本姿勢」
　　・�社員全員が本気で考え、知恵を絞り、汗をか

き、考え、行動すること。
　　・�社員全員が責任感、当事者意識、向上心を持

つこと。
　　・�社員全員がコスト意識を強く持ち、収益力向

上を意識すること。
　　・�社員全員が明るく、活気ある職場を目指す集

団であること。
　これは、ごく基本的な事ではあるが、活動を本気
になって取り組んでもらう原動力となった。
　1）は、財務諸表分析、利益のでない主要因を徹
底的に洗い出し、改善の方向性を話し合うことから
スタートした。そして、現在の事業水準（売上8億円）
以下でも利益を確保できる体制を築き上げ、増収に
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よる増益を目指すことを基本方針とした。前半は、
全社及び部門毎の中期経営計画と戦略的アクション
プランを策定し、後半から予算管理用の短期計画（短
期アクションプラン）の作成とその実行を図った。
そして、月次の幹部会議でその進捗を管理していく
ことを始めた。
　いずれも初めての体験であり、また、多忙な中、
なかなか進まないことも多々あったが、苦しい時は、
上記の「基本姿勢」に立ち返るようアドバイザーの
叱咤激励が続いた。
　2）は、特に開発・設計力強化のため、VEを推進
する「経営実務支援」活動を別途、発足させた。
　生産性向上については、第1ステージの改善モデ
ル職場活動を水平展開することを推進した。

　以上の支援活動により、以下の成果を得ることが
できた。
1）収益構造の変化（前年度比較）
　・売上高：712百万円→745百万円（5.3%UP）
　・経常利益：7百万円→16百万円（129%UP）
　・�主たる個別改善：外注部品の内製化、購入部品
の転注・値引き折衝、VE、不良削減等

2）計画経営の構築
　・�中期経営計画の策定によりミドル～トップ層ま
で戦略的経営の共通認識ができた。

　・�月次幹部会にて予算の進捗管理と、アクション
プランに基づくPDCAの検証ができる仕組みが
できた。　

　・�今まで出来ていなかった営業会議が、月一回の
定例会となった。

　とはいえ、アクションプランに基づくPDCAサイ
クルのPDCまでは行くが、Aがなかなか実践できて
いない。また、売上高が若干増とはいえ、近年、減
少傾向にあり、新商品の導入及び既存商品改良のス
ピードアップ、加えて更なる原価低減が喫緊の残課
題であった。

プロジェクト改善ルーム（管理指標等の見える化）

第3期＜経営実務支援事業②＞
（平成28年5月～平成28年9月（5ヶ月））
　第2ステージで策定した中期経営計画を達成する
ためには原価低減が必須であり、調達部品の形状や
点数、造り方、メンテナンス性、市場ニーズに対応
した機能付加を見直す必要がある。そのためには、

開発部門の設計能力向上と原価低減を図る設計手法
の習得・実践が急務であった。
　そこで、第2ステージと並行する形で「自社製品
の原価低減を実現するVE（※）手法の習得と製品
設計能力の向上」を支援テーマとする活動を開始し
た。
　プロジェクト体制は、設計部門長をプロジェクト
リーダーとし、開発5名の体制を組んだ。中小機構
からは、元大手製造メーカにてVEに精通したアド
バイザーを派遣した。

　具体的には、当社の柱製品「野菜用播種機」を改
善のモデルとし、以下のVE基本手順を進めた。
　1）機能の定義・評価→機能系統図の作成
　2）テアダウンの実施
　　・�他社・自社製品をバラバラに分解し、コスト

重量、生産性の面から自社製品との差を掴み、
自社製品の改良や工程改善に生かす

　3）コストインデックス表の作成
　　・�形状、構造、工程、調達などコストに絡む全

ての要素を他社・自社製品で比較する
　4）代替案（改善案）の抽出とその実施
　特に、2）は、負けている「差の情報」は何とか
しようというやる気を引き出し、勝っている「差の
情報」は、今後とも優位性を保とうとするやる気を
もたらしてくれた。また、4）にあたっては、アド
バイザーが直接、答えを示すことなく、1）～3）を
ベースに、代替案の発想を誘導するやり方を徹底さ
れ、主体性を重要視した。

　以上の支援活動により、以下の成果を得ることが
できた。
　1）原価低減：�▲20%（改善案321件抽出）
　2）重量低減：▲36%
　3）設計能力の向上
　　・�設計に必要な要件、原理・原則・現物の大切

さ、共通化思想（固定と変動）の徹底など
　特に3）は、部品構造を深く知ろうとせず、「実績
ある先輩（前任者）の部品を、そのまま流用」とし
ていたことが、設計者として恥ずかしいという発言
も出た事が真の成果と言えよう。
　当社の製造原価に占める材料比率は60%。現行の
製品構造を前提とした現場の加工費低減だけでは原
価は低減できない。製品構造そのものに踏み込む
VEの活用が今後も大いに望まれる。
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春先のみの繁忙期生産から一年を通して生産・販売ができる農器具メーカへの脱却！
―現場改善の成功体験から、各部門へ次々と改善・改革の波が広がり、最後は親会社にまで支援活動が拡大―

野菜用播種機のテアダウン

VE改善対象モデルと
した野菜用播種機

（※）�VE（Value�Engineering）とは、製品やサービスの「価
値」を、それが果たすべき「機能」と、そのためにか
ける「コスト」との関係で把握し、システム化された
手順によって「価値」の向上をはかる手法

第4期＜経営実務支援事業③＞
（平成29年5月～平成29年9月（5ヶ月））
　第2ステージで策定した中期経営計画のテーマの
内、営業戦略の推進は苦戦していた。アクションプ
ランに沿って営業推進、展示会など行ってはいたが、
限られた営業担当で全国をカバーするには限界が見
えてきた。そのためには営業を効果的にサポートす
るPR手法の習得・実践が求められた。
　そこで、最後の支援ステージとして、「PR広報の
強化と情報の共有、周知の仕組み構築と顧客獲得力
の向上」を支援テーマとする活動を開始した。
　プロジェクト体制は、営業部門長をプロジェクト
リーダーとし、管理、設計、品管、製造など5名の
部門横断体制が組まれた。中小機構からは、元地元
新聞記者で情報媒体、広告営業ツール制作に精通し
たアドバイザーを派遣した。
　具体的には、以下の支援を進めた。
1）�メディアリテラシーの確認、PR広報の理解
2）チラシ・パンフレット類の改訂
3）ホームページの改訂
4）展示会現地での展示ツールの検証、機能化
5）メディアリリースの実施
　2）は、大まかな構図から詳細を決めていく手順や、
構図・コピーの設定ポイント、見出し用語の選び方、
フォントの大きさ、配置場所、画像に至るまで、体
系的且つ精緻な支援が行われた。
　3）は、100件以上/日のアクセスがありながら、

閲覧者へのアピール力に欠けている指摘から始ま
り、トップ画像の重要性が強調された。注目度の高
い製品にはフラッシュ動画の導入や、製品の特徴を
一目で理解できる見出しが必要であること等、多岐
に亘って細かい助言がなされた。
　4）は、実際の展示会に出向き、横断幕、のぼり、
パネル、展示物の使い方次第で商品アピール力が向
上すること等、多くの課題を指摘し、次に生かす改
善アドバイスが行われた。

　以上の支援活動により、以下の成果を得ることが
できた。
　①�チラシ・パンフレット、ホームページ、展示会

の内容が、大幅に改善され訴求力が増した。
　②�社内各部門が協力して、外部に訴求していく体

制・仕組みが構築できた。
　③�チラシ印刷をネット利用への切替えで費用削減

ができた。（1万枚発注：20円/枚→1.5円/枚）
　残念ながら5）は新商品導入が支援期間内に間に
合わず実施できなかったが、機会を捉えて個別マス
メディアへのアプローチをトライする予定である。
　しかし、PR広報の基本的な知識、重要性は深く
理解され、それを推進していく仕組みは構築できた。
今後、新しい営業アプローチとして根付いていけば、
営業成果へ着実に寄与すると思われる。

チラシ改善前 チラシ改善後

　2年半の時をかけハンズオン支援事業を4つ複合的
に推進してきた結果、企業としての経営基盤が確立
しつつある。
　しかし、当社を取り巻く市場環境は、依然として
不透明で厳しさを増している。これを乗り切ってい
くには、上記支援活動で得られた戦略、計画、管理
の仕組みに対し、覚悟を持って粛々と回し、設計力、
現場力、営業力を地道に着実に向上させていくこと
しかない。せっかく、従業員一人ひとりに灯った改
善・改革の灯が消えぬよう、常に経営トップ層は励

今後の課題
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まし、そして改善の場を与え、人材を育成すること
が肝要。企業の発展を支えているのは人である。
　その先には、必ず、開発提案型企業として、地元

に密着した、小さくても魅力ある企業の姿があると
確信する。

経営者のことば
　まずは、弊社の支援に関わってくださいましたプロジェクトマネージャー始め皆様方
に心よりお礼申し上げます。二年半にわたる複数の支援で変化を起こし、定着に向けて
改善できたのは、弊社の問題点を正確に把握していただき、粘り強く支援体制を組んで
いただいた結果だと確信しています。経営全体、更に各部門に適切な支援の投入をいた
だいたことにより改善が進み、今後の事業の進め方や考え方が変わりました。まずは、
行動を起こし決して出来ないとは言わない、どうしたらできるかを考える新しい風土の
礎になりました。
　製造業として、まずは製造部の5Sから始まり生産性の向上、次に経営計画の立案によ
る全部門の経営への参画が各部門の考え方の変化に大きく影響し、雰囲気を変えられた
と確信しています。更に技術部のVE指導、営業部のPR広報、新商品開発と繋がった全社を巻き込んだ支援は、
今後の弊社の日々の仕事を進める上で、必ずや指針となるものと確信しております。
　まだまだ完全に支援成果が定着できていないことは重々承知していますが、今後もこの改善活動を風化させる
ことなく自立し、成長軌道に乗るよう舵取りをしていくことが、私に課せられた使命である事を改めて肝に銘じ
ます。幹部社員、中堅社員が育ってきています。新しい商品を生み出す力、スピード、生産性を上げて生産する
力、改善の仕方、営業力を加えサイクルを回していける土台を作っていただいたことに重ねて感謝申し上げる次
第です。

代表取締役社長
柴田　修明�氏

プロジェクトマネージャーのひとこと
1）支援当初に描いていたことの実現
　中小機構ハンズオン支援事業の使命は、企業規模を問わず成長ポテンシャルがあり、ファイティングポーズの
とれる気概ある企業を見極め、高度・広域の概念に相応しい支援事例を創出することにある。その観点からする
と、本支援先企業も中小機構も、誠実な姿勢で内容の濃い取り組みを行ってきたことが、経営数値にも反映し始
めてきたと認識している。
　また、支援当初に描いていた「春先だけではなく、一年を通して販売できる新商品」の第1号が、ごく最近、
市場投入された。これはロール状に巻かれ細断された飼料用稲を、フォークリフトを使用することなく一人作業
でトラックへの積込み・積降ろしを可能とした機器である。現時点、市場投入直後ということで数台の販売実績
ではあるが、当社各部門が、こつこつと地道に努力してきたことの集大成であり、確かに、当社は変化してきた
ことを象徴する大きな一歩であると私は考える。

2）人の変化と親会社への波及
　支援の本質は人を育てることにある。上から押し付けられた力づくの改善では、すぐ元
の木阿弥となる。プロジェクト活動のレビューボードは機構ではなく社長であり、プロジ
ェクトメンバーには主体性を持ち、自分達のプロジェクト活動であることを強く意識させ
るような関わりを心がけてきた。その結果、プロジェクトを通して改善の考え方、進め方
を吸収し、改善ができる人材が社内各部門で育ってきたと認識している。
　これは、プロジェクトのキックオフと最終レビュー会に出席された親会社の会長が、堂々と
発表する若いメンバーを見て「人はこんなにも変わるものかと感動した」とコメントされ
たことでも裏付けられる。その後、当社の改善状況が親会社へ伝わると同時に親会社から
も改善の支援要請があり、現在、親会社もハンズオン支援事業を活用されている。

油木　正幸　中国本部
プロジェクトマネージャー
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